
WT事前確認

地方税法（法律・政令・省令）への準
拠 住民サービスの向上 職員業務量の低減 自治体方針の実現 その他 仕様への反映 事前確認

対象 確認項目 回答集約 WT対象 仕様への反映

滞納 - 分納計画策
定

（実装すべき機能）
分納計画内の期別について、基の分納計画
は変更することなく、任意に納付期限を設定
して納付書を再発行できること。また、履行
状況に反映すること。

分納計画の納付期限に納付が間に合わず、
例えば前回分と今回分をまとめて納付する場
合、分納計画の再策定（必要書類の再提
出も不要）を行わずに分納計画に追いつくこ
とができる。

任意に納付期限の設定ができない場合、納
税者から相談があるたびに分納計画を取消
して再策定する必要がある。また、履行状況
に反映することで管理が容易になるため。

分割納付の運用は各自治体で異なるが、左
記の作業を行った場合、実態の把握に支障
が生じかねないため

反映する ●

【提案】分納計画を変更せずに、指定納期限を変更した納
付書を作成できる。納付された場合、当該分納計画の履
行状況に反映できるような機能を追加する。（反映先：
2.4.25.）

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
指定納期限を変更する場合には新たに分納計画を立てる形で運用している。左記仕様となっても問題は
ない。
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 1.1.1. 滞納情報取り
込み

個人住民税（特別徴収）は、個人に滞納
表示しないこと（企業に反映すること）。

特徴企業が納付義務があるのに個人に反映
されると徴収業務に支障が出るため。

要検討 ●

【確認】特別徴収の未納期別は、従業員/事業者のどちらに
反映されるのが望ましいか。現行の仕様を踏まえて回答いた
だきたい。

A回答
事業者に反映されるのが望ましいです。
B回答
事業者に反映するべき。（特別徴収の納入義務者は、あくまでも事業者であり、従業員に対して滞納整
理事務は行わないため）
C回答
事業者反映が望ましい。なお、現行本市では事業者のみに反映。
D回答
E回答
事業者（特徴義務者）側であることが望ましい。
F回答
H回答
I回答
当市ではどちらにも表示している。
J回答
現行の仕様は事業者。従業員の滞納ではないので、滞納管理にはそぐわない。
K回答
通常の場合、滞納表示としては事業者と考えます。
収納管理画面では従業員の画面でも参照できることが望ましい。

■従業員に反映されるべき
なし
■事業者に反映されるべき
A回答：事業者に反映されるのが望ましいです。
B回答：事業者に反映するべき。（特別徴収の納入義務者は、あくまでも事業者であり、従業員に対し
て滞納整理事務は行わないため）
C回答：事業者反映が望ましい。なお、現行本市では事業者のみに反映。
E回答：事業者（特徴義務者）側であることが望ましい。
J回答：現行の仕様は事業者。従業員の滞納ではないので、滞納管理にはそぐわない。
K回答：通常の場合、滞納表示としては事業者と考えます。収納管理画面では従業員の画面でも参照
できることが望ましい。
■いずれにも反映
I回答：当市ではどちらにも表示している。
【提案】1.1.1.に、「特別徴収（給与）の未納期別は、事業者画面に表示されること」と追記する。
（参考）
収納1.1.2.「個人住民税の場合、事業所（特別徴収義務者）と従業員（特別徴収該当者）の情
報を紐づけて表示できること。」

●

滞納 2.1. 滞納情報管
理

滞納処分費の管理を可能とさせる。 滞納処分費の管理が出来るようにしたい。

反映する ●

【提案】2.1.1.に、滞納処分費項目を管理できる機能を追
加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市で現状システム上管理していない
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1. 滞納者個人
検索

記載なし 以下の項目で個人（法人）検索できるこ
と。
「宛名番号」「名称カナ」「名称漢字」「生年
月日」「性別」「地区コード」「住所」「方書」
「電話番号」「国保番号」「世帯番号」「科
目」「賦課年度」「通知書番号」「個人番号」
「法人番号」「事件番号」「軽自　標識番号」

また、検索結果の対象者が1件の場合は、
該当者一覧画面を省略して、個人照会画
面にダイレクトに展開でき、該当者が複数名
存在した時は該当者一覧に展開し以下の項
目を表示すること。

「氏名（カナ・漢字）」「生年月日」「住所」
「宛名番号」「世帯番号」
「滞納区分」「主担当者」「滞納額」「住民区
分」

電話による問い合わせや窓口対応時に、その
該当者を検索する機能の記載が無いため追
加する。

反映する ●

【提案】収納9.3.「検索」と同一の機能を滞納にも追加する A回答
検索の該当者一覧に「主担当者」「滞納額」は不要と考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

A回答
検索の該当者一覧に「主担当者」「滞納額」は不要と考えます。
　→収納システムと同一の機能を滞納にも採用する

滞納 2.1. 滞納者個人
検索

記載なし 以下の項目で個人（法人）検索できるこ
と。
「宛名番号」「名称カナ」「名称漢字」「生年
月日」「性別」「地区コード」「住所」「方書」
「電話番号」「国保番号」「世帯番号」「科
目」「賦課年度」「通知書番号」「個人番号」
「法人番号」「事件番号」「軽自　標識番号」

また、検索結果の対象者が1件の場合は、
該当者一覧画面を省略して、個人照会画
面にダイレクトに展開でき、該当者が複数名
存在した時は該当者一覧に展開し以下の項
目を表示すること。

「氏名（カナ・漢字）」「生年月日」「住所」
「宛名番号」「世帯番号」
「滞納区分」「主担当者」「滞納額」「住民区
分」

電話による問い合わせや窓口対応時に、その
該当者を検索する機能の記載が無いため追
加する。

反映する ●

3032 A回答
検索の該当者一覧に「主担当者」「滞納額」は不要と考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3032

滞納 2.1.
滞納者情報

管理
検索条件

氏名（カナ・漢字・アルファベット、外国人通
称名）、住所（市内・市外）、生年月日、
性別、宛名番号、個人番号・法人番号、住
民区分、税目、年度、通知書番号、世帯番
号での検索ができること。

カナ・漢字・住所での検索はあいまい検索が
できること。

滞納管理画面の迅速な検索のために、検索
条件の定義づけが必要であるため。05収納
管理9.3.2.の検索条件を滞納管理画面で
も定義するもの。

反映する ●

3032 A回答
検索の該当者一覧に「主担当者」「滞納額」は不要と考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3032

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。
【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。
【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等、納税組合加入状況、相続人

市民から納付の問い合わせを受ける際、納
税組合加入の有無により回答する内容が異
なる場合があり、速やかに回答できるようにす
るため。

反映する ●

【提案】【個人情報】に、「納税組合加入状況」を追加する A回答
納税組合を実施していないケースもあるので、オプションでいいと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

A回答
納税組合を実施していないケースもあるので、オプションでいいと考えます。
 →オプションで記載済

WT前整理
項目番号 項目名

事前確認前整理修正の根拠
修正前 修正後税目



滞納 2.1.1. 滞滞納者情
報管理

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

【収納情報】
収納税目、収納額、納付履歴、督促・催告
の発送・停止、公示送達、滞納処分、猶
予・誓約、執行停止・不納欠損、滞納区分
等

納税相談等で対象者の状況を確認する際
に、必要な情報をスピーディに確認できること
により、対応時間の低減に繋がると思われる
ため。

反映する ●

2111 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2111

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先
（滞納者の市県民税が特別徴収の場合、
特別徴収先の情報（会社名、宛名番号、
住所等）も併せて表示する）、生活保護、
DV/ストーカー支援者、関連者・世帯構成
等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

滞納者情報を参照する際に勤務先の情報
(社名、宛名番号、住所等)も表示すること
で、勤務先の情報を調べる時間が削減さ
れ、業務を効率良く進めることができるため。

反映する ●

【提案】【個人情報】に、「特別徴収先情報（会社名、宛名
番号、住所等）」を追加する

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

【個人情報】
【収納情報】

【個人情報】　・・・住所履歴（居住市内及
び転出先において把握している住所地の履
歴）
【収納情報】　・・・収納日

財産調査時等における住所遍歴の確認を
容易にするため。（約0.3ｈ/件）

反映する ●

【提案】【個人情報】に、「住所履歴」を追加する
【提案】【収納情報】に、「納付履歴」を追加する（収納日と
同義）

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではシステム上、住所履歴は管理されているが画面表示されていない。財産調査時等で使用してい
る。
納付履歴は現状で管理されている。
J回答
K回答

I回答：当市ではシステム上、住所履歴は管理されているが画面表示されていない。財産調査時等で使
用している。
【提案】不要という意見がほかにない場合、現行の通りとする。

●

滞納 2.1.1.
滞納者情報
管理【調定情

報】

所得・控除・申告区分 滞納者からの相談等に対し速やかに回答す
る判断材料のため

反映する ●

【提案】【調定情報】に、「所得・控除・申告区分」を追加す
る

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.1.
滞納者情報
管理【収納情

報】

領収日・収入日・収納方法 滞納者からの相談等に対し速やかに回答す
る判断材料のため

反映する ●

【提案】【収納情報】に、「納付履歴（領収日、公金日）、
納付方法」を追加する

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

仕様書からは、調定情報について「年度税
目」もしくは「期別」のどちらを初期表示させる
のか判断できない。

滞納者実態調査画面起動時の初期表示に
ついて、「年度税目」もしくは「期別」のどちらを
初期表示させるか選択できるようにする。

「期別」表示を可能とすることで、年度内のど
の期別が納付されていないかを即座に判断で
きるようになる。

反映する ●

【提案】【調定情報】に、「賦課年度、相当年度、期別」を追
加する

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
マイナンバー、宛名番号、氏名、生年月日、
性別、本籍、住所（前住所、送付先、住定
日、異動予定・確定日、転出先）、住民区
分、町・世帯コード、連絡先、納税管理人、
勤務先、生活保護、DV/ストーカー支援
者、関連者・世帯構成、再転入等名寄せ、
最終接触日、除票日等

【調定情報】
調定情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税、その他必要な科
目）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、収納日、収納方法、督
促・催告の発送・停止、公示送達、滞納区
分等

マイナンバーは今後の用途拡大を考慮し、連
携対応機能の実装を求める。また、再転入
等の名寄せについては宛名システムで名寄せ
を行い、情報連携するべきである。

反映する ●

【提案】【個人情報】に、「個人番号」を追加する A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
当市では、滞納整理及び収納管理事務においては特定個人情報（マイナンバー）は取り扱わないことと
なっているため、個人番号欄に表示する/しないを選択し、設定できるようにしていただきたい。
C回答
D回答
E回答
・「マイナンバー法」により安全管理措置の関係で取扱いが難しくなることが考えられる。
当市においてはマイナンバーの情報連携はしているが業務上しないこことしているため、滞納管理システム上
は非表示としている。番号の表示に対して制御が必要。
F回答
H回答
I回答
マイナンバーを使用するか方針は未定である
J回答
K回答

■マイナンバーの管理には制御が必要
B回答：当市では、滞納整理及び収納管理事務においては特定個人情報（マイナンバー）は取り扱わ
ないこととなっているため、個人番号欄に表示する/しないを選択し、設定できるようにしていただきたい。
E回答：「マイナンバー法」により安全管理措置の関係で取扱いが難しくなることが考えられる。当市におい
てはマイナンバーの情報連携はしているが業務上しないこことしているため、滞納管理システム上は非表示
としている。番号の表示に対して制御が必要。
【提案】2.1.1.に「個人番号（表示する／しない　をデフォルトで選択できること）」を追加する。

●



滞納 2.1.1. 滞納情報管
理

漢字、カナ、宛名番号、生年月日から検索
できること。また、一部情報から検索（曖昧
検索）できること

宛名番号が確認できない場合、相手側の情
報からできる限り対象者を確定し、対応した
い

宛名番号がわかる書類等の確認作業時間
が長時間になることがあることから、その時間
短縮を図ることができる。

市民サービスの向上を図ることができる。

反映する ●

3032 A回答
宛名番号の曖昧検索するとかえって確認に時間が掛かるので不要と考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3032

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、…

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

【個人情報】
宛名番号、氏名、カナ、生年月日…

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税、事業所税・市町
村たばこ税、入湯税等）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、領収日、日計日、収納
金融機関、還付充当情報、督促・催告の発
送・停止、公示送達、滞納区分等

事業所税等の追加については、1.1.1.と同
様。

【収納情報】として、滞納整理担当課が折衝
時に必要となることもあるので、領収日、日計
日、収納金融機関、還付充当情報を追
加。

反映する ●

1019/2111/6526 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
・他項目にもあるが領収日、日計日、収納日、納付日の表記の定義について確認したい。また表記のず
れはないか？
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1019/2111/6526

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
マイナンバー、宛名番号、氏名、生年月日、
性別、本籍、住所（前住所、送付先、住定
日、異動予定・確定日、転出先）、住民区
分、町・世帯コード、連絡先、納税管理人、
勤務先、生活保護、DV/ストーカー支援
者、関連者・世帯構成、再転入等名寄せ、
除票日等

【調定情報】
調定情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税、その他必要な科
目）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、収納日、収納方法、督
促・催告の発送・停止、公示送達、滞納区
分等

マイナンバーは今後の用途拡大を考慮し、連
携対応機能の実装を求める。また、再転入
等の名寄せについては宛名システムで名寄せ
を行い、情報連携するべきである。

反映する ●

3033 A回答
マイナンバーを利用していい業務は限定されるため、マイナンバーでの宛名統合は慎重になった方がいいと
思われる。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
マイナンバーを使用するか方針は未定である
J回答
K回答

3033

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

【個人情報】
死亡日を追加

死亡日を宛名から連携させることで、すぐに承
継などの処理に移行できる

反映する ●

【提案】【個人情報】に、「死亡日」を追加する A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
現システムで閲覧できている。
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

収納システムの検索画面から滞納者管理画
面へ展開できること。または、滞納システムで
滞納者管理画面を検索する機能を有してい
ること。その際の「検索」に関しては「収納管
理」「9.3検索」と同条件の機能を有している
ことに加え、電話番号検索ができること。

当初納通、督促等発送後は、一時に不特
定多数の市民からの問合せ（納税相談）
があり迅速かつ適切な対応が求められるた
め。

反映する ●

3032 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3032

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

氏名漢字に使用されている外字、旧姓、旧
住所地が管理できること。

単身赴任先ではなく家族の居住地に納付書
等の送付を希望する場合があるため。

財産調査（預貯金・生命保険）等におい
て、外字や旧姓、旧住所（過去3か所程
度）の別管理が必要で、該当者は別様式
で調査することとなり、業務量が増加するた
め。

財産調査（預貯金・生命保険）等におい
て、外字や旧姓、旧住所の表示がないことに
より金融機関等において同一人物とみなされ
ず、正確な回答を得られないため。

反映する ●

【提案】【個人情報】に、「氏名履歴」を追加する A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市では住基システム及び宛名システムから情報を取得しているので表示や利用はしているが、「管理」は
していない。
J回答
K回答

I回答：当市では住基システム及び宛名システムから情報を取得しているので表示や利用はしているが、
「管理」はしていない。
【提案】不要という意見はほかにない場合、現行の通りとする。

●

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

【個人情報】氏名カナ、年齢、住所(郵便番
号)、代表相続人、振替口座情報
【調定情報】国民健康保険税
【収納情報】収納日、日計日

なし 折衝時間短縮のため(聞き取り内容省略) 滞納者情報が詳細となることにより、折衝時
の聞き取り内容を一部省略することができる
(4人の作業のべ150時間)

納税環境を整備し、適正かつ公平な税務行
政を推進するため

なし

反映する ●

【提案】【個人情報】に、「年齢」を追加する
【提案】【収納情報】に、「振替口座情報」を追加する

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
どちらも現システムで閲覧できている。
J回答
K回答

提案のとおりとする。



滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

【個人情報】に前氏名情報を追加 本人特定の際に使用するため

反映する ●

4760 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4760

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

【収納情報】
収納税目、収納額、督促、催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

下記項目を追加
期別毎の納付日、収納日、収納金融機関
情報
（滞納区分等に含まれていれば不要）

滞納者の納付傾向や納付日から収納日ま
でタイムラグ等が把握でき、より効果的な滞
納整理が行えるため。

反映する ●

2111/6526 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2111/6526

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

宛名番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月
日、地区、住所、電話番号、世帯番号、通
知書番号、車両番号、事件番号、税目、年
度、グループを登録・選択し、検索できるこ
と。

検索結果は一覧表示し、そこから該当個人
の基本情報が表示される滞納者基本情報
画面を展開できること。また検索結果履歴は
保持し滞納者情報画面にて履歴から滞納
者情報を表示できること。

氏名に、アルファベットの大文字や小文字を
使用している外国人、特徴義務者において、
検索時には大文字と小文字の区別をせず検
索できる等、検索しやすくしていること。

検索について記載がなかったため追加しまし
た。「地区」とは、上野1丁目や浅草2丁目と
いうような区分のことです。情報を検索する際
に便利です。

外国人の氏名については左記のように検索で
きると便利です。

反映する ●

3032 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3032

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

左記の【個人情報】に「マイナンバー（個人
番号）、法人番号」を加え、マイナンバーに
関しては管理（参照）権限を制限できるこ
とを加える。

1.預貯金・生命保険その他の財産調査で現
在の住所以外が届出されている事案が滞納
者全体の約3割ある。これについて戸籍附票
で住所異動履歴を取ることは、照会文書発
送と返送のための事務負担が大きいし時間
がかかるため差押の機会を逃す可能性があ
る。マイナンバーにより住基ネットの統合端末
で住所異動履歴を取得すれば即時に調査
を行って滞納処分を進めることができる。
2．滞納整理の現場では他の自治体に転出
した後の住所把握が困難であり、文書返戻
等が多数生じている。（中野区では、区外
転出者のうち転出先に現住していない者が
約2割いる）
住民基本情報ネットワークの統合端末で一
括して現在の住所を取得できることは滞納整
理を効果的に進めるうえで重要である。
法人番号についても、法人番号データベース
を活用可能。

反映する ●

3033 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3033

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【個人情報】
宛名番号、氏名(履歴）、生年月日、性
別、本籍、住所（前住所、送付先、住定
日、異動予定・確定日、転出先）、住民区
分、町・世帯コード、連絡先、納税管理人、
勤務先、生活保護、DV/ストーカー支援
者、関連者・世帯構成等、国籍、送付先

個人の特定に必要な情報であるため。

反映する ●

5776/3252 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5776/3252

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍
（国籍）、住所（前住所、送付先、
住定日、異動予定・確定日、転出
先）、住民区分、町・世帯コード、
連絡先、納税管理人、勤務先、生活
保護、DV/ストーカー支援者、関連
者・世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税（特別徴収・
普通徴収）、法人住民税、固定資産
税、軽自動車税）、国民健康保険
税、事業所税、市たばこ税、入湯
税、鉱産税）、税外（公課等）、除
票日等

国籍によって電話をかける対象者のグループ
分けを行うため。
本市は、市債権の徴収一元化を行っており、
それに対応できるため。不納欠損処理に必
要なため。

反映する ●

【提案】【調定情報】に、「特別徴収・普通徴収」を追加する A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市では国籍は表示していない
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

記載なし 【口座振替情報】
金融機関名、支店名、金融機関コード、支
店コード、預金種別、口座番号、口座名義
人、税目、開始日、終了日

事務上、口座情報も必要なため

反映する ●

5584 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5584



滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
宛名番号、氏名、生年月日、性別、本籍、
住所（前住所、送付先、住定日、異動予
定・確定日、転出先）、住民区分、町・世
帯コード、連絡先、納税管理人、勤務先、
生活保護、DV/ストーカー支援者、関連者・
世帯構成等

【調定情報】
課税情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、督促・催告の発送・停
止、公示送達、滞納区分等

参照先システムが持つ個人情報、調定情
報、収納情報、分納誓約、処分情報等を
管理（参照）できること。

【個人情報】
マイナンバー、宛名番号、氏名、生年月日、
性別、本籍、国籍、住所（前住所、送付
先、住定日、異動予定・確定日、転出
先）、住民区分、町・世帯コード、連絡先、
納税管理人、勤務先、生活保護、DV/ス
トーカー支援者、関連者・世帯構成、再転
入等名寄せ、除票日等

【調定情報】
調定情報（個人住民税、法人住民税、固
定資産税、軽自動車税、その他必要な科
目）、除票日等

【収納情報】
収納税目、収納額、収納日、収納方法、コ
ンビニ速報、督促・催告の発送・停止、公示
送達、滞納区分等

マイナンバーは今後の用途拡大を考慮し、連
携対応機能の実装を求める。また、再転入
等の名寄せについては宛名システムで名寄せ
を行い、情報連携するべきである。

・外国人滞納が多く催告時に翻訳文書を用
いるため国籍情報は必要。

コンビニ速報データの確認できる必要もある。

反映する ●

3033 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
マイナンバーを使用するか方針は未定である
J回答
K回答

3033

滞納 2.1.1. 滞納者情報
管理

基本画面からの展開により、該当者について
登録されている現住所等をリスト形式で確認
できること。
現住所以外に複数の住所を登録・保存で
き、全ての住所にて、住所の順番・宛リン・郵
便番号・住所・方書・氏名漢字・氏名カナが
管理できること。また、現住所の場合、更に、
住所区分・住所設定日・死亡日等が管理で
きること。

財産調査・差押等の際に、旧住所等を把
握・管理する必要があり、
手処理に係る時間を削減し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

1791 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1791

滞納 2.1.12. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。
なお、システムの管理者画面にて設定を統一
して変更できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

運用に合わせた形でのシステム利用をするた
め。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
【意見】
デフォルトで表示されるされないだけではなく視覚的効果もある方がいいのではないか？当市のシステムでは
明細の背景色が違う。納期限経過未納分は白、完納分は水色、執行停止・時効予定日経過分は桃
色、納期限見老来分は橙色。

【確認】
・表示されない明細についての考え
時効完成分と執行停止分の重複（停止3年経過や停止中時効到来）、執行停止分と不納欠損分
（停止後、不納欠損処理済）等同一明細で複数の条件に該当した場合の定義（表示の設定につい
て）はどのようになっているか？

F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.14. 滞納明細管
理

基本画面からの展開で、納付履歴が1画面
で参照できること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

瞬時に正しい情報を取得し、業務時間短縮
に寄与するため。

要検討 ●

2111 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2111

滞納 2.1.14. 滞納者情報
管理

担当課ごとの滞納額（本税、延滞金、合計
額）が把握できること。
また、税目、課税年度、相当年度、課税番
号単位で滞納額が把握できること。
また、税目、課税年度、相当年度、課税番
号、期別単位で滞納額が把握できること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

瞬時に正しい情報を取得し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

2582 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2582

滞納 2.1.14. 滞納者情報
管理

期別単位で下記項目の有無が表示できるこ
と。
督促状発送（有の場合は督促状発送日を
表示）、延滞金通知発送（有の場合は延
滞金通知発送日を表示）、猶予、処分、
欠損

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

瞬時に正しい情報を取得し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

【提案】「督促状発送情報」を追加する A回答
督促状については、問題ない。延滞金通知については、利用していない団体もあるので、オプションで問題
ないと考える
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
必須であると考えている。
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.16. 滞納明細管
理

税額・納付期限・納付履歴・猶予履歴等を
追加・修正して延滞金計算も可能とし、明
細の出力も可能とする。なお、延滞金計算
は内入又は内入以外の選択を可能とする。
※内入以外とは、計算日時点の未納税に
延滞金率と納期限からの経過日数をかけた
もの
表示については、完納分の表示の有無を選
択可とする。また、年度・税目等での絞込を
可とする。
最終的に、計算した延滞金の履歴を保存
し、保存したデータは次回の計算時に引用す
ることが可能とする。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

手計算に係る時間を削減するため。 連帯納通を発送している場合等、延滞金計
算時に納期限等を個別に変更する必要があ
るため。

平成28年度以前の明細については、正確な
納付日がシステム管理されておらず、担当者
が差押予告等の段階で、内入計算等を実
施しているため。また、その計算を以後引き継
ぐため。 反映する ●

2747 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2747



滞納 2.1.16.2.4.
1.2.1.11.

滞納明細管
理

分納計画策
定

分納計画シ
ミュレーション

主に差押不動産の任売時に、国や都が充足
免除（滞納額全額を充足できる財産を差
押した場合、差押期間中の延滞金2分の1
を免除できる規定）を適用しているので区も
適用してほしいとの要望を受けるが、現行シ
ステムではそれを計算する機能がないため
「『できる』規定のため区は免除しない」と断る
か、Excelで計算をし充足免除相当額を執
行停止としている（分納中の場合、本税額
が変動するためExcelでの計算が極めて煩雑
である）。

差押期間中の延滞金を、すでに納付済の税
額も含めて、2分の1（特例基準割合）で
計算できるようにする。

地方税法第15条の９第4項により、滞納額
全額を充足できる財産を差押した場合、差
押期間中の延滞金2分の1を免除できる規
定がある。「できる」規定を理由として断るの
は法令上の処理として望ましくない（「でき
る」規定は「できない」理由がなければ行うべ
きとの説あり）ため。 反映する ●

1863 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1863

滞納 2.1.17. 担当者設定

滞納者氏名毎（アイウエオ順）に担当者設
定ができ、滞納者に紐付くこと。

歳入確保のため。本市においては、地域性を
伴う地区割ではなく滞納者の氏名による担
当者割を導入し、滞繰滞納者数を担当間
で均等（同一条件）に割当てた上で月次
で各担当の成績管理（徴収率・整理率・処
分件数）及び課内共有を行ってきた。この管
理手法を用いることで同規模自治体・都道
府県内でも高い徴収率を維持している。

反映する ●

2747 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2747

滞納 2.1.17. 担当者設定

（一年に一度）宛リン単位で、最古の滞納
年度・滞納税額・住所・税目に応じて、　担
当者コードを一斉に変更するため、移管デー
タを自動抽出し、担当者コードを変更できる
こと。また、抽出にあたり、担当者ごとの滞納
者件数の試算ができること。

（一年に複数回）年度途中の新規滞納者
や、滞納者の住所変更に対して、担当者
コードの割当をスケジュール実行で自動に行う
こと。対象は年度・税目単位で絞れることとす
る。

----------------------
自動で行われた担当者移管の際、実行結
果のレポートを出力し、担当者コードごと、移
管元・先の情報を相互に確認できるようにす
ること。
必要項目：氏名、カナ、住所、年度、相当
年度、税目、課税番号、宛名リンク番号、移
管元CD、移管先CD

--------------------
担当者が滞納者にかかる情報を適正に引き
継ぐことで、スムーズな対応が可能。

担当者コードの振り分けに多くのルールを用い
ており、手処理の場合、条件分けが大変難
しく、作業時間が膨大となる（手処理の場
合、1回につき5人日、年1人月ほど要す）。
またミスを犯す可能性も高く、システム管理す
ることで、職員の負担軽減に寄与するため。

----------
担当者コードの変更一覧を確認することで、
資料の授受にかかる漏れがないか等、滞納
者情報を適正に管理することが可能。

滞納年度・金額・税目等によって、効果的な
滞納整理の手法が異なるため、滞納者を滞
納状況に基づいてチーム分けしている。そのう
えで、職員の経験年数・スキルに応じて、担
当者を配置する運用をしているため。

また、情勢にあった速やかなチーム構成見直
しを容易とするため。

要検討 ●

【確認】担当者設定後の担当者ごとの宛名件数をシミュレー
トする機能は必要か（オプション想定）。

A回答
不要と考えます。
B回答
不要
C回答
必要である。
D回答
E回答
必要
F回答
H回答
I回答
当市としては使用する想定はない
J回答
当市では自動で担当者の設定は行っておらず、必要ない。
K回答

■不要
A回答：不要と考えます。
B回答：不要
I回答：当市としては使用する想定はない
J回答：当市では自動で担当者の設定は行っておらず、必要ない。
■必要
C回答：必要である。
E回答：必要
【提案】必須／不要が分かれているため、現行提案のとおり、オプションで採用する。

●

滞納 2.1.17. 担当者設定

各担当者毎に移管・更新された滞納者につ
いて、
・受入滞納者一覧
・移管滞納者一覧
を参照・出力可能とした上で、一括の移管
データ作成時のみ移管の記事書を一括入力
できること。

職員による手作業での事務的な作業を減ら
し、本業の滞納整理に集中するため。

要検討 ●

【確認】２時点での担当する滞納者の差分リストは、必要
性が高いか（オプション想定）。

A回答
必要性はあまりないと考えます。
B回答
不要
C回答
他市の状況次第。
D回答
E回答
【回答】
・変更前後のリストは必要だが、リストよりデータ形式が望ましい。
・変更後のリスト、変更対象者リスト（差分リスト）はそれぞれ必要。
F回答
H回答
I回答
当市としては使用する想定はない
J回答
現在、行っておらず必要ない。
K回答

■不要
A回答：必要性はあまりないと考えます。
B回答：不要
I回答：当市としては使用する想定はない
J回答：現在、行っておらず必要ない。
■必要
E回答：変更前後のリストは必要だが、リストよりデータ形式が望ましい。変更後のリスト、変更対象者リス
ト（差分リスト）はそれぞれ必要。
【提案】必須／不要が分かれているため、現行提案のとおり、オプションで採用する。

●

滞納 2.1.2. 滞納者情報
管理

滞納整理カードの発行ができること。
また、交渉経過、滞納明細書も併せて出力
されること。

滞納者の基本情報、世帯構成員、滞納額
合計、過去の折衝記録記事等から出力項
目を選択できること。

滞納整理票の発行ができること。
また、交渉経過、滞納明細書も併せて出力
されること。

滞納者の基本情報、世帯構成員、滞納額
合計、過去の折衝記録記事等から出力項
目を設定できること。

出力項目を都度選択する場合、出力までの
時間を要する。各自治体で予め項目を設定
（デフォルトで選択済も可）することで足りる
と考える。年間の折衝人数は自治体による
が、都度選択する操作が１０秒程度とすれ
ば、自動設定であれば０秒である。

「カード」とは厚紙等をイメージするが、普通Ａ
４用紙等、汎用的な用紙で対応可能であ
るため「票」の方が自由度が高いと考える。

反映する ●

【提案】「滞納整理カード」について、名称を「滞納整理票」に
修正する。
【提案】出力項目を事前に設定できるよう、記載を追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市としては使用する想定はない
J回答
K回答

現行提案のとおり、「滞納整理カード」について、名称を「滞納整理票」に修正する。
出力項目については、No6483参照

滞納 2.1.2. 滞納者情報
管理

滞納整理カードの発行ができること。
また、交渉経過、滞納明細書も出力できるこ
と。

「併せて」という言葉が「同タイミング」を表すこ
とに捉えられる可能性があるため。

出力項目を選択することまでは「実装すべき
機能」とすることはなく、「実装してもしなくても
よい機能」でも十分である。例えば折衝記録
記事などは、別帳票で出力すればよい。

要検討 ●

【事務局】「併せて」→「同時に」に修正
【確認】出力項目を選択する機能は必要か。過去の経緯で
は発行を制限したい自治体を考慮して選択機能を記載した
ものだが、滞納整理票の出力を選択できれば問題ないか。

A回答
問題ないと考えます。
B回答
不要（滞納整理カードは使用していない）
C回答
他市の状況次第。
D回答
E回答
【回答】選択機能は必須
F回答
H回答
I回答
滞納整理票を運用していない。
J回答
必要な項目が出力されていれば、出力項目を選択する機能は必要ない。
K回答

■不要（使用している団体のみ）
J回答：必要な項目が出力されていれば、出力項目を選択する機能は必要ない。
■必要
E回答：選択機能は必須
【確認】選択した項目が滞納整理票に落ちる際、どのようなレイアウトとなるのか確認したい。（E市）

●



滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

未納明細

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分

「滞納明細」は「未納明細」と位置付け、まだ
納めていない税金の明細とする。滞納者との
納付相談においては、今後納付しなければ
ならない全額を把握したうえで計画を立てて
いくので、納期の到来未到来に関わらず、未
納額全額がデフォルト表示されるべき

要検討 ●

【確認】以下に修正して問題ないか。
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
督促状発布後10日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分、督促状発布後10日未経過、督促
状発送していない期別（納期限の変更分は除く）、納期
未到来分については、表示の有無を選択できること。

（時効完成、不納欠損分については、明細上絶対に表示
されないこととする趣旨）

A回答
問題ないと考えます。
B回答
問題ない。
C回答
問題ない。
D回答
E回答
【回答】
・修正は問題ない。
・表記を統一した方がいい。
　督促状発布後10日未経過　⇒　処分可能日未経過
F回答
H回答
I回答
分納計画策定時など納期未到来や督促状の発布は関係性がないため、督促状発布後10日未経過及
び督促状発送していない期別、納期未到来分については表示されたほうが良いと考える。
J回答
問題ない。
K回答
左記のうち表示の有無を選択できるものとしているものは、特に問題はなく、選択できるようにする必要があ
ると考えます。

問題ないとのことで、提案の通りとする

E回答：表記を統一した方がいい。　督促状発布後10日未経過　⇒　処分可能日未経過
　→APPLIC指摘により修正したもの。現行のままとしたい。
I回答：分納計画策定時など納期未到来や督促状の発布は関係性がないため、督促状発布後10日
未経過及び督促状発送していない期別、納期未到来分については表示されたほうが良いと考える。
　→昨年度WTで必要という意見が2市からあったため、現行の通り「表示の有無を選択できること」としたい

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

すべての表示条件について、表示するかしな
いかの設定を個別にすることができること。
またデフォルトで表示するかしないかを設定で
きること。デフォルトで表示しないこととした期
別も任意で表示ができること。

団体ごとの方針や明細の用途によって柔軟に
条件設定できることで、事務処理時間の低
減に繋がると思われるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

すべての表示条件について、表示するかしな
いかの設定を個別にすることができること。
またデフォルトで表示するかしないかを設定で
きること。デフォルトで表示しないこととした期
別も任意で表示ができること。

団体ごとの方針や明細の用途によって柔軟に
条件設定できることで、事務処理時間の低
減に繋がると思われるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

すべての表示条件について、表示するかしな
いかの設定を個別にすることができること。
またデフォルトで表示するかしないかを設定で
きること。デフォルトで表示しないこととした期
別も任意で表示ができること。

団体ごとの方針や明細の用途によって柔軟に
条件設定できることで、事務処理時間の低
減に繋がると思われるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

すべての表示条件について、表示するかしな
いかの設定を個別にすることができること。
またデフォルトで表示するかしないかを設定で
きること。デフォルトで表示しないこととした期
別も任意で表示ができること。

団体ごとの方針や明細の用途によって柔軟に
条件設定できることで、事務処理時間の低
減に繋がると思われるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

すべての表示条件について、表示するかしな
いかの設定を個別にすることができること。
またデフォルトで表示するかしないかを設定で
きること。デフォルトで表示しないこととした期
別も任意で表示ができること。

団体ごとの方針や明細の用途によって柔軟に
条件設定できることで、事務処理時間の低
減に繋がると思われるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

すべての表示条件について、表示するかしな
いかの設定を個別にすることができること。
またデフォルトで表示するかしないかを設定で
きること。デフォルトで表示しないこととした期
別も任意で表示ができること。

団体ごとの方針や明細の用途によって柔軟に
条件設定できることで、事務処理時間の低
減に繋がると思われるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、時効完成分及び執行停止分につ
いては、表示の有無を選択できること。

徴収権の消滅時効には以下の中断事由が
あり、執行停止分と同様に、表示の有無を
選択できることが望ましいため。
地方税法１８の２①一～三、民法１４７
条、１５３条等

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

実装すべき機能として以下を追加する。

表示の絞り込み、ソート機能があること。
表示する項目やソート順は、2.1.14滞納明
細管理と一致していることが望ましい。

窓口等における折衝に必須の機能であるた
め。

反映する ●

【提案】2.1.14.同様、実装しなくてもいい機能に「表示の
絞り込み、ソート機能があること。」を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

督促状発送していない期別・納期未到来分
も表示の有無を選択できること

納税相談の際には、未到来分も含め相談す
る場合が多いため

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細管
理

執行停止分については、デフォルトで表示さ
れるか、されないかを選択できる機能を想定

執行停止分だけでなく、時効完成分　執行
停止分　不納欠損分　処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）納期未到来分は、デフォルトで
表示されるか、されないかを選択できる機能
を想定

現行システムで実装しているため。
機能減に伴い、事務の負担が増大する。

執行停止分だけでなく、時効完成分　執行
停止分　不納欠損分　処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）納期未到来分も電話・窓口折
衝等で確認する必要があるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

…このうち、執行停止分、処分可能日未経
過、督促状発送していない期別、納期未到
来分については、表示の有無を選択できるこ
と。

執行停止分に限らず、突如期別が表示され
なくなった場合、どのようにレコードの状態が変
化して、表示されなくなったのかを調査する必
要があるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

デフォルトで表示されないとする【表示されな
い期別】の項目は、選択できること。

納期限未到来分も含めた課税全体の相談
が多いことから、「未到来分」も表示した明細
の使用が多いため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

（実装してもしなくてもいい機能として）出力
期別の選択に加えて、納期限の範囲を指定
できること。

作業効率のため。
（各種帳票作成時や確認の際、期別判断
よりも日付指定での判断のほうが早い。）

反映する ●

2747 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2747

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。また、以下の期別はデフォル
トで表示されないこと。表示する期別、表示
されない期別は併用できること。
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分
このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。また、以下の期別はデフォル
トで表示されないこと。表示する期別、表示
されない期別は併用できること。
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分
このうち、執行停止分及び納期未到来分に
ついては、表示の有無を選択できること。

滞納者との納税交渉では、当然に納期未到
来分も含め納税計画を立てるため、納期未
到来分も表示可能とすることが必須である。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。また、指定した金額で明細書が
出力できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分
納税通知書発送前

このうち、納期未到来分、執行停止分につい
ては、表示の有無を選択できること。

地方税法　第１３条 滞納明細は納税者へ提示することがあるた
め、納付（消込）後の金額や納税通知書
発送前の課税情報を誤提示することがなくな
るため

納税通知書発送前の期別を出力しないよう
に都度選択する必要があれば確認作業に時
間をとられることに加え、誤提示（ヒューマンエ
ラー）につながるため

反映する ●

【提案】滞納明細に出力する金額を任意に修正できるよう
記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
業務上必要な機能と考えている。
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

このうち、執行停止分および文書催告等によ
る時効延長分については、表示の有無を選
択できること。

民法第１５３条の催告による６か月の時
効中断

正確な情報による明細作成でなければ住民
に混乱が生じる。

催告による時効中断が表示されれば、時効
完成前での差押や承認を円滑に執行でき、
事務量の低減につながる。

催告による時効中断を採用している自治体
と採用していない自治体があるが、どちらの場
合でも選択できるようにしていただきたい。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答
催告については改正民法第150条で完成猶予事由となっているので、法律どおりに反映できることが必要
と考えます。

69



滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

…
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

…
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別
納期未到来分

このうち、執行停止分、処分可能日未経
過、督促状発送していない期別、納期未到
来分については、表示の有無を選択できるこ
と。

処分可能日未経過、督促状発送していない
期別、納期未到来分を含めた合計金額での
納付相談も多いため。
それらを記載することで、納税者も、自分が
今年度いくら納めるかの確認ができるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答 69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

督促状を発送していなくても,納期が過ぎてい
れば表示されること。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分
このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）←備考欄にあるデフォルト表示
の選択が出来るようにして欲しい
納期未到来分
このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

滞納のため

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

…（省略）
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

…（省略）
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
不納欠損分

ただし、表示の有無を選択できること。

時効完成部分や不納欠損部分が表示され
ることにより、住民に対し納税の必要ない部
分まで表示し、誤納付させてしまう恐れがあ
ること。それに対し、執行停止部分や納期未
到来部分などは住民に対し年税額を認識し
てもらう必要がある為。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

・下記項目についてはデフォルトで表示される
こと。
処分可能日未経過
督促状発送していない期別
納期未到来分

・納期未到来分についてはそのことが分かるよ
うに表示されること。

納期未到来分等の表示がない場合、表示さ
れた滞納額以外に納付すべき税がないと誤
解することがあるので、本人のためにも全体の
納税すべき額を把握してもらうため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答 69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。

滞納明細（画面）は様々な場面で使用さ
れる。特定の条件に合致した期別を無条件
に初期表示するよりは、場面に応じた表示の
され方をすべきであると考える。あるいは表示
されても選択できないようにするなど。
例えば納付書発行する際は、時効完成分、
執行停止分、不納欠損分は表示されず、そ
れ以外は表示される。差押をする場合は、
記載のある時効完成分、執行停止分、不
納欠損分、処分可能日未経過、督促状発
送していない期別（納期限の変更分は除
く）、納期未到来分は初期表示されない。こ
のような制御のほうが必要であると思われる。

要検討 ●

69

69



滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
【デフォルトで表示】
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分、不納欠損分について
は、表示の有無を選択できること。

当初課税時等に納税相談をする際、納期
未到来分を含めた納付計画をたてているた
め。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

【実装しなくても良い機能】
滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分

このうち、執行停止分については、表示の有
無を選択できること。

【実装しなくても良い機能】
滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
全て選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表
示されないこと。表示する期別、表
示されない期別は併用できること。

【表示されない期別】
時効完成分
不納欠損分
納期未到来分

滞納分は全てデフォルトでの表示が必要

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.21. 滞納明細作
成

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
納期未到来分

全ての期別について、表示の有無を選択でき
ること。

滞納明細について、滞納情報の出力項目
（滞納明細情報）を必要に応じて任意に
選択できること。
また、以下の期別はデフォルトで表示されない
こと。表示する期別、表示されない期別は併
用できること。
【表示されない期別】
時効完成分
執行停止分
不納欠損分
処分可能日未経過
督促状発送していない期別（納期限の変
更分は除く）
納期未到来分
このうち、時効完成分、執行停止分、納期
未到来分については、表示の有無を選択で
きること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

手処理に係る時間・ミスを削減し、職員の負
担軽減に寄与するため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69

滞納 2.1.24.

承継・相続・
連帯納付義
務・第二次納

税義務

承継（相続）による新たな納税義務者に対
して、下記の帳票等を作成できること。
・納税通知書
・納付書
・督促状
・催告書
・延滞金計算シート
・延滞金納入通知書兼納付書

※義務者毎の差押等の書類含む。

民法、地方税法 職員業務量の低減

反映する ●

【提案】滞納側でも督促状を個別に出力する記載を追加す
る。なお、一括での出力は収納側で対応するため、記載しな
い想定。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市では滞納管理では督促状出力は実施しない
J回答
K回答
少なくとも、収納側・滞納側どちらかで作成できることが必要。提案の内容でよいと考えます。

I回答：当市では滞納管理では督促状出力は実施しない
K回答：少なくとも、収納側・滞納側どちらかで作成できることが必要。提案の内容でよいと考えます。
　→実施しない場合は運用しないこととしていただく。提案の通りとする

滞納 2.1.24.

承継・相続・
連帯納付義
務・第二次納

税義務

連帯納税義務者（代表者、共有者別）に
対して、下記の帳票等を作成できること。
・納税通知書
・納付書
・督促状
・催告書
・延滞金計算シート
・延滞金納入通知書兼納付書

※義務者毎の差押等の書類含む。

民法 職員業務量の低減

反映する ●

2579 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2579

滞納 2.1.24.

承継・相続・
連帯納付義
務・第二次納

税義務

第二次納税義務者に対して、下記の帳票
等を作成できること。
・納税通知書
・納付書
・督促状
・催告書
・延滞金計算シート
・延滞金納入通知書兼納付書

※義務者毎の差押等の書類含む。

地方税法 職員業務量の低減

反映する ●

2579 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2579

滞納 2.1.24.

承継・相続・
連帯納付義
務・第二次納

税義務

帳票を作成する際、納期未到来分も反映さ
れること。

地方税法で求められるため。

要検討 ●

69 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

69



滞納 2.1.3. 滞納者情報
管理

実装しなくても良い機能 滞納者のランク管理が自動でできること。
（想定されるランク分けパターン）
①完納者
②現年のみ
③過年のみ
④現年過年
⑤賦課なし　等

統計集計機能で「滞納ランク」の項目指定が
あるため、オプション機能として残しておくべき。

反映する ●

【提案】2.1.8./2.1.18./2.2.1.のランク機能についての記
載を、実装しなくても良い機能に修正する

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.1.3. 滞納者情報
管理

実装しなくても良い機能 滞納者のランク管理が自動でできること。
（想定されるランク分けパターン）
①完納者
②現年のみ
③過年のみ
④現年過年
⑤賦課なし　等

統計集計機能で「滞納ランク」の項目指定が
あるため、オプション機能として残しておくべき。

反映する ●

3035 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3035

滞納 2.1.3. 滞納者情報
管理

滞納者のランク管理が自動でできること。 滞納者のランク管理が自動でできること。
ランク登録後に個別修正が出来ること。

例えば、滞納額でランク管理をした場合に、
次月滞納税納付予定者など、通常のランク
管理から除外して管理が必要なケースが想
定されるため。

反映する ●

【提案】ランクは個別に修正できるよう、追記する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.1.6. 滞納者情報
管理

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

フラグのマスタ管理（名称、付箋始期、終期
等）ができること。

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

フラグのマスタ管理（名称、付箋始期、終期
等）ができること。
（フラグについてはパターン登録が可能なもの
とする）

パターン化をすることにより、管理コストを必要
以上に割かなくてよい形とする。

反映する ●

【提案】事前に登録したフラグを使用できるよう記載を追加す
る

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.1.6. 滞納者情報
管理

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

フラグのマスタ管理（名称、付箋始期、終期
等）ができること。

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）10
種類程度を登録し、フラグによるデータ抽出を
行うことができること。

フラグのマスタ管理（名称、設定者、付箋始
期、終期等）ができること。

条件抽出した滞納者に対し、一括で付箋貼
り付けができること。

作業量縮減のため。
現行の練馬区滞納システムでは、対象者
1000人の場合、5人で作業しても30分程
度かかる（延べ2時間半程度）。一括貼付
機能があれば、1人で1分程度あれば完了す
る。

1人の滞納者に複数の付箋を設定する必要
性があるため、目安として数を追記。

反映する ●

【提案】抽出した滞納者に対し、一括で付箋貼り付けができ
るよう記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.1.6. 滞納者情報
管理

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

フラグのマスタ管理（名称、付箋始期、終期
等）ができること。

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

フラグのマスタ管理（名称、付箋始期、終期
等）ができること。

付箋始期、終期の日付を抽出条件にできる
こと。

終期なしで取り付けられた付箋を抽出する機
能がないと、長期間取り付けされたままになる
案件が多数出てくる

反映する ●

【提案】フラグの名称、付箋始期、終期等で抽出できるよう、
記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.1.6. 滞納者情報
管理

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

滞納者に対して、個別・一括で任意に
フラグ（付箋）を登録し、フラグに
よるデータ抽出を行うことができる
こと。

CSVから取り込んだ対象者を効率的に管理
するため。

反映する ●

2185 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2185

滞納 2.1.6. 滞納者情報
管理

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

フラグのマスタ管理（名称、付箋始期、終期
等）ができること。

滞納者に対して、任意にフラグ（付箋）を登
録し、フラグによるデータ抽出を行うことができ
ること。

フラグのマスタ管理（名称、付箋始期、終期
等）ができること。フラグのマスタ管理につい
て、管理者に限定するか担当者も可能とする
か選択可能とすること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

担当者全員に、フラグの新規定義における権
限を付与すると、フラグの風化（不要な古い
フラグが残ったり、何を示すフラグなのか分から
ないといった現象）が起きてしまい、定期的に
フラグの活用実態の把握を行い、整理する手
間が生じてしまう。
そういったことを避けるため。

フラグ管理について、担当者全員に権限を付
与すると、状況が変化しているにも関わらず、
古いフラグが残ったままとなり、本当に必要な
フラグが埋もれてしまう可能性がある。そういっ
た事態を避けるため、フラグのマスタ管理は管
理者に限定する運用としている。

反映する ●

3715 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3715

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

（実装すべき機能）
任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。
（以下略）

（実装すべき機能）
任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、収納日、住定日、異動予
定・確定日、分割納付・分納不履行者、滞
納処分・猶予の有無、執行停止の有無、交
渉経過、地区、滞納者区分（ランク、性
質、進捗状況）、時効完成予定者、個人
住民税の情報（所得・控除種類別・特徴
義務者）、処分中の財産種類、通知書番
号、滞納処分の管理番号等）により滞納者
を抽出できること。
（以下略）

自分の担当する滞納者の前日収納分や住
所の異動を確認するため。

反映する ●

【確認】以下の条件で抽出する機能に追加する。（収納
日、住定日、異動予定・確定日、担当者）

A回答
問題ないと考えます。
B回答
C回答
問題なし。
D回答
E回答
・日に関する抽出は自至になっているか？
F回答
H回答
I回答
当市ではＥＵＣで運用している
J回答
問題ない。
K回答

提案の通りとする

E回答：日に関する抽出は自至になっているか？
【回答】特に記載していないが、期間指定の認識



滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

個人住民税の情報に、収入・勤務先を追加
する。

効果的効率的な滞納整理を実施するために
は滞納者情報管理が重要であり、抽出条件
に収入等もあることが望ましいため。

反映する ●

【提案】勤務先を抽出条件に追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではＥＵＣで運用している
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

任意の条件（住所・滞納額（本税・延滞
金）・税目・担当・賦課年度・期別、分割納
付・分納不履行者、滞納処分・猶予の有
無、執行停止の有無、交渉経過、地区、滞
納者区分（ランク、性質、進捗状況）、時
効完成予定者、個人住民税の情報（所
得・控除種類別・特徴義務者）、処分中の
財産種類、通知書番号、滞納処分の管理
番号等）により滞納者を抽出できること。

抽出データへの後加工を削減するために必須
の条件と考える。

反映する ●

【提案】滞納額（本税・延滞金）に修正する。また、督促
手数料をオプションで追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではＥＵＣで運用している
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・～・滞納処分
の管理番号等）により滞納者を抽出できる
こと。

任意の条件（住所・滞納額・未納判定日・
～・督促発布・時効到来・不納欠損・交付
要求・滞納処分の管理番号等）により滞納
者を抽出できること。

必要な抽出条件を設けることで、統計資料
等の作成にかかる処理時間の低減に繋がる
と思われるため。

反映する ●

【提案】督促発付の有無、時効到来の有無、不納欠損の
有無を抽出条件に追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではＥＵＣで運用している
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・～・滞納処分
の管理番号等）により滞納者を抽出できる
こと。

任意の条件（住所・滞納額・未納判定日・
～・督促発布・時効到来・不納欠損・交付
要求・滞納処分の管理番号等）により滞納
者を抽出できること。

必要な抽出条件を設けることで、統計資料
等の作成にかかる処理時間の低減に繋がる
と思われるため。

反映する ●

1113 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1113

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・～・滞納処分
の管理番号等）により滞納者を抽出できる
こと。

任意の条件（住所・滞納額・未納判定日・
～・督促発布・時効到来・不納欠損・交付
要求・滞納処分の管理番号等）により滞納
者を抽出できること。

必要な抽出条件を設けることで、統計資料
等の作成にかかる処理時間の低減に繋がる
と思われるため。

反映する ●

1113 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1113

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・～・滞納処分
の管理番号等）により滞納者を抽出できる
こと。

任意の条件（住所・滞納額・未納判定日・
～・督促発布・時効到来・不納欠損・交付
要求・滞納処分の管理番号等）により滞納
者を抽出できること。

必要な抽出条件を設けることで、統計資料
等の作成にかかる処理時間の低減に繋がる
と思われるため。

反映する ●

1113 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1113

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・～・滞納処分
の管理番号等）により滞納者を抽出できる
こと。

任意の条件（住所・滞納額・未納判定日・
～・督促発布・時効到来・不納欠損・交付
要求・滞納処分の管理番号等）により滞納
者を抽出できること。

必要な抽出条件を設けることで、統計資料
等の作成にかかる処理時間の低減に繋がる
と思われるため。

反映する ●

1113 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1113

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・～・滞納処分
の管理番号等）により滞納者を抽出できる
こと。

任意の条件（住所・滞納額・未納判定日・
～・督促発布・時効到来・不納欠損・交付
要求・滞納処分の管理番号等）により滞納
者を抽出できること。

必要な抽出条件を設けることで、統計資料
等の作成にかかる処理時間の低減に繋がる
と思われるため。

反映する ●

1113 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1113

滞納 2.1.8. 同上

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

日時項目がある条件（滞納処分・猶予の有
無等）については、期間を指定して抽出でき
ること。

抽出結果は、CSV出力ができること。

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過（最終交渉日等）、地区

中略

抽出結果は、滞納者情報管理画面への展
開、一括処理、一括印刷、CSV出力等がで
きること。

直近に接触した滞納者を任意に除外するこ
とで、催告等が重複することを避けることがで
きる。

CSV出力以外の処理が行えない場合、抽
出後個別に対象者画面を展開する必要が
あり、不便なため。

反映する ●

【提案】抽出した対象に滞納者情報管理画面への展開、各
機能の一括処理、各帳票の一括印刷ができるよう、記載を
追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではＥＵＣでＣＳＶファイル（カンマ及びタブ区切り選択）が可能。印刷等はエクセルで実施
J回答
K回答

提案のとおりとする。



滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

日時項目がある条件（滞納処分・猶予の有
無等）については、期間を指定して抽出でき
ること。

抽出結果は、CSV出力ができること。

任意の条件（宛名番号・住所・滞納額・税
目・担当・賦課年度・期別、分割納付・分納
不履行者、滞納処分・猶予の有無、執行停
止の有無、交渉経過、地区、滞納者区分
（ランク、性質、進捗状況）、時効完成予
定者、個人住民税の情報（所得・控除種
類別・特徴義務者）、処分中の財産種類、
通知書番号、滞納処分の管理番号等）に
より滞納者を抽出できること。

日時項目がある条件（滞納処分・猶予の有
無等）については、期間を指定して抽出でき
ること。

抽出結果は、滞納者情報管理画面への展
開、一括処理、一括印刷、CSV出力等がで
きること。

滞納者データの加工・読み込みは宛名番号
のみを用いて行うことで、データの処理にかか
る時間を削減することができるため宛名番号
を用いた滞納者の抽出を追加。
任意の条件で抽出した結果の出力方法が
ＣＳＶ出力に限定される場合、対象者をＣ
ＳＶ出力後再度抽出する事となる。抽出結
果に対し直接業務を行うことができれば業務
量の低減につながるため抽出結果に対して行
える業務を追加。

反映する ●

【提案】宛名番号を抽出条件に追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではＥＵＣで運用している
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

電話番号の有無 電話催告業務をアウトソーシングするため

反映する ●

【提案】電話番号・電話番号の有無を抽出条件に追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではＥＵＣで運用している
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

日時項目がある条件（滞納処分・猶予の有
無等）については、期間を指定して抽出でき
ること。

抽出結果は、CSV出力ができること。

【前半は省略】
抽出結果は、滞納者情報管理画面への展
開、一括処理、一括印刷、CSV出力等がで
きること。

任意の条件で抽出した結果がＣＳＶ出t力
しか行えない場合、対象者を再度入力する
事となり、非常に不便なため抽出結果に対し
て行える業務を追加。

反映する ●

2189 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2189

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（……死亡者、住民票の職権
消除、生活保護受給者、電話番号等）

死亡者の相続人調査、生活保護受給者の
執行停止処理等、住民の属性分類によりき
め細やかな住民対応ができる。
また、電話番号検索により時間外業務時の
対応や事前の状況把握による適切な対応が
可能となる。

滞納処分が困難なケースをあらかじめ選別す
ることができ、よりスムーズな対応が可能とな
る。
現在可能な電話番号検索ができなくなると
別管理が必要となり業務量が増加する。

死亡者や生活保護受給者は他の滞納者と
は異なる対応が必要である。
時間外業務の際には人員も少なく電話に出
るか判断に困るケースがある。

反映する ●

【提案】死亡者、生活保護受給の有無を抽出条件に追加
する。（電話番号は3040で対応）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市ではシステム上で情報管理していない
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

滞納処分時の滞納額の内訳を後日でも抽
出できること。

・滞納処分後に入金等があった場合、処分
時の内訳をデータで確認することが困難なた
め。

要検討 ●

【確認】滞納処分時の滞納額の内訳が必要となるケースにつ
いて、滞納処分後に入金などがあった場合、処分時の内訳
をデータ上確認することが困難という指摘があるが、確認の
必要性は高いか。

A回答
必要性はあまりないと考えます。
B回答
各種報告で処分件数や金額を集計する必要がある。現状は、抽出データの金額を処分時の額に手作業
で修正し、集計している。
C回答
高い。
データ反映前に別の差押などをすることがあるため。
D回答
E回答
必要性あり。
F回答
H回答
I回答
当市では運用していない。帳票で確認できれば支障はない。
J回答
現行システムでは、帳票の出力記録が折衝記録にあり、処分時の明細を確認可能。だが、システムで確
認できなくても決議書にて確認可能なので、必要性は高くない。
K回答

■必要性高い
B回答：各種報告で処分件数や金額を集計する必要がある。現状は、抽出データの金額を処分時の額
に手作業で修正し、集計している。
C回答：高い。データ反映前に別の差押などをすることがあるため。
E回答：必要性あり。
　→必要性が高い構成員においては、集計に必要という趣旨であった。
【確認】詳細を確認したい。データ反映前に別の差押をする際、一度目の処分の内訳を確認する必要
があるのはなぜか（C市）

■必要性低い
A回答：必要性はあまりないと考えます。
I回答：当市では運用していない。帳票で確認できれば支障はない。
J回答：現行システムでは、帳票の出力記録が折衝記録にあり、処分時の明細を確認可能。だが、シス
テムで確認できなくても決議書にて確認可能なので、必要性は高くない。
　→必要性が低い構成員においては、決議書を確認することで充足するという趣旨であった
【確認】決議書での確認では問題があるか確認。また、ＥＵＣでも問題ないか（B,C,E市）

●

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

・下記項目を追加
生活保護受給者・受給期間
死亡者・死亡日

・抽出の際に除外機能があること
（例）執行停止中、分納中等

滞納整理を行うにあたり、より精度の高い情
報を抽出できるため。

要検討 ●

【提案】死亡日を抽出条件に追加する。
【提案】任意の条件を組み合わせ、除外でデータ抽出できる
よう記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市では運用していない
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
調定／課税年度・期別、分割納付・分納
不履行者、滞納処分・猶予の有無、執行停
止の有無、交渉経過、地区、滞納者区分
（ランク、性質、進捗状況）、時効完成予
定者、個人住民税の情報（所得・控除種
類別・特徴義務者）、処分中の財産種類、
通知書番号、滞納処分の管理番号等）に
より滞納者を抽出できること。

「賦課年度」のみでは、抽出条件を活用しづ
らいため。

反映する ●

2585 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2585



滞納 2.1.8. 滞納者抽出

任意の条件（住所・滞納額・税目・担当・
賦課年度・期別、分割納付・分納不履行
者、滞納処分・猶予の有無、執行停止の有
無、交渉経過、地区、滞納者区分（ラン
ク、性質、進捗状況）、時効完成予定者、
個人住民税の情報（所得・控除種類別・
特徴義務者）、処分中の財産種類、通知
書番号、滞納処分の管理番号等）により滞
納者を抽出できること。

日時項目がある条件（滞納処分・猶予の有
無等）については、期間を指定して抽出でき
ること。

抽出結果は、CSV出力ができること。

検索条件の項目を追加
滞納金額（本税、延滞金それぞれで金額
範囲指定で）、地区検索（県名・市町村・
町名）、特徴の有無、年金特徴の有無、退
職の有無、課税理由コード（直近）、
生年月日、電話番号の有無、死亡の有無、
共有の有無、相当年度、分納（誓約書の
有無）、徴収権の末日、欠損（決裁状態
による区分あり）、公務員（西宮市職員・そ
の他公務員）、方針管理（方針種類・対
象財産・差押可能日）、係、担当ｺｰﾄﾞ、督
励担当、市内・市外区分、個人・法人、住
記区分、金融機関一括照会履歴（照会期
間の指定を可能とする）、生命保険一括照
会履歴（照会期間の指定を可能とする）

多角的な視点から滞納整理を進めるための
情報を抽出をするにあたり、
業務時間短縮に寄与するため。

反映する ●

【提案】相当年度、共有固定資産かどうかを追加する。
【提案】欠損対象の場合、欠損事由での抽出ができるよう
追加する。
【提案】2.7.シリーズに、照会日を管理できるよう項目を追
加する。また、照会日について日時項目がある条件に追加
する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

滞納処分済みの滞納分が納付され、差押
（参加差押）、交付要求解除となる該当
者の抽出（延滞金の納付状況も含む）が
できること。

国税徴収法79条 毎日の収入日計表のタイミングで解除すべき
であったが、解除漏れになってしまったものを
システム的に抽出することで、解除漏れのまま
長期間放置されることのないようにするため。

手処理に係る時間を削減、業務時間短縮
に寄与するため。

要検討 ●

【確認】滞納処分について、充当分が消し込まれた期別を抽
出する機能は、必要性が高いか。

A回答
必要性はあまりないと考えます。
B回答
機能があれば使用するかもしれない。
C回答
必要性は低いが、他市の状況次第。
D回答
E回答
・完納に伴い差押等の処分を解除することを目的としているため、充当だけでなく自主納付を含めた収納
情報の結果完納になるものを抽出出来る機能であるべき。
当市では完納リストとして2種類ある。処分明細が延滞金を含めて完納になったものと本税のみ完納になっ
たもの。
F回答
H回答
I回答
あってもよいが必須とは考えていない。
J回答
当市では、処分中の差押等を抽出できれば、滞納の有無は担当が管理している。システム対応は必要性
が低い。
K回答

■必要性低い
A回答：必要性はあまりないと考えます。
B回答：機能があれば使用するかもしれない。
C回答：必要性は低いが、他市の状況次第。
I回答：あってもよいが必須とは考えていない。
J回答：当市では、処分中の差押等を抽出できれば、滞納の有無は担当が管理している。システム対応
は必要性が低い。
■必要性高い
E回答：完納に伴い差押等の処分を解除することを目的としているため、充当だけでなく自主納付を含め
た収納情報の結果完納になるものを抽出出来る機能であるべき。
当市では完納リストとして2種類ある。処分明細が延滞金を含めて完納になったものと本税のみ完納になっ
たもの。
【提案】2.1.8.に「差押等の処分をした期別について、処分期別が完納となった対象者を抽出できるこ
と」をオプションで追加。

●

滞納 2.1.8. 滞納者抽出

抽出された結果について、選択により該当者
の基本画面に遷移できること。また遷移後
は、元の抽出結果一覧画面へ戻ることなく、
「次へ」「前へ」等のボタンにより、抽出結果一
覧画面の表示順に前後の滞納者の基本画
面に遷移できること。

データ参照をスムーズに行い、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

2189 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2189

滞納 2.1.9. 滞納者抽出

地方税48条移管・地方税滞納整理機構へ
の連携データを作成

地方税法48条　都道府県の直接徴収 都道府県職員・市町村職員がシステムから
内容等を抽出データでやり取りすることで、書
類等の手間や時間を削減できる。

反映する ●

【提案】地方税48条移管の記載を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市では現時点では想定していない
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.10.1. 執行停止管
理

交付要求と執行停止が重複して入力されて
いる場合には、執行停止による徴収権の消
滅を優先すること。

1号停止の場合、再調査の結果、資力が回
復しないと認められる場合を想定し、即時停
止に切り替えることができること。

時効中断と徴収権の消滅の適正な運用のた
め。

反映する ●

【提案】交付要求と執行停止が重複する期別について、執
行停止による徴収権の消滅が優先されるよう追記する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.10.1. 執行停止管
理

滞納者に対する執行停止情報（起案年月
日、決裁年月日、滞納処分停止種類（無
財産、生活困窮、所在不明、即時消滅）、
滞納処分停止理由、取消起案年月日、取
消決議年月日、執行停止取消年月日、取
消理由、管理番号）の管理（参照、登
録、修正、削除）ができること。
執行停止を取消する期別について、任意に
選択できること。時効未完成期別がデフォル
トで選択されていること。

執行停止情報の文章について、編集機能を
有すること。
指定する管理番号で当該情報を管理し、出
力できること。

【追加】納期未到来及び督促状未発送の期
別についても、執行停止の対象として選択で
きること。

既に課税されている時効未到来期別全て
（納期未到来期別を含む）を選択できるよ
うになることで、同じ対象者に対する執行停
止を複数回行う必要がなくなり、業務を低減
できるため。滞納者１件につき約１時間低
減。

反映する ●

【提案】2.8.8.と記載を揃え、執行停止が可能な期別につ
いては自動選択され、満たしていない場合も手動で選択で
きるような記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
手動で変更できることは必須である。
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.10.1. 執行停止管
理

執行停止の調書を作成する際に、停止理由
を定型文として登録しておき、理由ごと（財
産なし、生活保護受給等）に使い分けでき
ること。

執行停止の調書の一括発行が可能なこと。

執行停止を行った実績を見やすく一覧にでき
ること。

執行停止の調書を作成する際の停止理由
は、定型文になっていることが多いので、登録
しておけると便利です。また、調書を作成する
数は1人つき1つの調書ではなく、1科目につ
き1つの調書を作成しています。これは、統計
を作成する際に科目を分けて調書を作成し
ておかなければ、適正な統計が取れないから
です。

膨大な数の停止調書を作成するので、でき
れば一括で調書は印字できれば便利である
と考えています。

法別集計表と呼ん ますが クセ 表

要検討 ●

【提案】滞納処分と併せて、デフォルトの文章を複数登録で
きること。を追加する。
【提案】2.10.3.で執行停止に係る関連帳票を一括作成で
きる記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.10.1. 執行停止管
理

滞納処分停止種類と停止理由が法令に合
致していないときに、エラー表示し、登録抑制
ができること。

地方税法第15条の7に準拠するため。

反映する ●

【提案】滞納処分取消種類・滞納処分停止理由が法令に
合致するよう、追記する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.10.1. 執行停止管
理

納期到来済でかつ時効未完成期別がデォル
トで選択されていること。

納期未到来税の執行停止の根拠法令がな
いため。

反映する ●

【提案】納期到来済期別がデフォルトで選択されるよう、追
記する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
納期経過では口座振替など収納反映していない明細が翌日にはデフォルトで対象になってしまう。処分可
能日経過分ではないか？
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

仮に消込が間に合わない期別が執行停止となったとしても、執行停止期別に消込がされるだけで、影響は
ないと想定。
提案のとおりとする。

滞納 2.10.1. 執行停止管
理

納期未到来税を執行停止対象とした場合、
エラー表示し、登録抑制できること。

納期未到来税の執行停止の根拠法令がな
いため。

反映する ●

4308 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4308

滞納 2.10.1. 執行停止管
理

執行停止は、未納明細全件選択による登
録や追加・修正により、未納期別（年度・税
目・相当年度・課税番号・期別）ごとに登録
できること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

システム管理することで、職員の負担軽減に
寄与するため。

反映する ●

4308 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4308

滞納 2.10.1. 執行停止管
理

執行停止データ登録後、滞納システムから
「執行停止情報」を収納システムに連携でき
ること。

不要な納付書が送付されることによる混乱を
防ぐため。

手処理に係る時間・ミスを削減し、職員の負
担軽減に寄与するため。

収納システムから督促状・延滞金通知書を
一括印刷する際、執行停止分を除外するた
め。

また、執行停止・欠損にかかる年次報告資
料を収納システムから打ち出ししているため。

反映する ●

【提案】6.2.1.に、執行停止データを収納システムに連携で
きるよう、追加する。なお、収納システムでは執行停止期別
について督促状・納付書の出力を抑制する必要があると想
定。（督促については、即時消滅などが考えられる）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
督促後に処分可能明細にならないと停止ができない状況。
停止データに督促状を出力とはどうのようなケースを想定しているか？
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

E回答：督促後に処分可能明細にならないと停止ができない状況。停止データに督促状を出力とはどうの
ようなケースを想定しているか？
【提案】実務上「督促状発送→未納→財産調査→差押可能財産なし→執行停止」という流れと考えら
れるため、本機能は追加しないこととする。

●

滞納 2.10.2. 執行停止管
理

執行停止の処理時点で延滞金計算を止め
ること。
執行停止の取消をした場合、取消日から起
算して延滞金加算を行えること。

執行停止の執行日で延滞金計算を止めるこ
と。
執行停止の取消をした場合、取消日から起
算して延滞金加算を行えること。

延滞金を正確に計算するため 執行停止情報に執行日を管理することで、
延滞金計算を止める起算日とすることができ
る

反映する ●

【事務局】「処理時点」→「決裁年月日」に修正し、正確な
表現とした

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.10.4. 公売管理

執行停止処分に係る関連帳票を個別に作
成できること。

執行停止処分に係る関連帳票を個別に作
成し、印刷できること。

印刷の文言を追加

反映する ●

【提案】印刷の記載を追加した。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.10.4.
執行停止処
分関連帳票

作成

チェックボックスなどで一括や個別に印刷対象
を選択できるようにする。

無駄な資料の印刷削減、一回一回出力す
る無駄の削減のため。

反映する ●

3080 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3080

滞納 2.11.1. 時効管理

時効完成日を調定期別ごとに管理（参照、
登録、修正、削除）できること。

時効完成した滞納者に対して、（税目ごと
に）時効完成期別か否かを識別できること。

時効完成日を調定期別ごとに管理（参照、
登録、修正、削除）できること。

時効完成した滞納者に対して、（税目ごと
に）時効完成期別か否かを自動で識別し、
時効が完成した期別は滞納から除外されるこ
と。

時効を自動管理する事を考慮した記載と
なっていないため追記。

反映する ●

【提案】時効完成期別が自動で識別され、滞納から除外さ
れるよう明記する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.11.1. 時効管理

時効完成日を調定期別ごとに管理（参照、
登録、修正、削除）できること。

時効完成した滞納者に対して、（税目ごと
に）時効完成期別か否かを識別できること。

時効完成日を調定期別ごとに管理（参照、
登録、修正、削除）できること。

時効完成した滞納者に対して、（税目ごと
に）時効完成期別か否かを自動で識別し、
時効が完成した期別は滞納から除外されるこ
と。

時効を自動管理する事を考慮した記載と
なっていないため追記。

反映する ●

2579 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2579

滞納 2.11.1. 時効管理

時効完成日を調定期別ごとに管理（参照、
登録、修正、削除）できること。

時効完成した滞納者に対して、（税目ごと
に）時効完成期別か否かを識別できること。

時効完成日を調定期別ごとまたは年度別に
管理（参照、登録、修正、削除）できるこ
と。

時効完成した滞納者に対して、（税目ごと
に）時効完成期別または時効完成年度別
か否かを識別できること。

当市では期別に分かれている市税等を、一
体の債権とみなし、一部納付があった場合に
全体に時効の更新の効果が及ぶという考えを
採用しているため。

反映する ●

【提案】2.4.16.に、分納誓約期別への収納時、当該年度
の期別全ての時効を中断することができるよう追加する
【提案】オプションとして、時効完成年度かどうかも識別できる
機能を追加する

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
各機関の運用をオプションで補うことは使用者として扱いやすい。
F回答
H回答
I回答
選択制にする必要がある。
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.11.2. 時効管理

被充当による収入の場合は時効の延長を行
わない。

時効中断の適正な運用を図るため。

反映する ●

【提案】充当による収入の場合は時効延長を行わないよう
追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
当市では延長している。
J回答
K回答

I回答：当市では延長している。
【確認】充当分を時効延長とする理由について確認（I市）

●

滞納 2.11.3. 時効管理

本税完納後の延滞金についても時効の管理
（参照、登録、修正、削除）ができること。

本税完納後の延滞金、督促手数料について
も時効の管理（参照、登録、修正、削除）
ができること。

督促手数料についても延滞金同様に、法令
どおりに時効の管理が必要であるため。

反映する ●

【提案】督促手数料についての記載をオプションで追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.11.4. 時効完成日
自動計算

時効の起算日、更新要件、完成猶予要件
に基づいて、時効完成日を期別単位、年度
単位で法令どおりに自動計算できること。

時効の起算日、更新要件、完成猶予要件
に基づいて、時効完成日を期別単位、年度
単位で法令（税法及び民法の準用も含
む）どおりに自動計算できること。

法令の範囲の曖昧さを回避するため、追記。

反映する ●

【事務局】時効の計算について、法令の詳細を記載するか、
事務局で検討する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.11.4. 時効完成日
自動計算

時効の起算日、更新要件、完成猶予要件
に基づいて、時効完成日を期別単位、年度
単位で法令どおりに自動計算できること。

時効の起算日、更新要件、完成猶予要件
に基づいて、時効完成日を期別単位、年度
単位で法令（税法及び民法の準用も含
む）どおりに自動計算できること。

法令の範囲の曖昧さを回避するため、追記。

反映する ●

3081 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3081

滞納 2.11.4. 時効完成日
自動計算

時効の起算日、更新要件、完成猶予要件
に基づいて、時効完成日を期別単位、年度
単位で法令どおりに自動計算できること。

時効の起算日、更新要件、完成猶予要件
に基づいて、時効完成日を期別単位、年度
単位で法令どおりに自動計算できること。

なお、催告発送による6か月の時効完成猶
予については、本来の時効完成日以降に
入った時効事由に関しては時効の計算外と
することができること。

計算対象外とする機能がないと、むやみに6
か月間完成猶予してしまうようなことが起きて
しまうため。

反映する ●

3081 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3081

滞納 2.11.4. 時効完成日
自動計算

計算根拠が表示されること。 法令に沿った計算がされているかどうか確認で
きるようにするため。

反映する ●

【提案】時効の根拠が確認できるよう、追加する。 A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案のとおりとする。

滞納 2.11.5.
時効完成予
定対象リスト

作成

出力条件（本税の有無、執行停止中の有
無、時効完成日の指定、納税通知書番号
等）を指定し、時効完成予定対象を抽出
できること。
抽出結果をリストで確認・出力できること。

出力条件（期別（本税・延滞金）滞納の
有無、執行停止中の有無、時効完成日の
指定、納税通知書番号等）を指定し、時
効完成予定対象を抽出できること。
抽出結果をリストで確認・出力できること。

延滞金も徴収するため本税の有無ではなく
延滞金の有無も必要。

反映する ●

【提案】延滞金の有無の記載を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.11.5.
時効完成予
定対象リスト

作成

出力条件（本税の有無、執行停止中の有
無、時効完成日の指定、納税通知書番号
等）を指定し、時効完成予定対象を抽出
できること。
抽出結果をリストで確認・出力できること。

出力条件（本税の有無、執行停止中の有
無、時効完成日の指定、納税通知書番号
等）を指定し、時効完成予定対象を抽出
できること。
抽出結果をリストで確認・出力できること。
CSV出力できること。

時効対象者の分析を行うため。

反映する ●

【提案】CSV出力について追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.12.1. 不納欠損処
理

本税の有無、法令、年度、税目、時効完成
日等で不納欠損予定者を抽出し、不納欠
損の判定・処理ができること。不納欠損は期
別単位で処理できること。

不納欠損処理後、不納欠損期別は滞納側
で抹消できること。抹消前であれば、不納欠
損の取消処理ができること。

【前半は省略】
不納欠損処理後、不納欠損期別は滞納側
で非表示にできること。抹消前であれば、不
納欠損の取消処理ができること。
また、欠損データは収納システムと共有できる
こと。

不納欠損したデータは、後に確認する事があ
るため、抹消では無く非表示が望ましい。
また収納システムでも欠損を反映する必要が
あるため追記。

要検討 ●

【確認】不納欠損処理後、不納欠損期別を抹消すると一
旦結論付けたが、非表示として、データの抹消を避けてほし
いという意見がみられる。後に確認することがあるとのことだ
が、非表示として問題はないか。

A回答
抹消ではなく、非表示で問題ないと考えます。
B回答
非表示であれば問題ない。
C回答
問題なし。
D回答
E回答
問題なし。
F回答
H回答
I回答
問題なし。
回答

提案のとおりとする。
【提案】「非表示とした欠損額は、表示することもできること」と追記

●

滞納 2.12.1. 不納欠損処
理

本税の有無、法令、年度、税目、時効完成
日等で不納欠損予定者を抽出し、不納欠
損の判定・処理ができること。不納欠損は期
別単位で処理できること。

不納欠損処理後、不納欠損期別は滞納側
で抹消できること。抹消前であれば、不納欠
損の取消処理ができること。

【前半は省略】
不納欠損処理後、不納欠損期別は滞納側
で非表示にできること。抹消前であれば、不
納欠損の取消処理ができること。
また、欠損データは収納システムと共有できる
こと。

不納欠損したデータは、後に確認する事があ
るため、抹消では無く非表示が望ましい。
また収納システムでも欠損を反映する必要が
あるため追記。

要検討 ●

2276 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2276

滞納 2.12.1. 不納欠損処
理

本税の有無、法令、年度、税目、時効完成
日等で不納欠損予定者を抽出し、不納欠
損の判定・処理ができること。不納欠損は期
別単位で処理できること。

不納欠損処理後、不納欠損期別は滞納側
で抹消できること。抹消前であれば、不納欠
損の取消処理ができること。

【前半は省略】
不納欠損処理後、不納欠損期別は滞納側
で非表示にできること。抹消前であれば、不
納欠損の取消処理ができること。
また、欠損データは収納システムと共有できる
こと。

不納欠損したデータは、後に確認する事があ
るため、抹消では無く非表示が望ましい。
また収納システムでも欠損を反映する必要が
あるため追記。

要検討 ●

2276 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2276

滞納 2.12.1. 不納欠損処
理

本税の有無、法令、年度、税目、時効完成
日等で不納欠損予定者を抽出し、不納欠
損の判定・処理ができること。不納欠損は期
別単位で処理できること。

不納欠損処理後、不納欠損期別は滞納側
で抹消できること。抹消前であれば、不納欠
損の取消処理ができること。

本税の有無、法令、年度、税目、時効完成
日等で不納欠損予定者を抽出し、不納欠
損の判定・処理ができること。不納欠損は期
別単位で処理できること。

不納欠損処理後、不納欠損期別は不納欠
損期別という別種類として表示させること。ま
た、それらは普段非表示設定であること。不
納欠損期別は欠損の取消処理ができるこ
と。

不納欠損とはいえ、抹消してしまうと記録とし
て残らなくなるのはまずいため。

要検討 ●

2276 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2276

滞納 2.12.2. 不納欠損処
理

不納欠損（即時欠損含む）について、個
別・一括処理ができること。
また、不納欠損の一覧表を作成できること。
時効理由、執行停止の有無、税目、現年
過年の区分等が明記されること。

不納欠損（即時欠損含む）について、個
別・一括処理ができること。
また、不納欠損の一覧表を作成できること。
時効理由、執行停止の有無、税目、現年
過年の区分等が明記され、それぞれの印刷と
一括の帳票出力ができるか、データ出力がで
きること。

印刷ができることにより事務作業の効率化。

反映する ●

【提案】CSV出力について追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.12.2. 不納欠損処
理

個別・一括処理時の一覧表について、csv
データの出力ができること。

一括処理を行う前に、対象者の整合性等を
検査するために使用するため。

反映する ●

3084 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3084

滞納 2.12.2. 不納欠損処
理

以下追記
「併せて単純時効欠損のうち，執行停止中
に欠損となったものの人数，合計金額，合
計期別数を抽出できること。

国保税の担当課であるが，単純時効のうち
執行停止中に時効になったものとそうでないも
のの内訳の報告が必要となる機会が想定さ
れるため。

反映する ●

【提案】不納欠損事由の区分も記載されるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.12.3. 不能欠損処
理

不能欠損について、本税と延滞金を合わせて
処理もしくはそれぞれ分けて処理とを選択で
きること。

最初に延滞金と分けることで、その後の作業
簡略化に繋がり作業工程を減らすことができ
る場合もあるため。

反映する ●

【提案】併せて処理するケースの記載がないため、必須機能
側に、本税と延滞金を合わせて処理できるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.12.4. 欠損情報管
理

収納システムでデータ削除対象となった不納
欠損情報について、滞納システムでは継続し
て管理できること。

年度末（３月末）を越えてから、不納欠損
額を落とす決裁をとり、欠損額として管理して
いる。
収納システムとの同期を取るため。

要検討 ●

2276 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2276

滞納 2.12.4. 欠損情報管
理

欠損情報（欠損年月日、年度、期別、調
査担当者、特記事項、確認事項、欠損
額）の管理（参照）ができること。

【管理項目の追加】
不納欠損整理番号（頭は欠損年度とす
る）、起案日、決裁日

必要な欠損情報を一括管理し、手処理に
係る時間を削減、職員の負担軽減に寄与す
るため。

反映する ●

【提案】欠損情報を一意に特定できる番号が管理できるよう
追加する。
【提案】起案日、決裁日を追加する。（他の帳票出力する
機能も同様か）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2. 催告処理

なし 催告書出力後、発送までの期間に納付・充
当されたもの、調定額変更になったもの、コン
ビニ納付等の仮消込データの有無、発送まで
の期間に納付・充当、調定額変更、転居、
宛名異動、及び徴収猶予になったものを抽
出し、催告書の引き抜きリストが出力できるこ
と。

引き抜いた対象者について、対象者の一覧
データをもとに催告書発送の履歴を自動削
除できること。

収納システムの督促状同様に引き抜き処理
は発生するため。

反映する ●

【提案】2.2.2.に、催告書引抜きリストを出力できるよう追
加する。また、引抜きリストの対象者は、催告書発送履歴
（交渉経過を含む）を自動で削除されること。
【確認】下記の例以外に、引抜きの条件として有用なものは
あるか。
■引抜きの条件
・出力日から発送日までの納付・充当（※仮消込を含める
ことができること）
・調定額の変更
・転居
・滞納処分、執行停止、猶予

A回答
左記の内容で問題ないと考えます。
B回答
引抜条件として、左記のほか次のとおり加えていただきたい。
・死亡
・住民票の職権消除
C回答
現在分納中の者
D回答
E回答
・出力日から発送日までの納付・充当（※仮消込を含めることができること）について
例：金融機関に納付した場合、出力日前日に納付し、発送日前に収納反映することはある。作成時点
の未納額と差額があるものの方が適切ではないか？
F回答
H回答
I回答
分納計画履行中及び催告保留しているものは催告書を送付していない。
J回答
K回答
当市の場合は、滞納者から相談があった場合なども催告書を引き抜いています。
条件としては曖昧過ぎるので、各担当者が引き抜きフラグを立てることにより、発送担当者が発送を取りや
めます。

B回答：
死亡
住民票の職権消除
【提案】「死亡者」「住民票の職権消除」を追加する。

C回答：
現在分納中の者
I回答：
分納計画履行中及び催告保留しているものは催告書を送付していない。
【提案】「分納中」を追加する

K回答：
当市の場合は、滞納者から相談があった場合なども催告書を引き抜いています。
条件としては曖昧過ぎるので、各担当者が引き抜きフラグを立てることにより、発送担当者が発送を取りや
めます。

E回答：
出力日から発送日までの納付・充当（※仮消込を含めることができること）について
例：金融機関に納付した場合、出力日前日に納付し、発送日前に収納反映することはある。作成時点
の未納額と差額があるものの方が適切ではないか？
【提案】「出力日から発送日までの納付・充当（※仮消込を含めることができること）について」→「出力
日から発送日までの消込・仮消込について」に修正する

●

滞納 2.2.
催告処理-催
告書発送情

報管理

期別または対象者ごとに催告止処理ができ
ること

不必要な催告をしないため、

反映する ●

【提案】宛名、期別単位で発送情報の管理ができるよう追
加する。

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

＜発送除外条件＞
時効期別（時効日は指定可とする）
なお、条件は、人単位、期別単位いずれか
を任意で選択できること。

発送除外条件の詳細が不明だったため補足
するもの。

反映する ●

3132 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3132

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

以下の抽出条件により、任意に催告対象と
なる未納分を抽出できること。
抽出条件、除外条件を任意に選択し、組み
合わせることができること。

＜任意抽出条件＞
　年度（現年度/過年度）、期別、科目、
滞納種別（事由）、滞納額、発送年月
日、収納現在日、公示送達日、指定納期
限、督促状発送有無、調定年月（開始
月，終了月）（法人住民税のみ）、延滞
金のみの滞納繰越分があるもの、担当者
名、付箋、ランク、繰上通知発送有無、
（分納計画の）誓約年月日、催告期限

＜発送除外条件＞
　督催告停止（停止開始日・停止解除日・
期別・停止理由（引抜・停止）を登録した
場合）、仮消込、分納誓約中間標準レイア
ウト仕様、納付受託、徴収（換価）猶予
中、滞納処分中、執行停止中、時効期別、
特徴対象者、死亡者、居所不明（調査）
者、不現住者（転出若しくは転居している
か、又は居住地に居住していないもの）、海
外転出者、本税完納済の年度、繰上徴収
、付箋、ランク、

以下の抽出条件により、任意に催告対象と
なる未納分を抽出できること。
抽出条件、除外条件を任意に選択し、組み
合わせることができること。

＜任意抽出条件＞
　年度（現年度/過年度）、期別、科目、
滞納種別（事由）、滞納額、発送年月
日、収納現在日、公示送達日、指定納期
限、督促状発送有無、調定年月（開始
月，終了月）（法人住民税のみ）、延滞
金のみの滞納繰越分があるもの、担当者
名、付箋、ランク、繰上通知発送有無、
（分納計画の）誓約年月日、催告期限、
徴収引継候補

＜発送除外条件＞
　督催告停止（停止開始日・停止解除日・
期別・停止理由（引抜・停止）を登録した
場合）、仮消込、分納誓約中間標準レイア
ウト仕様、納付受託、徴収（換価）猶予
中、滞納処分中、執行停止中、時効期別、
特徴対象者、死亡者、居所不明（調査）
者、不現住者（転出若しくは転居している
か、又は居住地に居住していないもの）、海
外転出者、本税完納済の年度、繰上徴収
、付箋、ランク、徴収引継者

地方税法第48条により徴収引継を行ってい
る者に対しての引継前催告及び引継により
徴収権が移管している間を想定した機能とす
る。

反映する ●

【提案】他機関異動対象者（滞納整理機構、都道府県
等）を条件に追加する（オプション）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

抽出結果のCSV出力ができること 作業効率のため。
（電話催告や調査等、催告後の対応を量
的に管理する必要有）

反映する ●

【提案】CSV出力について追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

抽出条件を特徴対象とした場合、特別徴収
の「納期の特例」が除外条件として選択でき
ること。

発送ミスの防止のため。 納期の特例申請承認後に、月別の納入す
べき金額がシステム上どうなるのか不明である
ため記載。

反映する ●

【提案】除外条件に「納期の特例」を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

<発送除外条件>
督催告停止……付箋、ランク

<発送除外条件>
督催告停止……付箋、ランク、過誤納残
額・還付残額のあるもの

また、死亡者、居所不明者、不現住者、海
外転出者については送付先の状態も加味し
発送除外条件とし、除外対象となったものを
一覧表またはCSVで出力可能なこと。

過誤納残額・還付残額がある場合、未納市
税に充当し、催告書の税額が変更となる可
能性があるため。
還付通知と催告書両方の送付を防ぐことで、
問合せ減、還付手続き減につながる。

死亡者、居所不明者、不現住者、海外転
出者については、送付先が死亡等に該当す
るが納税義務者に対して送付可能な場合、
納税義務者に催告書を発送するため。

反映する ●

3793 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3793

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

催告書出力から発送までの間に死亡・仮消
込・消込があったものの一覧表またはCSVが
出力できること。

催告書の引抜を行い、納付と行き違いでの
送付を防止するため。問合せ減につながる。

反映する ●

3793/3795 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3793/3795

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

＜発送除外条件＞
　督催告停止（停止開始日・停止解除日・
期別・停止理由（引抜・停止）を登録した
場合）、仮消込、分納誓約中間標準レイア
ウト仕様、納付受託、徴収（換価）猶予
中、滞納処分中、執行停止中、時効期別、
特徴対象者、死亡者、居所不明（調査）
者、不現住者（転出若しくは転居している
か、又は居住地に居住していないもの）、海
外転出者、本税完納済の年度、繰上徴収
、付箋、ランク

＜発送除外条件＞
　督催告停止（停止開始日・停止解除日・
期別・停止理由（引抜・停止）を登録した
場合）、仮消込、分納誓約中間標準レイア
ウト仕様、納付受託、徴収（換価）猶予
中、滞納処分中、執行停止期別、時効期
別、特徴対象者、死亡者（相続人等未設
定）、居所不明（調査）者、不現住者
（転出若しくは転居しているか、又は居住地
に居住していないもの）、海外転出者、本税
完納済の年度、繰上徴収　、付箋、ランク

執行停止中の納税者であっても執行停止期
別以外の期別は催告対象であるため（一部
執行停止を行う場合がある）
相続人等が設定（承継等）済の死亡者分
は催告対象であるため

反映する ●

【提案】除外条件に「死亡者（相続人等未設定）」を追加
する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

＜発送除外条件＞
　督催告停止（停止開始日・停止解除日・
期別・停止理由（引抜・停止）を登録した
場合）、仮消込、分納誓約中間標準レイア
ウト仕様、納付受託、徴収（換価）猶予
中、滞納処分中、執行停止中、時効期別、
特徴対象者、死亡者、居所不明（調査）
者、不現住者（転出若しくは転居している
か、又は居住地に居住していないもの）、海
外転出者、本税完納済の年度、繰上徴収
、付箋、ランク

発送除外条件に生活保護受給者を追加。 生活保護受給者への催告は行わないので、
抽出時点で除外できたほうがよいため。

反映する ●

【提案】除外条件に「生活保護受給者）」を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.1. 対象者抽出
処理

以下の抽出条件により、任意に催告対象と
なる未納分を抽出できること。
抽出条件、除外条件を任意に選択し、組み
合わせることができること。

＜任意抽出条件＞
　年度（現年度/過年度）、期別、科目、
滞納種別（事由）、滞納額、発送年月
日、収納現在日、公示送達日、指定納期
限、督促状発送有無、調定年月（開始
月，終了月）（法人住民税のみ）、延滞
金のみの滞納繰越分があるもの、担当者
名、付箋、ランク、繰上通知発送有無、
（分納計画の）誓約年月日、催告期限

以下の抽出条件により、任意に催告対象と
なる未納分を抽出できること。
抽出条件、除外条件を任意に選択し、組み
合わせることができること。

＜任意抽出条件＞
　年度（現年度/過年度）、期別、科目、
滞納種別（事由）、滞納額、発送年月
日、収納現在日、公示送達日、指定納期
限、督促状発送有無、調定年月（開始
月，終了月）（法人住民税のみ）、延滞
金のみの滞納繰越分があるもの、担当者
名、付箋、ランク、繰上通知発送有無、
（分納計画の）誓約年月日、催告期限、
接触日

　接触日を抽出条件に入れることで、利便性
の高い抽出が可能となるため。

反映する ●

【提案】抽出条件に「接触日」を追加する。※システムの振る
舞いは、交渉経過の日付をもとに、交渉経過情報で臨戸、
来庁等のフラグの立ったものを抽出する、等を想定

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.1. 対象抽出処
理

＜任意抽出条件＞
　年度（現年度/過年度）、期別、科目、
滞納種別（事由）、滞納額、発送年月
日、収納現在日、公示送達日、指定納期
限、督促状発送有無、調定年月（開始
月，終了月）（法人住民税のみ）、延滞
金のみの滞納繰越分があるもの、担当者
名、付箋、ランク、繰上通知発送有無、
（分納計画の）誓約年月日、催告期限

＜任意抽出条件＞
　年度（現年度/過年度）、期別、科目、
滞納種別（事由）、滞納額、発送年月
日、収納現在日、公示送達日、指定納期
限、督促状発送有無、調定年月（開始
月，終了月）（法人住民税のみ）、延滞
金のみの滞納繰越分があるもの、担当者
名、付箋、ランク、繰上通知発送有無、
（分納計画の）誓約年月日、催告期限、
国籍、連絡先の有無

抽出条件に必要

反映する ●

【提案】抽出条件に「国籍、連絡先の有無」を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.12.2.2.
対象抽出処

理
催告書作成

一括催告時、住所別に催告書を発行できる
こと。またその発行した催告書の集計表が発
行されること。
一括催告時における催告書に封入封緘委
託用の一連番号が印字されること。

・一括催告は、経緯費削減のため「郵便区
内特別」により発送を行う。仮に住所別の発
行ができない場合、発行後に大量の催告を
仕分けする必要があり、職員業務量が増大
するため。
・集計表管理による適正な必要帳票管理の
ため。・外部委託に必要なため 反映する ●

【提案】2.2.2.に催告書の出力時、住所や郵便番号での
ソート機能を有するよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.2.2. 催告書作成

一括催告書の対象者データをcsvファイル等
で出力できること。ファイルレイアウトは滞納整
理システムが持つ項目を選択し編集可能で
あること。

一斉催告は印刷・封入封緘に係る事務軽
減・コスト軽減ため事業者に委託している。
委託用のデータ作成ができないと自前でやる
ことになり、事務コストは応題する。

「実装してもしなくてもよい機能」に追加

反映する ●

【提案】作成した対象者データをCSVで出力できること。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.2. 催告書作成

催告書発送対象者のうち、催告書発送日ま
でに入金のあったものについて、手抜き催告
止めデータとして抽出できること。

催告書の行き違いがなくなる 催告書の問い合わせの件数減（６人のべ
３時間/月）

反映する ●

1607 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1607

滞納 2.2.2. 催告書作成

執行停止分及び時効完成分については、原
則催告書出力対象としない。
ただし、選択により出力も可とする。
その際、執行停止・欠損・時効到来済の明
細を選択している場合は、警告を出し、確認
できること。
また、明細の金額変更も可能とすること。

催告の必要のない市民が催告されることがな
いようにするため。

職員による事務的な不要な判断を減らし、
本業の滞納整理に集中するため。

反映する ●

【提案】期別毎に金額を修正できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.3. 催告書作成

未納者の状況に応じた通知内容を任意に選
択して催告書を発行できること。

催告書の内容自由に作成、複数登録がで
き、以後任意に選択して発行可能であるこ
と。

未納者の状況に応じた通知内容を任意に選
択して催告書を発行できること。

催告書の内容自由に作成、複数登録がで
き、以後任意に選択して発行可能であるこ
と。

未納額や送付先等の記載内容を任意で編
集できること。

催告書は、様々な形で作成発送する必要が
あり、未納額や送付先等も自由に編集でき
ることが必要である為。

反映する ●

4621 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4621

滞納 2.2.4. 催告書作成

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。

以下、省略

延滞金記載の有無を税目ごとにパラメータの
設定により選択できること。また確定延滞金
のみの期別分も出力の有無を選択できるこ
と。

以下、省略

確定延滞金のみの期別も出力しないと、滞
納者に未納をお知らせする機会がなくなってし
まうため。

催告書は税以外の料金等も含めた内容で
作成するが、延滞金を徴収しない料金等が
あるため、税目ごとにパラメータを設定する必
要がある。

反映する ●

【提案】延滞金のみの出力もできるよう追加する。（督促手
数料についても、オプションで追加）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.4. 催告書作成

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。

延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。
また、延滞金のみ残っている期別だけで催告
書を作成できること。
延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

本税収納後に延滞金のみの請求を行う事例
がある為、記載を追加。

反映する ●

831 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

831

滞納 2.2.4. 催告書作成

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。

延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。
また、延滞金のみ残っている期別だけで催告
書を作成できること。
延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

本税収納後に延滞金のみの請求を行為、
記載を追加。

反映する ●

831 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

831

滞納 2.2.4. 催告書作成

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。

延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。
また、延滞金のみ残っている期別だけで催告
書を作成できること。
延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

本税収納後に延滞金のみの請求を行う事例
がある為、記載を追加。

反映する ●

831 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

831

滞納 2.2.4. 催告書作成

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。

延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

延滞金記載の有無をパラメータの設定により
選択できること。
また、督促手数料、延滞金のみ残っている期
別だけで催告書を作成できること。
延滞金を表示する場合は、任意日を指定
し、当日までの延滞金を期別ごとに計算し表
示することができること。任意日を指定しない
場合は、現在日がセットされること。

本税収納後に督促手数料、延滞金のみの
請求を行う事例がある為、記載を追加。

要検討 ●

831 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

831



滞納 2.2.5. 催告書作成

催告書について、印字項目（タイトル、文
面、注意文（備考）、指定納期限）を任
意に編集できること。

催告書について、印字項目（タイトル、文
面、注意文（備考）、指定納期限、納期
未到来分の表示、問い合わせ先）を任意に
編集できること。
送付先設定、相続人登録が反映されるこ
と。

送付先設定等、住民情報と異なる送付先を
印字する際の作業量を削減することができる
ため。

反映する ●

4621 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4621

滞納 2.2.5. 催告書作成

記載される本税及び延滞金について、必要
に応じて担当者が編集できること。

歳入確保のため。差押後の催告等、迅速な
催告を求められる場合の対応策として必要
（差押は完結しているが、実務上消込待ち
の場合等）。

反映する ●

5985 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5985

滞納 2.2.5. 催告書作成

催告書について、印字項目（タイトル、文
面、注意文（備考）、指定納期限）を任
意に編集できること。

- 「任意に編集できること」とあるが、前項目に
は「催告書の内容自由に作成、複数登録が
でき」ともある、機能的に重複しているのでは
ないか。

反映する ●

【提案】2.2.3.と2.2.5.を以下のとおり統合する。（2.2.5.
を削除する）
「未納者の状況に応じて、催告書の印字項目（タイトル、
文面、注意文（備考）、指定納期限）を任意に編集でき
ること。」

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.6. 催告書作成

一斉催告時の催告書に納付書が出力でき
ること。納付書出力の有無を税目ごとに選択
できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入

一斉催告時の催告書に納付書が出力でき
ること。納付書出力の有無を税目ごとに選択
できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入（当選択は郵便振
替払込書のみ）

金額の有無は「郵便振替払込書」のみの運
用となるため表記を変更。

反映する ●

【提案】納付書出力の有無を税目ごと・滞納者ごとに選択で
きるよう追加する。
【提案】納付書出力時において、出力される納付書は、納
付書様式及び郵便振替払込書の様式を選択することがで
きる、払込取扱票の場合は金額未記入を選択できるよう記
載を修正する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.6. 催告書作成

一斉催告時の催告書に納付書が出力でき
ること。納付書出力の有無を税目ごとに選択
できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入

一斉催告時の催告書に納付書が出力でき
ること。納付書出力の有無を税目ごと・滞納
者ごとに選択できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入

催告書対象者でも、担当者の判断によって
納付書を同封すべき対象者、同封しなくて
良い対象者が出てくることが想定される。

反映する ●

3682 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3682

滞納 2.2.6. 滞納管理

【実装すべき機能】
一斉催告時の催告書に納付書が出力でき
ること。納付書出力の有無を税目ごとに選択
できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入

【実装すべき機能】
一斉催告時の催告書に納付書が出力でき
ること。納付書出力の有無を税目ごとに選択
できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入（郵便振替払込書
のみ）

・納付書は金額未記入で通知することがあり
ませんので、未記入は郵便振替払込書のみ
で追加希望します。

反映する ●

3682 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3682

滞納 2.2.6. 催告書作成

一斉催告時の催告書に納付書が出力でき
ること。納付書出力の有無を税目ごとに選択
できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入

一斉催告時・個別催告時の催告書に納付
書が出力できること。納付書出力の有無を
税目ごとに選択できること。

用紙：納付書 or 郵便振替払込書
金額：記入 or 未記入

催告書印刷と併せて、納付書を印刷すること
で、時間・ミスを削減し、職員の負担軽減に
寄与するため。

反映する ●

【提案】個別催告時も納付書の出力を選択できる機能を追
加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.2.7. 催告書発送
情報管理

催告書の発送停止情報については、個人単
位・期別単位のいずれも設定できること。

催告書の発送停止情報について、終了日時
を指定した期間設定ができること。

納付の約束がある場合に約束の期間に限り
催告の発送を停止することで、余計な混乱を
避け、不必要な催告書の打ち出しを無くすこ
とができるため。また、その管理をシステム外で
行うと労力がかかるため。

反映する ●

【提案】発送停止情報は、停止の終了日時を指定できるよ
う、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
個人単位、期別単位のほかに税目単位を追加できるか？
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

E回答：個人単位、期別単位のほかに税目単位を追加できるか？
【確認】他の構成員でも、税目単位で催告書の発送停止情報を管理する意見はあるか。意見の数を
鑑み、必須／オプションを判断する。

●

滞納 2.2.7. 催告書発送
情報管理

催告停止情報について「個人単位・期別単
位のいずれも設定できること」に加え、停止す
る期間（R3.10月まで等）が設定でき、か
つ、必要に応じ永年停止ができること。

・期間が指定できない場合、解除忘れにより
必要な催告ができない状態が継続してしまう
状況が発生する可能性があるため。
・市民対応における一時的な催告不要判断
のため（更正予定、納付予定、要注意者へ
の催告停止等）

停止の解除が入ったまま、その後の催告がで
きないことの懸念解消のため。

反映する ●

2395 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2395



滞納 2.3.
交渉・臨戸処
理-交渉経過

管理

CSV等で作成したデータにより、一括で交渉
経過を取り込めること

10件、100件単位での入力があるため。

反映する ●

【提案】CSVで交渉経過の一括登録ができるよう、追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.1.
交渉経過管
理【交渉経過

項目】

種別、接触フラグ
対応者（ログイン情報から初期値として設定
されること）

種別・接触フラグについては管理している業務
があるため
対応者についてはログイン情報から初期値と
して設定することで、変更する手間を省くため

反映する ●

【提案】最終接触日での抽出等ができるよう、滞納者との接
触の有無を管理できるよう、追加する。（日付と、特定の交
渉方法の組み合わせでも問題ない）
【提案】対応者は、ログインしている職員コードがデフォルトで
設定されるよう、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
折衝の内容でソートしたい。（例：調査内容の顛末を除く処理を行う場合
J回答
K回答

I回答：折衝の内容でソートしたい。（例：調査内容の顛末を除く処理を行う場合
【確認】一人の滞納者の交渉経過において、調査内容の顛末を除くなどのソートを行いたいという趣旨
か（I市）

●

滞納 2.3.1. 交渉経過管
理

仕様書からは交渉経過を参照する際に自所
属以外の記事情報も参照できるのか判断で
きない。

交渉経過の記事を参照する際に、ログイン担
当者の所属部署のみではなく、他部署（参
照選択した部署）の記事情報も参照できる
ようにする。

他部署の交渉経過（市民の方から聞き取り
した生活情報等）を共有することで、市民の
方に複数部署へ同じ説明をさせない等の
サービス向上が見込める。

他部署での交渉経過等を参照することで、
事務効率化が図れる。（例.他部署で既に
財産調査等をしている場合に自所属の部署
で二重に調査するなどの無駄が削減でき
る。）

反映する ●

【提案】滞納全体として、本システムを利用するにあたり、権
限ごとに閲覧範囲を制限できるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.1. 交渉経過管
理

CSV形式のデータを取り込むことにより、一括
で経過記録情報への書込みが可能であるこ
と。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

瞬時に正しい情報を取得し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

3134 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3134

滞納 2.3.1. 交渉経過管
理

滞納者に対する交渉経過項目を管理（参
照、登録、修正、削除）できること。登録、
削除については、個別・一括で行えること。削
除の際は、誤って消すことに対する防止措置
が取られていること。
任意の交渉経過については、強調して表示
できること。
交渉経過の見出し、本文を作成、編集でき
ること。作成した見出し、本文を検索し、抽
出できること。

【交渉経過項目】
日付
場所
時刻
内容
見出し
折衝相手
対応者
約束情報
交渉方法（臨戸、来庁、電話応対・催告、
文書催告、送金あり、調査、整理方針 ）

【交渉経過項目】について、場所は不要。

検索について、以下追加。
「複数項目を指定した複合条件での検索が
行えること。
検索した結果を経過記録履歴一覧として参
照可能とし、印刷やEXCELでのデータ出力
を可能とすること。
なお、印刷時は全ページ、指定ページのみ、
指定期間分の出力を可能とし、出力部数も
指定可能とすること。」

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

瞬時に正しい情報を取得し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

【提案】交渉経過項目の組み合わせて抽出できる機能を追
加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.4. 交渉経過管
理

期間を指定して、交渉経過を印刷・CSV出
力できること。

期間および経過記録に係る各項目を指定し
て、交渉経過を印刷・CSV出力できること。

報告書等作成の際システムから抽出した
CSVデータを加工し利用するため。

反映する ●

6737 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6737

滞納 2.3.4. 交渉経過管
理

担当者が作った宛名番号のグループでCSV
出力ができること。交渉経過入り欄、収納一
覧、送付一覧（氏名、カナ、通称名、通称
名カナ、現住所、送付先、担当係,など）な
ど様々な要素を選択できること。

訪問徴収の準備に必要事項を手書きで記
入する必要がなく、1件15分程度の案件確
認を1件1分程度で案件確認や準備が可能
となる。送付先用のCSVデータがあれば、通
称名や送付先等の確認をせず速やかに印刷
工程へ進むことができる。

反映する ●

【提案】滞納者抽出結果を基に交渉経過を個別又は一括
で印刷できる機能を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.4. 交渉経過管
理

【実装すべき機能】
期間を指定して、交渉経過を印刷・CSV出
力できること。

【実装すべき機能】
期間を指定して、交渉経過を印刷・CSV出
力できること。
交渉経過の印刷は、任意の対象者
（抽出条件の指定・過去に抽出し
CSV出力した者を含む）の一括印
刷・CSV出力もできること。

地方税滞納整理機構等への移管時に、経
過記録を提出する場合がある。複数の対象
者を一括印刷できることで事務時間の削減
を図るため。

反映する ●

6737 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6737



滞納 2.3.4. 交渉経過管
理

期間を指定して交渉経過のない滞納者を印
刷・CSV出力できること

要催告者の特定が容易になる

反映する ●

3134 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3134

滞納 2.3.5. 滞納管理

不納欠損処理時も含めたい。 いつ不納欠損処理をしたかの確認のため。

要検討 ●

【提案】不納欠損処理時の自動登録機能を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

それぞれ自動で追加されるかは、システム上
で設定できること。

それぞれ自動で追加されるかは、入力時に選
択でき、デフォルト値をシステム上で設定でき
ること。

後から記事を削除するより、入力されない選
択をする方が効率的と考える。

反映する ●

【提案】交渉経過への自動登録を任意で行えるよう記載を
修正する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

パンチデータを用いて交渉経過の一括登録が
できること

現システムでは、csvファイルを作成し一括登
録する処理がある。財産調査結果等の一定
のルールで登録処理を行うものについては、
本機能の活用によりオンライン入力より大幅
に事務軽減が出来ている。本処理で登録し
ている経過記録は年間数万レコードある。

「実装してもしなくてもよい機能」に追加

反映する ●

【提案】パンチで交渉経過の一括登録ができるよう、追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

納付書発行
照会文書発行（個別・一括）
催告書発行
督促書発行
分納登録時
納付受託時
処分帳票作成時（差押、交付要求等）
処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、
延滞金減免）
時効更新、完成日の修正時
財産調査結果入力時
処分、処分猶予の解除時
調定・収納履歴の修正・削除時

納付書発行
照会文書発行（個別・一括）
催告書発行
督促書発行
分納登録時
納付受託時
処分帳票作成時（差押、交付要求等）
処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、
延滞金減免）
時効完成日の修正時
財産調査結果入力時
処分、処分猶予の解除時
調定・収納履歴の修正・削除時
納税通知書返戻時
納税通知書、督促等公示送達時
送付先設定・解除時

納税者の情報をより迅速に把握できるため、
スムーズな説明・折衝を行うことができるため

納税折衝を行うにあたり、交渉経過記録は
最重要であり、必ず確認して速やかに納税
者情報を把握する必要がある。納税通知の
状態や送付先の設定状況は重要事項であ
り、記載漏れによる誤案内（ヒューマンエ
ラー）・聴取漏れを防ぐことができるため

時効更新については、消込の都度時効更新
の記事が入力されるため不要と思われる。

反映する ●

【提案】納税通知書返戻時、督促公示送達時について、有
用性が高いと想定されるため、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

（実装すべき機能）
（実装しても良い機能）
分納誓約書発行

担当者以外でも折衝過程を正確に案内す
ることで、応対者で対応が相違することを防ぐ
ことができるため

分納誓約書類発行時に記事入力作業が削
減され、発行情報が漏れなく確認できるた
め、経過を正確に把握して折衝することが可
能になるため

分納誓約書は折衝において重要事項である
が、分納誓約書の発行と分納計画登録は
必ずしも同時ではなく、各自治体の方針によ
るため

2.4.14分納誓約情報管理において分納誓
約書類の発行は（実装しても良い機能）に
分類されているが必須機能と考えている。本
項目も連動して追加する必要があると考える
ため

反映する ●

【提案】分納誓約書発行時の自動登録を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

以下の場合、交渉経過に自動的に履歴とし
て追加されること。それぞれ自動で追加される
かは、システム上で設定できること。
収納システムで督促を発行した場合、滞納
システムの交渉記録に自動で記録されるこ
と。
納付書発行
照会文書発行（個別・一括）
催告書発行
督促書発行
分納登録時
納付受託時
処分帳票作成時（差押、交付要求等）
処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、
延滞金減免）
時効更新、完成日の修正時
財産調査結果入力時
処分、処分猶予の解除時
調定・収納履歴の修正・削除時

以下の場合、交渉経過に自動的に履歴とし
て追加されること。それぞれ自動で追加される
かは、システム上で設定できること。
収納システムで督促、催告、その他随時発
行の納付書を発行した場合、滞納システム
の交渉記録に自動で記録されること。
納付書発行
照会文書発行（個別・一括）
催告書発行
督促書発行
分納登録時
納付受託時
処分帳票作成時（差押、交付要求等）
処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、
延滞金減免）
時効更新、完成日の修正時
財産調査結果入力時
処分、処分猶予の解除時
調定・収納履歴の修正・削除時

当初納通分以外の納付書を発行した記録
が自動入力されることにより、記事入力の時
間が削減される。
※約3分/1記事×約5,000通=約
15,000分（250時間）

記事入力の手間が省けるため。

要検討 ●

【確認】収納側で納付書を発行した際、滞納側に連携する
必要性は高いか。具体的な運用と併せて回答いただく。

A回答
収納側で納付書を発行した際、交渉記録を残せるような選択肢があった方が望ましい。発行したか記録を確認する際に利用している。
B回答
次の発行履歴は自動記録している。
・催告書発行
・督促書発行
・処分帳票作成時（差押、交付要求等）
・処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、延滞金減免）

また、次の場合は記録する/しないを選択できる。
・分納登録時
・滞納内訳書発行時
・納付書再発行時
C回答
本市では収納側で印刷しないため不明。
D回答
E回答
収納側で出力したすべての納付書について、交渉経過にしてしまうと必要な交渉経過が埋もれてしまうことが懸念される。当市での運用は
滞納に交渉経過を必要とする納付書は滞納側から出力し、交渉経過を残すこととしている。（基本的には納付を伴うもの⇒収納反映ま
でに処分や分納計画をしない、納税証明書の金額を注意するため）
収納側の納付書発行情報を連携させる場合、納付書印刷の際滞納の連携の有無等の選択チェックボックス等の機能が必要ではない
か？
F回答
H回答
I回答
個別の管理はしていない。
J回答
当市では、収納側で納付書を発行しますが、滞納側には一切記録は残らないため、職員が折衝記録を入力している。
確かに手間は省けるが、他の折衝記録と併せて入力しているおり、必要性は高くない。
K回答

構成員意見から、滞納側で必要な納付書は原則滞納システムで出力する運用とし、収納システムで納
付書を出力した場合は、職員が手入力しても問題ないと判断。
仕様書には記載しない。



滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

以下の場合、交渉経過に自動的に履歴とし
て追加されること。それぞれ自動で追加される
かは、システム上で設定できること。
収納システムで督促を発行した場合、滞納
システムの交渉記録に自動で記録されるこ
と。

納付書発行
照会文書発行（個別・一括）
催告書発行
督促書発行
分納登録時
納付受託時
処分帳票作成時（差押、交付要求等）
処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、
延滞金減免）
時効更新、完成日の修正時
財産調査結果入力時
処分、処分猶予の解除時
調定・収納履歴の修正・削除時

以下の場合、交渉経過に自動的に履歴とし
て追加されること。それぞれ自動で追加される
かは、システム上で設定できること。
収納システムで督促を発行した場合、滞納
システムの交渉記録に自動で記録されるこ
と。

納付書発行
照会文書発行（個別・一括）
催告書発行
督促書発行
分納登録時
納付受託時
処分帳票作成時（差押、交付要求等）
処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、
延滞金減免）
時効更新、完成日の修正時
財産調査結果入力時
処分、処分猶予の解除時
調定・収納履歴の修正・削除時
欠損処理時

不納欠損の作業は一括処理で行うため、各
納税者経過記録に自動で記録されることが
望ましい。

反映する ●

588 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

588

滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

分納取消・解除、収納システムで督促の公
示・返戻の入力時、他システムでの名寄せ情
報の送付先の異動が生じたとき、賦課システ
ムで、調定額の異動・納通の発付・返戻・公
示があった場合も追加し、税目、期別、金
額、送付先も記載事項とすること。

誤った情報で催告などしないようになるため。 賦課関係の情報を収納システムを確認する
必要がなくなり、業務の煩雑化を軽減するた
め。また、案件管理の効率化もはかれるた
め。
1回の確認で1分程度操作する時間が、滞
納システムで完結できれば、確認時間は不
要となる。 反映する ●

【提案】分納取消、解除時、納通発行時、納通返戻時の
自動登録を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.3.5. 交渉経過自
動入力

以下の場合、交渉経過に自動的に履歴とし
て追加されること。それぞれ自動で追加される
かは、システム上で設定できること。
収納システムで督促を発行した場合、滞納
システムの交渉記録に自動で記録されるこ
と。
納付書発行
照会文書発行（個別・一括）
催告書発行
督促書発行
分納登録時
納付受託時
処分帳票作成時（差押、交付要求等）
処分猶予帳票作成時（執行停止、猶予、
延滞金減免）
時効更新、完成日の修正時
財産調査結果入力時
処分、処分猶予の解除時
調定・収納履歴の修正・削除時

【自動作成される場合を追加】
「処分執行登録時」「分納誓約書提出有り
の登録時」
「執行停止決裁時」「執行停止取消決裁
時」「不納欠損決裁時」を追加

また、明細を選択している処理のときは、折
衝記録に対象明細の一覧を表示。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

瞬時に正しい情報を取得し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

4626 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4626

滞納 2.3.6. 納付約束情
報管理

約束情報として、誓約年月日、納付予定
日、納付予定金額、差押予定日等を管理
（参照、登録、修正、削除）できること。

納付予定日、差押予定日を基に、担当者ス
ケジュールに自動で反映されること。

約束情報として、誓約年月日、納付予定
日、納付予定金額、差押予定日等を管理
（参照、登録、修正、削除）できること。

納付予定日、差押予定日を基に、全体スケ
ジュールのなかで担当者スケジュールにも自動
で反映されること。

差押予定を基本スケジュールとして運用し
て、各部局の各担当者の予定も一括管理・
確認できると効率が上がります。

反映する ●

【提案】職員間でスケジュールを共有できるよう追加する。
（オプション）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4. 分納処理

口座情報が登録されている滞納者に対して
分割納付書を作成するときに注意情報が表
示される

分納と口振の重複を防止するため

要検討 ●

6215 A回答
B回答
C回答
表示が好ましい。
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6215

滞納 2.4.1. 分納計画策
定

執行停止中の期別も分納計画に組み込め
ること。また、月に複数回分納設定できるこ
と。

国税徴収法１５３条　基本通達１０

反映する ●

【提案】執行停止中の期別も分納計画に組み込める、月に
複数回分納設定できるよう、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
収納側の過誤納還付の機能とすり合わせが必要。現状当市では停止明細に納付があった場合、過誤納
対象明細となってしまう。分納対象明細に停止明細の選択有無等の機能が必要ではないか？
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

【確認】執行停止期別への納付は、過誤納となるのか。（全構成員）
【提案】過誤納とするかは自治体の自由である場合、以下を明記する。
・執行停止期別に納付があった際、過誤納扱いにできること。

分納対象明細に停止明細の選択有無等の機能が必要ではないか？
【回答】「執行停止中の期別も分納計画に組み込むことができる」という記載に修正する。

●

滞納 2.4.1. 分納計画策
定

分納対象期別を選択できること 滞納者からの分納要望に的確に応じるため

反映する ●

【提案】2.4.5.に、分納対象期別の選択機能を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.1. 分納計画策
定

記載なし （実装すべき機能）
特別月(分割納付する上で定額以外の金額
を収める月)の設定ができること。
端数金額の処理ができること。

月ごとに異なる分納金額に対応するため。

反映する ●

【提案】端数金額の処理ができるよう、オプションで追加す
る。（分割回数を決めて計画を作成した場合、端数を最初
に払うか、最後に払うか、の設定が可能となると想定）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
端数調整はオプションではなく標準機能とすべきではないか？
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

【確認】どの構成員のシステムにおいても、端数処理機能は搭載されているか（全構成員）

●



滞納 2.4.1. 分納計画策
定

分割納付情報（受付年月日、誓約有無、
誓約年月日（毎月／隔月）、支払い方
法、分割回数、納付金額、開始年月日、終
了年月日、取消年月日、分割納付取消理
由）の管理（参照、登録、修正、削除）が
できること。分納期別の優先順位を任意に設
定できること。分納計画策定時、分納期別
の時効が更新されること。本税のみまたは、
延滞金のみの場合でも分納計画が設定でき
ること。分納計画の納付日に応じて自動計
算された延滞金で、分納計画が策定されるこ
と。誓約年月日を基に、担当者スケジュール
に自動で反映されること。

分割納付情報（受付年月日、誓約有無、
誓約年月日（毎月／隔月）、支払い方
法、分割回数、納付金額、分納回数と納付
金額を併せて設定、開始年月日、終了年
月日、取消年月日、分割納付取消理由、
分納額の端数調整）の管理（参照、登
録、修正、削除）ができること。分納期別の
優先順位を任意に設定できること。分納計
画策定時、分納期別の時効が更新されるこ
と。本税のみまたは、延滞金のみの場合でも
分納計画が設定できること。分納計画の納
付日に応じて自動計算された延滞金で、分
納計画が策定されること。本税（料）＋督
促手数料だけでも分納計画が策定できるこ
と。誓約年月日を基に、担当者スケジュール
に自動で反映されること。

・分納金額の端数を初回や最終回で調整で
きることで分納回数の縮減ができるため。
・分納回数と金額を指定する滞納者の要望
に沿った分納計画を作成できる。
・本税（料）を優先して納付させたい場合に
延滞金を外して分納計画を組めることで、滞
納金額の縮減に寄与できるため。

反映する ●

【提案】督促手数料の記載をオプションで追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.1. 分納計画策
定

分納計画策定時、分納期別の時効が更新
されること。

分納誓約時、分納期別の時効が更新される
こと。

分割納付＝納税の猶予については各自治
体で意見が異なるところであり、催告を一時
的に停止するなど、運用上、分割納付の機
能を活用している場合もあるため、一律に時
効が更新される必要はないと考える

反映する ●

【提案】分納時は時効の更新を選択できるようにし、分納誓
約時は時効が更新されるような記載とするため、「更新され
る」→「更新できる」に修正。
分納誓約時の時効については、2.4.16.で対応予定

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.1. 分納誓約情
報管理

分割納付の終期が経過した対象者を抽出で
きること。
また，分納が終了してもなお残額のある滞納
者を抽出できること。
両抽出画面から個人画面への遷移，処理
対応ができること。

当市では，約3,800件弱の納誓約者がお
り，分納終了日が市民との相談により決まる
分納では，分納終了後の処理（解除や再
相談）に関して，毎月全件の確認を行うこ
とは時間がかかる作業となる。そのため，対
象者の抽出，画面遷移を行えるようにするこ
とで滞納整理班３２人の作業が月当たりの
のべ平均１００時間近く低減できる。（1
件当たりの確認を３分として計算）

反映する ●

【提案】2.1.8.に分納終了した対象者の抽出ができるよう
追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.1. 分納計画策
定

分割納付情報（受付年月日、誓約有無、
誓約年月日（毎月／隔月）、支払い方
法、分割回数、納付金額、開始年月日、終
了年月日、取消年月日、分割納付取消理
由）の管理（参照、登録、修正、削除）が
できること。
分納期別の優先順位を任意に設定できるこ
と。
分納計画策定時、分納期別の時効が更新
されること。
本税のみまたは、延滞金のみの場合でも分
納計画が設定できること。
分納計画の納付日に応じて自動計算された
延滞金で、分納計画が策定されること。
誓約年月日を基に、担当者スケジュールに自
動で反映されること。

分割納付情報（受付年月日、誓約有無、
誓約年月日（毎月／隔月）、支払い方
法、分割回数、納付金額、開始年月日、終
了年月日、取消年月日、分割納付取消理
由）の管理（参照、登録、修正、削除）が
できること。
分納する期別を選択できること。
分納期別の優先順位を任意に設定できるこ
と。
分納計画策定時、分納期別の時効が更新
されること。
本税のみまたは、延滞金のみの場合でも分
納計画が設定できること。
分納計画の納付日に応じて自動計算された
延滞金で、分納計画が策定されること。
誓約年月日を基に、担当者スケジュールに自
動で反映されること。

猶予などにより、一部の期別のみ分納を組む
可能性があるため。

反映する ●

2118 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2118

滞納 2.4.1. 分納計画策
定

分納を組んだだけでは、分納期別の事項が
更新されないこと。債務承認書や分納誓約
書を取り、時効の更新が確実となった場合の
み、時効の更新が行えること。また、更新の
際は、「時効が更新されますがよろしいです
か」などの注意喚起するメッセージが出ること。

分納期別を選択する際、時効期別を選択で
きないようにすることが可能なこと。

月に複数回分割納付できるよう分納を組め
ること。

「分納計画策定時、分納期別の時効が更
新されること。」と記載があります。分納計画
を立て、システムにて分納を組んだとしても、そ
れだけでは時効の更新の要件とはならないと
考えますので追加しました。
現在のシステムでは、分納は組めますが、時
効を更新するには、「承認日」の入力が必須
です。それに加え、承認日を入力し、実行ボ
タンを押すと時効が更新される旨、注意喚起
するメッセージが表示されます。

分納を組む際に分納する期別を選択します
が、時効を迎えている期別は表示されないよ
うにしていただきたいと考えています。

給料が日払い、週払いなど月ごとの支給では
ない方は、月に2回納付や毎週納付など多
彩な納付方法を要望されます。よって、左記
のような機能が必要です。

反映する ●

【提案】滞納明細に限らず、他の処分帳票等滞納明細が掲
載される帳票について同様に適用されることで、分納期別と
して不適格な期別が選択されないようにする。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.1. 分納計画策
定

分納誓約の計画上、金額に端数が出た場
合、初回に含めるか、最終回に含めるか先手
くできるようにすること。

職員による手計算を減らすことで、相談者の
住民の待機時間を削減できるため。

窓口での対応時間が5分削減されるため。

反映する ●

2841 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2841



滞納 2.4.1. 分納計画策
定

分割納付情報（受付年月日、誓約有無、
誓約年月日（毎月／隔月）、支払い方
法、分割回数、納付金額、開始年月日、終
了年月日、取消年月日、分割納付取消理
由）の管理（参照、登録、修正、削除）が
できること。
分納期別の優先順位を任意に設定できるこ
と。
分納計画策定時、分納期別の時効が更新
されること。
本税のみまたは、延滞金のみの場合でも分
納計画が設定できること。
分納計画の納付日に応じて自動計算された
延滞金で、分納計画が策定されること。
誓約年月日を基に、担当者スケジュールに自
動で反映されること。

分割納付情報（受付年月日、誓約有無、
誓約年月日（毎月／隔月）、支払い方
法、月次納付日、分割回数、納付金額、開
始年月日、終了年月日、取消年月日、分
割納付取消理由）の管理（参照、登録、
修正、削除）ができること。
分納期別の優先順位を任意に設定できるこ
と。
誓約書提出時、誓約日にて分納期別の時
効が更新されること。
本税のみまたは、延滞金のみの場合でも分
納計画が設定できること。
分納計画の納付日に応じて自動計算された
分納中に加算される延滞金は分納計画に
含めないこと。加算される延滞金の試算額を
確認でき、分納帳票に記載すること。
誓約年月日を基に、担当者スケジュールに自
動で反映されること。

加算される延滞金を予め示すことで、完納後
に延滞金の納付書を送付した際、市民の方
の理解がしやすい。

還付作業にならないようにするため。
また、予め、加算される延滞金を示すことで、
完納後に延滞金の納付書を送付した際の問
い合わせ等が減り、業務時間短縮に寄与す
るため。

分納計画を前倒しで納付した場合に還付が
発生するようなケースを避け、分納完納後に
実際に加算された延滞金を正確に請求する
ため。

反映する ●

6985 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6985

滞納 2.4.11. 分納計画シュ
ミレーション

（計画確定までの交渉材料で使用する想
定であれば）2.4.14記載の計画書がシュミ
レーション分として発行できること。

交渉における市民の納税計画の判断材料と
して活用可能なため。

担当職員の計画ミス防止のため。

反映する ●

【提案】計画策定直前の折衝で資料として用いるため、シ
ミュレーション結果を分納策定前でも計画書で出力できるよ
う、オプションで追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.11. 分納計画シ
ミュレーション

分納の計画策定における延滞金計算につい
て、シミュレーションができること。

分納の計画策定における延滞金計算につい
て、シミュレーションができること。
シュミレーション結果を帳票で出力できること。

納付計画について住民に検討してもらうため
の資料を提供してもらうため

反映する ●

3807 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3807

滞納 2.4.14. 分納誓約情
報管理

最終日を過ぎた分納、一定回数または金額
が不履行となった分納、完納した分納につい
て一括で削除できること。

誤った催告がいかなくなる。 分納取消を履行された案件ごとに管理し、分
納取消を行うと時間がかかるため。
1件1分で200件確認するだけで約3時間要
するが自動取消の場合は確認作業が不要と
なる。

反映する ●

【提案】分納計画が完了した分割納付情報を抽出し、一括
で取消できるよう追加する。（2.4.1.）
【提案】抽出した分割納付情報は、一括で削除できるよう追
加する（2.4.21.）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
取消及び削除というのは、どういう意図なのか不明。約束の履行・不履行となったことも今後の折衝材料と
なることから分納計画が取消や完了となっても分納計画自体は、記録として残しておきたい。
J回答
K回答

I回答：取消及び削除というのは、どういう意図なのか不明。約束の履行・不履行となったことも今後の折
衝材料となることから分納計画が取消や完了となっても分納計画自体は、記録として残しておきたい。
【回答】以下の定義としている
分納計画の取消→分納計画を終了させるが、データそのものは残る
分納計画の削除→分納計画のデータそのものを削除
【提案】2.4.21.の「削除」→「取消」に修正する。

●

滞納 2.4.14. 分納誓約情
報管理

未納明細から選択式で設定したのち、各期
別金額が修正できること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。
また、納付機会を逸しないため。

取立分等にかかる収納未反映のタイミングで
の納付相談等対応の際、手計算に係る時
間を削減し、業務時間短縮に寄与するた
め。

反映する ●

4621 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4621

滞納 2.4.14. 分納誓約情
報管理

平成29年度以降の税情報の場合、分納中
に加算される延滞金の計算内容が分納詳
細画面から参照できること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

手計算に係る時間を削減し、業務時間短縮
に寄与するため。

平成28年度以前の明細については、正確な
納付日を把握しておらず、正確な延滞金計
算が出来ないため、課税年度（H28年度
以前かH29年度以降か）によって異なる運
用をしている。

反映する ●

【提案】2.1.15.同様、分納誓約においても、延滞金計算
内訳書を出力することができるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.14. 分納誓約情
報管理

分納受付者で、口座振替登録を行っている
対象者であった場合、アラート等注意喚起さ
れること。また、口座振替ストップのためのリス
トが出力できること。

市民の方の希望された分納ではなく、当初納
通の金額で口座振替されることを防ぐため。

瞬時に正しい情報を取得し、人為的ミスを削
減し、業務時間短縮に寄与するため。

要検討 ●

16215 A回答
B回答
C回答
アラートがあったほうが好ましい。
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

16215

滞納 2.4.15. 分納誓約情
報管理

分割納付に関しては、誓約（納付誓約、債
務承認）と分納計画作成を一連の流れで
実施できること。

分割納付に関しては、誓約（納付誓約、債
務承認）と分納計画作成を一連の流れで
実施できること。
なお、分納計画を履行した場合に、時効予
定日を経過したものが収納予定となった場合
には、事前に警告を出すこと（計画通りに納
付した場合に収納できない期別が発生するこ
とを防ぐため）

分納を履行しているにもかかわらず、時効到
来により収納できなくなる期別が発生した場
合に適切に収納を行うため。

反映する ●

【提案】2.4.12.計画通りに納付しても収納できない事態を
避けるため、分納計画上、時効が到来する期別が含まれな
いような記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
含まれないではなく、警告などミスをなくすようなレベルでよいのではないか。
J回答
K回答

I回答：含まれないではなく、警告などミスをなくすようなレベルでよいのではないか。
【確認】分納計画上、時効期別となりうる計画を避けるため、どのような機能が実装されているか。（全
構成員）

●



滞納 2.4.19. 分納履行状
況管理

分納計画に対する履行状況（履行中、不
履行、分納完了）を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。

日次で、納付計画額と実際の入金額を比較
し、履行状況を把握できること。

また、履行状況は自動で反映・更新されるこ
と。

分納計画に対する履行状況（履行中、不
履行、分納完了）を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。
また、印刷済の納付書が把握できること。
日次で、納付計画額と実際の入金額を比較
し、履行状況を把握できること。

また、履行状況は自動で反映・更新されるこ
と。

送付済みの分割納付書を使い終わった滞納
者を一覧抽出できること。

一度にすべての納付書を交付しない運用を
行う場合があるため。

反映する ●

【提案】納付書を出力した回を把握できるよう、記載を追加
する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.19. 分納履行状
況管理

分納計画に対する履行状況（履行中、不
履行、分納完了）を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。

日次で、納付計画額と実際の入金額を比較
し、履行状況を把握できること。

また、履行状況は自動で反映・更新されるこ
と。

分納計画に対する履行状況（履行中、不
履行、分納完了）を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。
また、印刷済の納付書が把握できること。
日次で、納付計画額と実際の入金額を比較
し、履行状況を把握できること。

また、履行状況は自動で反映・更新されるこ
と。

一度に全ての納付書を渡さない運用があるた
め追記。

反映する ●

2228 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2228

滞納 2.4.19. 分納履行状
況管理

分納計画に対する履行状況（履行中、不
履行、分納完了）を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。

日次で、納付計画額と実際の入金額を比較
し、履行状況を把握できること。

また、履行状況は自動で反映・更新されるこ
と。

分納計画に対する履行状況（履行中、不
履行、分納完了）を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。
また、印刷済の納付書が把握できること。
日次で、納付計画額と実際の入金額を比較
し、履行状況を把握できること。

また、履行状況は自動で反映・更新されるこ
と。

一度に全ての納付書を渡さない運用があるた
め追記。

反映する ●

2228 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2228

滞納 2.4.19. 分納履行状
況管理

分納計画に対する履行状況（履行中、不
履行、分納完了）を管理できること。

納付計画額と実際の入金額を比較し、履行
状況を把握できること。

また、履行状況は自動で反映・更新されるこ
と。

履行状況は登録、修正、削除するようなもの
ではないため、「管理できること。」とするのが
望ましいと考える。

履行状況の把握については、必ず「日次」で
ある必要はなく、随時把握できればよいと考
える。 反映する ●

【提案】履行状況の把握については、必ず「日次」である必
要はないため、「日次」について削除する

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.19. 分納履行状
況管理

分納がすべて履行されると分納取消が自動
で行われ、特記が入力されること。

誤った催告がいかなくなる。 分納取消を履行された案件ごとに管理し、分
納取消を行うと時間がかかるため。
1件1分で200件確認するだけで約3時間要
するが自動取消の場合は確認作業が不要と
なる。

反映する ●

【提案】分納計画が完了した分割納付情報は、自動で取
消できるよう、オプションで記載する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
取消の想定を確認したい。
J回答
K回答

I回答：取消の想定を確認したい。
【回答】以下の定義としている
分納計画の取消→分納計画を終了させるが、データそのものは残る
分納計画の削除→分納計画のデータそのものを削除

滞納 2.4.22(2.1.
8).

分納不履行
管理

分納計画終了後にも残額がある案件の管
理が容易にできること（ex.「分納終了月」を
選択し、かつ「未納有」のような抽出ができる
こと）

完納までの見通しが立たない場合に一時的
に未納が残る計画を立てる案件が多く、計画
終了後の催告漏れ防止を容易に確認するた
め（関連：2.1.8滞納者抽出）。

反映する ●

【提案】分納計画が未納のまま終了/完了後にも滞納額が
残存する対象者を抽出できるよう記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.22. 分納不履行
管理

履行有無については発行した納付書毎に参
照可能であること。

分納計画によっては同一の納付回に複数枚
の納付書を使用されるケースがあり、納付書
毎に履行状況を参照できた方が実務に即し
ていると考えるため。

反映する ●

【提案】納付書ごとの履行有無が参照できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.25. 分納不履行
管理

分納計画の納付日ごとに分割納付書を作
成できること。

納付期限10日前に納付書を発行している。
まとめて渡すと納付忘れが多く、分納を管理
する上でも毎回送付することに対応して欲し
い。分納を行う方からも都度、納付書を送付
して欲しいとの要望が多く、そのことに対応す
るため。

反映する ●

【提案】分割納付書を指定納期限ごとに個別または一括で
出力できるよう、記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.25. 分納不履行
管理

分納計画に基づいて分割納付書を作成でき
ること。また、一度に指定した回数分の分割
納付書を作成できること。

分納計画に基づいて分割納付書を作成でき
ること。また、一度に指定した回数分の分割
納付書を作成できること。また、誓約から、ま
た、誓約内容を伴わない分割納付書作成が
できること。作成時、期別、納期限等でソー
トをすることができること。

現行システムで実装しているため。
機能減に伴い、事務の負担が増大する。

分割納付の誓約後、すべての納付書を一度
に発送することはなく、また、口頭で計画の変
更もあり得ることから、誓約書を経由しない分
割納付納付書を作成できるように要望する。

反映する ●

【提案】2.4.1.に、分納期別は、期別や納期限でのソート
機能を有するよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.4.25. 分納不履行
管理

分納計画に基づいて分割納付書を作成でき
ること。また、一度に指定した回数分の分割
納付書を作成できること。

分納計画に基づいて分割納付書を作成でき
ること。また、一度に指定した回数分の分割
納付書を作成できること。
指定した回数の分割納付書を作成できる
（範囲指定も可能）こと。

同上

反映する ●

2955 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2955

滞納 2.4.27. 分納不履行
管理

印刷する納付書について、納付場所（コンビ
ニ、銀行、ゆうちょ等）が指定する様式を選
択できること。

印刷する納付書について、収納管理システム
6.1で規定する様式にて発行できること。

住民税特別徴収、法人住民税以外につい
てはすべて統一された納付書をベースとしてい
ただきたい。

反映する ●

【提案】分納納付書の様式は、収納管理システム6.1.シ
リーズの仕様と同一であるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.27. 分納不履行
管理

印刷する納付書について、納付場所（コンビ
ニ、銀行、ゆうちょ等）が指定する様式を選
択できること。

印刷する納付書について、納付場所（コンビ
ニ、銀行、ゆうちょ等）を指定する様式を選
択できること。

誤記と思われるため。

反映する ●

2607 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2607

滞納 2.4.27. 分納不履行
管理

印刷する納付書について、複数の様式を選
択できること。

納付場所を指定するというよりは、納付書種
類を選択できるとしたほうが、実際の運用に
あっているため。

反映する ●

2607 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2607

滞納 2.4.28. 分納不履行
管理

不履行者に対して（分納）催告書を一括
出力できること。

不履行者に対して（分納）催告書を個別
ならびに一括出力できること。

分割納付は誓約日が違うこともあり、個別な
対応も必要である為。

反映する ●

【提案】個別出力の機能を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.28. 分納不履行
管理

不履行者に対して（分納）催告書を出力
できること。

不履行者に対して無条件に催告書を送付す
るのではなく、2.4.22.に記載の不履行者の
一覧を確認した上で、要否を判断すべきと考
える。よって「一括」は不要と思われる。

反映する ●

5813 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5813

滞納 2.4.28. 分納不履行
管理

不履行者に対して（分納）催告書を一括
出力できること。

抽出結果一覧画面から対象者を全選択、ま
たは複数選択して、指定期日及び発送日を
入力し、不履行者に対して分納催告に係る
帳票を一括出力できること。
また、分納中と分納終了分で帳票の文言を
変更すること。

納付し忘れの方に対して、適切なタイミング
で、納付を促すため。

手処理に係る時間を削減し、業務時間短縮
に寄与するため。

適正な分納履行監視のため。

反映する ●

5813 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5813

滞納 2.4.30. 分納用口座
管理

（実装すべき機能）
（なし）

（実装すべき機能）
口座振替可能な金融機関一覧（全銀協
金融機関コード，支店コード，金融機関
名，支店名，登録日，廃止日）を参照し
登録できること。
口座名義人カナ氏名において全銀協の文字
制限に従い入力エラー表示できること。
分割口座振替用納付書を作成できること。

金融機関との口座振替依頼データ交換は定
期口座振替のみ実施している。
分割納付や例外的に定期以外の振替日に
口座振替を実施する場合は，口座振替用
納付書を金融機関に送付し，口座振替を
依頼している。

要検討 ●

【提案】口座振替可能な金融機関を管理できるよう追加す
る。
【提案】口座名義人カナ氏名において全銀協の文字制限に
従い入力エラー表示できるよう追加する。
【提案】分割口座振替用納付書を作成できるよう追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.30. 分納用口座
管理

分納分について口座振替データを作成できる
こと。

分納納付が口座振替できる。 分納納付が口座振替できる。

要検討 ●

【提案】口座振替データを作成できるよう追加する A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.4.30. 分納用口座
管理

実装しなくても良い機能 分納口振の登録ができ、金融機関向けの口
振依頼書（紙orデータ）の作成が可能なこ
と。

分納口振を行っている自治体も多く、オプショ
ン機能として残しておくべき。

反映する ●

【提案】口座振替依頼書を作成できるよう追加する A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.4. 分納計画策
定

延滞金が発生している場合には、本税と延
滞金を併せた分納、本税額のみの分納、どち
らにも対応できること。

延滞金が発生している場合には、本税と延
滞金を併せた分納、本税額のみの分納、どち
らにも対応できること。
また、確定延滞金は含めるが、未確
定延滞金は含めない分納作成ができ
ること。

延滞金の累積により、差額の延滞金が生じ
るため

反映する ●

【提案】以下の5パターンを充足するため、「延滞金が発生し
ている場合には、本税と延滞金を併せた分納、本税額のみ
の分納、どちらにも対応できること。」を、「本税に未確定延
滞金、確定延滞金を含めた/含めない分納作成ができるこ
と。」に修正する。
①本税のみ
②本税＋延滞金
③本税＋延滞金＋確定延滞金
④本税＋確定延滞金
⑤確定延滞金
※督促手数料はオプション

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.4.5. 分納計画策
定

分納計画策定当日の入金額を含めて分納
計画を策定できること。
端数を初回に設定、最終回に設定、初回に
組み入れ、最終回に組み入れのどれかに設
定できること。

なし 滞納者のニーズに応じた分納計画を策定す
るため

分納計画策定で細かい設定ができることによ
り、分納計画の納付管理が簡素化する(4人
の作業のべ20時間)

納税環境を整備し、適正かつ公平な税務行
政を推進するため

なし

反映する ●

2841 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2841

滞納 2.4.7. 分納計画策
定

回数や金額などにより、納期限を一括で設
定できること。設定した回数毎の納期限を個
別に変更可能なこと。

個別の分納ごとに、土日祝日を考慮するこ
と。

分納を組む際、回数や金額などにより各回の
納期限は設定されるべきであり、「任意の納
期限を一括で設定」ということは運用としては
ありえないと思われる。
各回の納期限は土日祝日を考慮する必要
があるため、「実装すべき機能」として切替ま
では必要ないと考える。
祝日設定については分納に特化しているもの
ではなく、システム全体として考えるべきであ
り、分納の要件からは外すのがよいと思われ
る。

反映する ●

【提案】分納約束・納付約束・猶予制度の期間等、指定納
期限が発生する場合、土日祝日を考慮し、自動的に翌開
庁日が設定されるよう、6.シリーズで対応する。それにあた
り、2.4.7.「個別の分納ごとに、土日祝日を考慮する（自
動的に前／翌開庁日が設定される）か、考慮しないかを選
択できること。」を削除する

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.5.
徴収（換

価）猶予の管
理

記載なし 【実装すべき機能】
別名義の同一人について関連付けをし、入
力等の手続きを一体で行うことができること。

猶予対象者の管理で必要のため

反映する ●

【提案】名寄せした対象者は、滞納明細も宛名ごとの期別
をまとめて出力できること。滞納処分、執行停止、猶予、分
割納付等、期別を任意に選択する機能について、同様にま
とめて出力されるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.5.
徴収（換

価）猶予の管
理

記載なし 【実装すべき機能】
猶予の種類ごとに対象者を抽出できること。
（徴収猶予、換価猶予）
また、猶予対象者で、かつ分納不履行者に
ついても対象者を抽出できること。

猶予対象者の管理で必要のため

反映する ●

【提案】2.1.8.に猶予の種類を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.5.1.
徴収（換

価）猶予の管
理

期別を選択できること 納付義務者からの要望に的確に応じるため

反映する ●

【提案】期別ごとに管理できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.5.1.
徴収（換

価）猶予の管
理

記載なし （実装すべき機能）
申請による猶予の場合、「受理日」を入力で
きること。

受理日を管理するため(地方税法第15条第
2項該当による徴収猶予または申請による換
価の猶予の場合、期限内の提出を要するた
め)。

反映する ●

【事務局】受理日がどの項目にあたるか不明という意見があ
るため、備考に追記した。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.5.1.
徴収（換

価）猶予の管
理

【猶予に係る登録情報】
猶予区分（当初、延長）
申請年月日
許可区分
不許可理由
決定年月日
開始年月日
終了年月日
決議年月日
猶予理由
延滞金の利率
取消起案年月日
取消決議年月日
取消理由
担保の設定
起案日
文書番号

【猶予に係る登録情報】
猶予区分（当初、延長）
申請年月日
許可区分
不許可理由
決定年月日
開始年月日
終了年月日
決議年月日
猶予理由
延滞金減免率
取消起案年月日
取消決議年月日
取消理由
担保の設定
起案日
文書番号

地方税法
第１５条の９（抜粋）
その猶予又は停止をした地方税に係る延滞
金額のうち、それぞれ、当該災害等による徴
収の猶予若しくは執行の停止をした期間に
対応する部分の金額に相当する金額又は当
該事業の廃止等による徴収の猶予若しくは
職権による換価の猶予若しくは申請による換
価の猶予をした期間(延滞金が年十四・六
パーセントの割合により計算される期間に限
る。)に対応する部分の金額の二分の一に相
当する金額は、免除する。

延滞金の減免を行う場合は、計算後の延滞
金額を減免するのであり、延滞金の利率を
減することはないため
※延滞金額を減免した場合と延滞金の利率
を減した場合では計算結果が異なるうえ、納
税者不利となる。
延滞金の利率が「猶予特例基準割合」であ
れば、延滞金減免率を追加する必要があ
る。

反映する ●

【提案】猶予時の延滞金利率は猶予特例基準割合で対応
するため、記載を「猶予特例基準割合に基づいた延滞金の
計算ができること。」に修正。また、換価猶予に限らないた
め、「換価」を削除した。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.5.1.
徴収（換

価）猶予の管
理

猶予する期別が選択できること 申請に基づいた猶予を実行するため。

反映する ●

2121 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2121

滞納 2.5.1.
徴収（換

価）猶予の管
理

猶予情報が収納管理システムに連携される
こと。

地方税法で延滞金計算にかかわるため。

反映する ●

【提案】6.2.1.に。収納側の延滞金計算や督促に影響する
ため、猶予情報を収納システムに連携する機能を追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.5.1.
徴収（換

価）猶予の管
理

徴収（換価）猶予、猶予の期間延長につ
いて管理（参照、登録、修正、削除）でき
ること。
【猶予に係る登録情報】
猶予区分（当初、延長）
申請年月日
許可区分
不許可理由
決定年月日
開始年月日
終了年月日
決議年月日
猶予理由
延滞金の利率
取消起案年月日
取消決議年月日
取消理由
担保の設定
起案日
文書番号

徴収（換価）猶予、猶予の期間延長につ
いて管理（参照、登録、修正、削除）でき
ること。
猶予開始年月日終了年月日は期別毎に設
定できること。
【猶予に係る登録情報】
猶予区分（当初、延長）
申請年月日
許可区分
不許可理由
決定年月日
開始年月日
終了年月日
決議年月日
猶予理由
延滞金の利率
取消起案年月日
取消決議年月日
取消理由
担保の設定
起案日
文書番号

既存システムでは猶予申請１件に対し、猶
予開始年月日終了年月日が１件しか設定
できず、複数期別の申請がある場合複数猶
予入力を行わなければない。１件に対し、複
数入力できれば事務量が低減する。
（1,000件×5分＝5,000分）

反映する ●

2121 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2121

滞納 2.5.2.
徴収（換

価）猶予の管
理

徴収（換価）猶予を設定した場合には、分
納計画を連動して作成できること。

抽出結果を紙・CSVでリスト出力できること。

徴収（換価）猶予を設定した場合には、分
納計画を連動して作成できること。

抽出結果を紙・CSVでリスト出力できること。

口座振替を設定している場合、警告メッセー
ジなどを表示すること。

　分納を組む際は、基本的に口座振替停止
が必須であるため。

要検討 ●

【確認】分納している場合、新規課税分の口座振替は行わ
れることはない認識でよいか。
【確認】口座振替中の税目が分納期別に含まれている場
合、警告メッセージ等を表示するか、収納側で口座振替の
停止・取消処理しないと分納計画策定できないようにする
か、検討。

A回答
新規課税分に対しては、実施しない認識です。
警告メッセージが出ることが望ましい。
B回答
新規課税分の口座振替は行う。
（分納は滞納分に対して計画し、新規課税分については自主納付を促すため）
口座振替中の税目が、分納及び徴収猶予に含まれる場合、警告メッセージが表示されることは望ましい。
C回答
本市では分納中の場合、新規課税分は個別に停止処理しない限り口座振替される仕様。
D回答
E回答
・分納者を口座振替対象から除外するしないは自治体によって判断が分かれると推察する。口座振替
データ作成の際、除外条件を任意で設定出来るようにすべきであると考えるが収納側の機能要件で定義
すべき。
当市では分納計画に込みこまれている明細のみ口座振替対象から除外している。
口座振替用データ作成の際、当該明細に分納フラグがあるものは除外対象。
F回答
H回答
I回答
徴収（換価）猶予をシステム上で管理していないため回答できない。
J回答
当市では、確かに事例は多くないが、相談の中で新規課税分の口座振替と分納が並行する場合もある。
収納側の口座振替停止は別担当者が行っているため、即時対応ができない可能性があり、分納計画策
定できないと納税相談に支障が出る可能性がある。
K回答

■口座振替を設定している場合、分納を行う
B回答：新規課税分の口座振替は行う。（分納は滞納分に対して計画し、新規課税分については自主
納付を促すため）口座振替中の税目が、分納及び徴収猶予に含まれる場合、警告メッセージが表示さ
れることは望ましい。
J回答：当市では、確かに事例は多くないが、相談の中で新規課税分の口座振替と分納が並行する場
合もある。収納側の口座振替停止は別担当者が行っているため、即時対応ができない可能性があり、分
納計画策定できないと納税相談に支障が出る可能性がある。
C回答：本市では分納中の場合、新規課税分は個別に停止処理しない限り口座振替される仕様。
E回答：分納者を口座振替対象から除外するしないは自治体によって判断が分かれると推察する。口座
振替データ作成の際、除外条件を任意で設定出来るようにすべきであると考えるが収納側の機能要件で
定義すべき。当市では分納計画に込みこまれている明細のみ口座振替対象から除外している。口座振替
用データ作成の際、当該明細に分納フラグがあるものは除外対象。

■口座振替を設定している場合、分納を行わない
A回答：新規課税分に対しては、実施しない認識です。警告メッセージが出ることが望ましい。

【確認】口座振替している場合、分割納付をしないのか、再度確認。

●

滞納 2.5.2.
徴収（換

価）猶予の管
理

徴収（換価）猶予を設定した場合には、分
納計画を連動して作成できること。　　抽出
結果を紙・CSVでリスト出力できること。

徴収（換価）猶予を設定した場合には、分
納計画を連動して作成できること。　　抽出
結果を紙・CSVでリスト出力できること。
徴収猶予を設定した場合、収納システムと
連携して督促状の発行を停止できること。

地方税法第15条の2の3第1項、及び同第
329条第2項により、徴収猶予を許可した場
合督促をすることができないため。

滞納管理システムで徴収猶予について入力
されたにもかかわらず、収納システムから督促
状が発行されるという不具合を防ぐことで、納
税者の混乱を避けることができるため。

滞納システムと収納システムそれぞれのシステ
ム入力・連絡および確認・督促状発行停止
に係る20名の作業を延べ40時間低減出来
るため。

別府市総合計画が目指す「市民に信頼され
る効率的で持続可能な質の高い行政経営
の実現」を実施する上で、効率性を高めつつ
信頼されるため。

現在連携がないシステムで行っており、担当
者間の連絡および確認漏れによるヒューマン
エラーで、徴収猶予を許可したにもかかわらず
督促状が発行され、送達した事例が2件発
生したため。

反映する ●

6750 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6750

滞納 2.5.6. 徴収猶予処
理

徴収猶予処理において、コロナ等の感染症、
災害を見越した徴収猶予申請、許可処理を
設ける。

コロナ等によって申告の延長などの法的措置
が取られた場合、それに連動する猶予システ
ム構築することが必要である。

反映する ●

4633 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4633

滞納 2.6.1. 納付受託情
報管理

証券情報（証券番号、券面額、管理番
号、振出年月日、振出人、振出地、支払期
日、支払人、支払地、決済年月日、返却年
月日、不渡年月日、組戻年月日、代金取
立依頼日）

証券情報（証券種類、証券番号、・・・
※証券種類（小切手、約束手形、為替手
形）

小切手、約束手形、為替手形等での納付
があるため

反映する ●

【提案】証券種類について、備考欄に記載する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
2.6.4.で納付又は納入すべき日から納付又は納入があった日に係る延滞金は、免除を選択できること。
とありますが、この機能を充足するためには、差押等と同様に延滞金を計算する日を特別に設定し、滞納
から収納にデータ連携する必要があります。
I回答
J回答
K回答

H回答：2.6.4.で納付又は納入すべき日から納付又は納入があった日に係る延滞金は、免除を選択で
きること。とありますが、この機能を充足するためには、差押等と同様に延滞金を計算する日を特別に設定
し、滞納から収納にデータ連携する必要があります。
【回答】APPLICからは、収納日について、職員の入力による任意の日付で計算する仕様を推奨（「延滞
金計算日」項目は、システム上補足しにくい日付である）との意見があるため、具体的な項目としては仕
様書上記載しない。



滞納 2.6.1. 納付受託情
報管理

納付受託情報（受付年月日、決定年月
日、取消年月日、取消事由）、証券情報
（証券番号、券面額、管理番号、振出年
月日、振出人、振出地、支払期日、支払
人、支払地、決済年月日、返却年月日、不
渡年月日、組戻年月日、代金取立依頼
日）を管理（参照、登録、修正、削除）で
きること。

納付受託情報（受付年月日、決定年月
日、取消年月日、取消事由）、証券情報
（証券の種類、証券番号、券面額、管理
番号、振出年月日、振出人、振出地、支払
期日、支払人、支払地、決済年月日、返却
年月日、不渡年月日、組戻年月日、代金
取立依頼日）を管理（参照、登録、修
正、削除）できること。

証券には「小切手」や「約束手形」等があり、
その種類も納付受託情報として必要である
為。

反映する ●

4447 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4447

滞納 2.6.1. 納付受託情
報管理

納付受託情報（受付年月日、決定年月
日、取消年月日、取消事由）、証券情報
（証券番号、券面額、管理番号、振出年
月日、振出人、振出地、支払期日、支払
人、支払地、決済年月日、返却年月日、不
渡年月日、組戻年月日、代金取立依頼
日）を管理（参照、登録、修正、削除）で
きること。

納付受託情報（受付年月日、決定年月
日、取消年月日、取消事由）、証券情報
（証券の種類、証券番号、券面額、
管理番号、振出年月日、振出人、振
出地、支払期日、支払人、支払地、
決済年月日、返却年月日、不渡年月
日、組戻年月日、代金取立依頼日）
を管理（参照、登録、修正、削除）
できること。

地方税法施行規則第１条の６ 地方税法第１６条の２第２項において、納
付又は納入の委託を受けた場合は、総務省
令で定める様式による納付受託証書を交付
することとしており、省令に準拠した様式の受
託証書を交付することで住民サービスが向上
する。

省令に準拠しない様式の受託証書を交付す
る場合、適正な事務の執行が図られないた
め、職員が手作業で作成する手間が生じ
る。

特になし

反映する ●

4447 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4447

滞納 2.6.1. 納付受託処
理

納付受託情報（受付年月日、決定年月
日、取消年月日、取消事由）、証券情報
（証券番号、券面額、管理番号、振出年
月日、振出人、振出地、支払期日、支払
人、支払地、決済年月日、返却年月日、不
渡年月日、組戻年月日、代金取立依頼
日）を管理（参照、登録、修正、削除）で
きること。

管理できる証券情報に、証券種類、分納番
号、担当者を追加。

市民の方を待たせず、受託情報管理に必要
な情報を共有するため。

手処理に係る時間を削減し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

4447 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4447

滞納 2.7.1. 実態調査書
作成

調査書に一連番号が記載されること。 事務作業削減のため。
現行、職員が手作業にて調査書一枚ずつナ
ンバリングのスタンプで押印（理由は右記の
通り）。

一括調査の場合に、調査書へのナンバリング
を要求している自治体があるため。

反映する ●

【提案】2.7.8.で、照会文書に番号付番を求める外部機関
がある認識のため、照会番号を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.1. 実態調査書
作成

調査書の滞納者の住所、氏名を任意で変
更できること。
複数の住所地や旧姓を入力できること。

正確な調査や調査期間の短縮が図られるこ
とにより、結果、迅速な納税相談等が可能と
なり、住民サービスの向上につながる。

他機関に照会を行うときには、氏名や住所が
一致しなければ回答を得られないことが多い
が、転出や転入の際に変更が多々あるため、
任意での入力もできる必要がある。

ゆうちょ銀行など住所が一致しないと回答を
得られない金融機関があり、住所地を転々と
している滞納者を調査する場合は多数の住
所入力が必要となる。

反映する ●

【提案】2.7.3.で、宛名、氏名の変更機能を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.10. 回答情報の管
理

給与、年金等の継続収入の債権について、
差押可能額が自動で計算できること。生計
同一親族数を任意に入力できること。また、
計算結果を出力できること。

調査結果を入力するだけで、可能額が計算
できるので、計算ミスを防ぐことができる。よっ
て可能額がでない債権の差押を防ぐことがで
きる。

差押起案時に必ず出力しているため。
（せとうち３市自治体クラウド参加市である
松山市・倉敷市についても、当該機能は必
要であるとの共通認識で一致している。）

反映する ●

【提案】生計同一親族数を任意に入力できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.10. 財産調査処
理

給与、年金等の継続収入の債権について
は、調査結果より差押可能額が自動で計算
できること。支払先が２か所以上の場合でも
自動で計算できること。
また、計算結果を出力できること。

手処理に係る時間を削減し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

【提案】支払先が２か所以上の場合でも自動で計算できる
よう追加する

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.11. 財産調査処
理

財産調査の結果で差押可能な財産として登
録したものを後日抽出できること。

財産調査の結果が判明した時点では、ちょう
ど分割納付の約束等があり差押を行わない
等の場合がある。
調査記録をいくら入力できても、後日滞納者
の抽出で財産調査状況（財産有無等）と
統合できなければ大量にいる少額滞納者の
うち差押可能な事案を選定することは著しく
困難である。

滞納者リストで抽出した者の財産調査状況
を一件ずつ目視するのでは、数千件の少額
滞納者につき滞納処分を進めることができな
い。

反映する ●

【提案】2.7.9.に、差押可能フラグを立てられる機能を追加
し、フラグをもとに抽出できる機能を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答 提案の通りとする

滞納 2.7.2. 各種調査書
等作成

各種財産の調査書（または照会書）及び
回答書を「地方税共同機構」の統一様式で
一括及び個別に作成できること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。

各種財産（預貯金、保険、給与・賞与、売
掛債権、年金債権、拠出金等）の調査書
（または照会書）及び回答書を「地方税共
同機構」の統一様式等で一括及び個別に作
成できること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。

統一様式は全ての照会を網羅していないた
め、統一様式以外の内容を追記。

反映する ●

【提案】地方税務協会以外の様式もあるため、「等」の記載
を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.7.2. 各種調査書
等作成

各種財産の調査書（または照会書）及び
回答書を「地方税共同機構」の統一様式で
一括及び個別に作成できること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。

各種財産（預貯金、保険、給与・賞与、売
掛債権、年金債権、拠出金等）の調査書
（または照会書）及び回答書を「地方税共
同機構」の統一様式等で一括及び個別に作
成できること。または、NTTbatの預貯金デー
タ照会ができること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。（金融機関マスターより
更新できること）

統一様式は全ての照会を網羅していないた
め、統一様式以外の内容を追記。

反映する ●

2243 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2243

滞納 2.7.2. 各種調査書
等作成

各種財産の調査書（または照会書）及び
回答書を「地方税共同機構」の統一様式で
一括及び個別に作成できること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。

各種財産（預貯金、保険、給与・賞与、売
掛債権、年金債権、拠出金等）の調査書
（または照会書）及び回答書を「地方税共
同機構」の統一様式等で一括及び個別に作
成できること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。

統一様式は全ての照会を網羅していないた
め、統一様式以外の内容を追記。

反映する ●

2243 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2243

滞納 2.7.2. 各種調査書
等作成

各種財産の調査書（または照会書）及び
回答書を「地方税共同機構」の統一様式で
一括及び個別に作成できること。

統一様式以外にも追加作成できること。 財産の種類や調査したい内容によって新たな
様式を作成したいため。

反映する ●

2243 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2243

滞納 2.7.2. 各種調査書
等作成

滞納者を特定するため、なるべく多くの住所を
調査文書に印字できること。

調査文書に外国人滞納者の氏名を印字す
る際に、本名、通称名、併記名、宛名用名
を単数または複数選択して印字できること。

文字数の多い氏名（特に外国人の氏名）
をすべて表示・印字することが可能なこと。

定例的に調査を実施する照会先について照
会先グループ登録ができ、照会者検索時に
グループ毎に一括呼び出し、照会先設定が
可能なこと。

区長名、職務代理者名等の調査依頼者の
公印を登録でき、選択して印字できること。

調査文書について、一部電子公印では調査
に応じない調査先があるため、帳票によって
電子公印を使用するかしないかを選択できる
ようにすること。

銀行一括調査を行う際に、把握している滞
納者の住所をすべて入力することで、口座を
特定しやすくする狙いがあります。

外国人の方の氏名もなるべく特定しやすいよ
うに調査文書に記載したいと考えています。

外国人の方の氏名は長くて40文字を超えま
す。なるべくすべて表示・印字できるようにした
いと考えております。

反映する ●

【提案】定期的に調査を実施する照会先に一括して照会で
きるよう、照会先をグループで登録し、グループの照会先すべ
てに一括して照会文書を出力できるよう追加する。（オプ
ション）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.2. 各種調査書
等作成

各種財産の調査書（または照会書）及び
回答書を「地方税共同機構」の統一様式で
一括及び個別に作成できること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。

各種財産（預貯金、保険、給与・賞与、売
掛債権、年金債権、拠出金等）の調査書
（または照会書）及び回答書を「地方税共
同機構」の統一様式等で一括及び個別に作
成できること。
調査先ごとにマスタ登録され、選択し、依頼
文を作成できること。

調査対象者の住所履歴、改姓履歴が印字
されること。

・金融機関への預金調査では届出住所と住
民記録上の住所と異なる場合に「該当なし」
で回答されてしまうケース多いので住民異動
履歴の印字をして運用していることから必須。
・改姓についても上記と同様の理由から必
須。

統一様式は全ての照会を網羅していないた
め、統一様式以外の内容を追記。

反映する ●

2243 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2243

滞納 2.7.2. 財産調査処
理

税務署に対する生保控除照会（一括）は
次の条件で滞納者を抽出する。
・何等かの滞納税がある
・今年度の市県民税における課税理由（当
初もしくは直近）が確定申告で、生命保険
料控除がある。
・昨年度の市県民税が特徴のみのものは除
く。
・昨年度（H30年度）の市県民税が差額
普徴のものは除く。

様々な財産調査を実施するにあたり、システ
ム管理で一括処理することで、業務時間短
縮に寄与するため。

反映する ●

【提案】2.7.1./2.7.2.に、一括出力について、2.1.8.の抽
出結果を基に調査可能となるよう、備考欄に追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.2. 財産調査処
理

実態調査対象者の住民票登録地が特定の
市町村の場合（例：神戸市、大阪市等）
は、住民票照会をまとめて出力できること。

様々な財産調査を実施するにあたり、システ
ム管理で一括処理することで、業務時間短
縮に寄与するため。

反映する ●

6540 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6540

滞納 2.7.3. 調査書類等
作成

照会文書、回答書の文面を自由に編集でき
ること。

照会文書、回答書の文面を自由に編集で
き、編集後の文書を別文書として保存できる
こと。

職員業務量の低減

反映する ●

【提案】タイトル、調査内容を自由に作成できる、フリーの調
査書を作成できるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.7.3. 各種調査書
等作成

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。
新たな種類の照会文書を追加できること。

照会文書種類は社会情勢等により追加され
る事があるため、システムに可変要素を求め
る。

反映する ●

60 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

60

滞納 2.7.3. 各種調査書
等作成

記載なし （実装すべき機能）
編集した文面を、マスタに登録できること。

同一文面の場合、毎回編集する手間を省く
ため。

反映する ●

60 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

60

滞納 2.7.3. 各種調査書
等作成

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。
新たな種類の照会文書を追加できること。

預金照会はデータ照会を社会情勢等により
できるように考慮するほうが良いと思います。

反映する ●

60 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

60

滞納 2.7.3. 各種調査書
等作成

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。
新たな種類の照会文書を追加できること。

照会文書種類は社会情勢等により追加され
る事があるため、システムに可変要素を求め
る。

反映する ●

60 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

60

滞納 2.7.3. 各種調査書
等作成

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。
なお、統一様式に関しては、決まっている文
言は編集できないこと。

統一様式の文言は変えてはならないとされて
いるため。

反映する ●

【提案】実装しない機能として、地方税務協会の作成する
統一様式については、文言の編集ができないこととする。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.3. 各種調書等
作成

一人の滞納者の調査住所について、複数
（最新住所、過去の履歴、居所等）で照
会書が作成できること。また任意で編集が可
能なこと。

（右記状況に関し）担当による別途住所
記載の業務が軽減可能なため。

特定の照会対象機関では住所が一致してい
ない場合、回答不可になるため（現住所の
みの調査しかできない場合は、業務に支障あ
り）。

反映する ●

【提案】タイトルの変更機能を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.3. 各種調査書
等作成

照会文書・回答文書の文面を、自由に編集
できること。

照会文書・回答文書の文面（住所等）
を、自由に編集できること。

照会先の希望に合わせて、郵便番号等の情
報を追加で記載することがあるため。

反映する ●

4769 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4769

滞納 2.7.3. 各種調査書
等作成

臨店差押用に調査文書の首長名を担当徴
税吏員の氏名に変更できること。

実態調査の回答に普徴特徴の併徴の方の
情報が正しく表示されること。

臨店差押を行う際に、通常は首長名が記載
されている欄に担当徴税吏員の氏名を記載
することになるため必要です。

反映する ●

【提案】執行機関（処分庁）について、首長／徴税吏員の
いずれかを選択できるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.4. 各種調査所
等作成

金融機関への照会について、電子ファイルで
の抽出ができること。
また、回答を電子データで一括して取り込む
ことができること。

金融機関への照会について、電子ファイルで
の抽出ができること。照会したことがオンライン
で容易に確認できること。
また、回答を電子データで一括して取り込む
ことができること。
契約相手方（調査代行業者、金融機関
等）とのインターフェース調整ができること。

照会済であることを容易に確認できない場
合、確認に時間を要するだけでなく、二重に
照会してしまう可能性があるため

契約相手方とインターフェース調整を行う場
合があるため

反映する ●

【提案】収納側の機能に合わせ、「契約相手方（調査代行
業者、金融機関等）とのインターフェース調整ができること。」
の記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.7.4. 各種調査書
等作成

金融機関の回答データを電子データで出力
できること。

口座残高や取引履歴をエクセル等で分析し
滞納処分に利用するため。

反映する ●

【提案】分析に用いるため、回答データはCSV出力できるよう
追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.4. 各種調査書
等作成

金融機関への照会について電子ファイルで抽
出した際、各金融機関ごとの照会フォーマット
に変換することができる。

現在、各銀行へ預貯金調査の照会をかける
際、システムから抽出したデータを、エクセルの
マクロ機能を使用して各金融機関のフォー
マットへ転記したデータを提出し、照会を行っ
ている。データの作成に約４時間かかっている
が、システムで一括で行うことができれば、２
時間ほどで終了すると思われるため。

各銀行へ照会をかける際に銀行ごとのフォー
マット指定があることを想定しています。今回
の標準化に合わせて各銀行のフォーマットも
統一されるのであれば、追加は不要です。

反映する ●

4635 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4635

滞納 2.7.6. 回答書作成

【実装すべき機能】
各調査書・照会書・申請書を作成した課の
宛先を印字した、回答書を作成できること。

【実装すべき機能】
各調査書・照会書・申請書を作成した課の
宛先を印字した、回答書を作成できること。
照会文書・回答文書の文面を、自由
に編集できること。
ＣＳＶとＰＤＦ出力ができること。

回答書の編集が必要で、データ保存をしたい
ため

反映する ●

【提案】照会対象者データはCSV出力できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.7. 回答書作成

回答書を自動で作成できること。 回答書を作成できること。 　「自動で」の意味が解らないため。
　回答項目にはシステム化されていない項目
が混在している事例も多く、当自治体では滞
納管理システムに保持する事項だけを回答
書に印字し、不足箇所は手書き等で補記す
る運用としている。　「自動で」という語句の意
味が「手書き補記を不要とする」という意味な
らば、各種の莫大な量のデータのシステム化
（画像データからの文字起し、他業務画面
を見る代りにデータ連携、等）が必要と思わ
れ、過剰な機能であるため。

反映する ●

【提案】自動で作成できる項目、できない項目が考えられる
（給報など、画像データからの文字お越し）ため、記載を詳
細化する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.9. 回答情報の管
理

各調査書・照会書・申請書から得られた回
答情報の管理（参照、登録、修正、削
除）ができること。

財産は債権・不動産・自動車等、動産・無
体財産・振替社債等・その他の大区分と詳
細（例：債権の場合　預貯金、給与、保
険等）の管理ができること

各調査書・照会書・申請書から得られた回
答情報の管理（参照、登録、修正、削
除）ができること。
一括照会の回答に関しては、個別画面を展
開しなくても一括で回答登録できること。

財産は債権・不動産・自動車等、動産・無
体財産・振替社債等・その他の大区分と詳
細（例：債権の場合　預貯金、給与、保
険等）の管理ができること

一括照会回答を特定の担当者が回答登録
する運用があるため、機能対応を求める。

反映する ●

【提案】一括で回答情報を管理できるような機能を追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.7.9. 回答情報の管
理

回答先を登録する場合、全国自治体マスタ
及び金融機関マスタから選択できること。

回答先を入力するときは、手入力ではなくマ
スタから選択できることで入力ミスや業務の効
率化につながるため。

反映する ●

【提案】回答先を登録する際、マスタから選択できるよう追加
する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.1. 財産・権利者
情報管理

なし 第三債務者のうち、預貯金については、「金
融機関マスタデータ」を活用したテーブル管理
を行い、本店だけでなく支店や事務センター
単位で情報登録を行えるものとすること。ま
た、本店や支店の所在地等の情報もデータ
管理を行えること。

事務における入力ミスなどを減らすことができ
るため。

反映する ●

【提案】預貯金の権利者情報は金融機関マスタの情報を活
用できると思われるため、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.1. 財産・権利者
情報管理

参加差押受理状況を管理できること。 差押執行機関として、適切な管理ができるよ
うにするため。

反映する ●

【提案】後発の執行機関について管理できればよいため、追
加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.1. 財産・権利者
情報管理

仕様書からは各部署共通での情報登録が
可能なのか、また財産一覧画面で財産情報
を共有可能なのか判断できない。

財産情報について、各部署共通での情報登
録を可能とし、財産一覧画面で財産情報を
共有可能とする。

他部署で調査した財産情報を参照すること
で、事務効率化が図れる。（例.他部署で
既に財産調査等をしている場合に自所属の
部署で二重に調査するなどの無駄が削減で
きる。）

反映する ●

2586 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2586



滞納 2.8.10. 配当計算書
作成・管理

差押範囲をもとに、配当計算書（国税通則
法49条に記載事項が明記）を作成し、出
力できること。
また、配当処分のもととなる滞納処分の内容
を入力できること。

配当処分のもととなる滞納処分の内容を自
動で入力し、その内容を編集できること。

滞納処分情報が自動で入力されることで、
入力の手間を省くことができ、誤入力のリスク
を低減させることができるため。

要検討 ●

【提案】配当計算に記載される滞納処分の内容は、滞納処
分情報と同一のものが自動入力される仕様が一般的と思わ
れるため、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.10. 配当計算書
作成・管理

・配当手続きの中で、延滞金の計算の終期
の日を入力し、それに基づき延滞金が計算さ
れるようにすること。

国税徴収法基本通達129-5に明示されて
いるとおり、延滞金の計算の終期は、差押し
た金銭はその差押えの日、第三債務者から
給付を受けた金銭はその給付を受けた日とさ
れているため。

配当手続きをシステム上で行ったうえで、別
途、延滞金を計算し確定させる事務が不要
となる場合は、1月の事務に要する時間がの
べ30時間程度低減されるため。

反映する ●

【提案】配当時の延滞金額について、延滞金計算日を任意
に設定できるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答
必要であり、提案内容とすることが望ましい

提案のとおりとする。

滞納 2.8.10. 配当計算書
作成・管理

差押財産の換価から配当計算書を発する期
日がカレンダーで表示されること。配当計算
書を発した日から7日を経過した日が休日等
の場合は、その休日等を換価代金等の交付
期日として選択できないようにする（または注
意を促すポップアップが表示される）こと。

国税徴収法第131条の規定より、換価した
日から3日以内に配当計算書を発しなけれ
ばならないため。発する期日がカレンダーで表
示されることで、より適切な送付管理が期待
できるため。また、同法第132条第２項の規
定より、換価代金等の交付期日が休日等に
当たった場合でも交付期日が延長できないた
め。

反映する ●

【提案】配当計算書を発した日から7日を経過した日が休日
等の場合、換価代金の交付期日として選択できないよう追
加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.10. 配当計算書
作成・管理

配当計算書の情報を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。
差押範囲をもとに、配当計算書（国税通則
法49条に記載事項が明記）を作成し、出
力できること。
また、配当処分のもととなる滞納処分の内容
を入力できること。
債権現在額、他機関の債権額、残余金の
自動計算機能を自動計算できること。
差押財産の一部換価（預金の一部換価
等）についても、配当計算書を作成できるこ
と。

特記事項として以下追加。
「継続債権の取立については、前回の配当
計算書のデータを引用できること。ただし、市
長が確認した債権額については、前回の取
立額を反映した金額を表示すること。（手入
力・修正も可とする）
配当計算書に応じた、整理票（非OCR納
付書）の出力を可能とする。
※納付日の項目を入力し、納付日印を印
字できること
※取立金額に応じた非ＯＣＲ納付書が作
成できること
※マスタより登録した出納員を印字できるこ
と」

手処理に係る時間・ミスを削減し、業務時間
短縮に寄与するため。

反映する ●

【提案】継続債権の取り立てなど、一つの滞納処分に対し複
数の配当計算書の作成ができる機能を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
複数というのは取立の都度配当計算書を作ることから複数という表現を使用しているという認識でよいか。
J回答
K回答

I回答：複数というのは取立の都度配当計算書を作ることから複数という表現を使用しているという認識で
よいか。
【回答】ご認識の通り

滞納 2.8.10. 配当計算書
作成・管理

滞納処分に関する配当金処理ができること。
充当順位は古い年度の本税優先で配当計
算書を作成することを既定値とするが、修正
も可とする。

手処理に係る時間・ミスを削減し、業務時間
短縮に寄与するため。

反映する ●

【提案】充当期別は、年度の古い順に優先的に充当される
よう、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
年度だけでなく、納期も判断すべき。また延滞金より本税を優先すべきと考えるため、デフォルト値としては
本税未納のうち納期限が古いもの。
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

E回答：年度だけでなく、納期も判断すべき。また延滞金より本税を優先すべきと考えるため、デフォルト値
としては本税未納のうち納期限が古いもの。
【提案】「年度の古い順」→「本税未納のうち納期限が古いもの」に修正する。

●

滞納 2.8.11. 配当計算書
作成・管理

配当計算書作成上、頻度が高い債権者、
第三債務者（所在・名称）を、随時選択
できること。

配当計算書作成は処分内容と同じため処
分内容を引用して作成できること。
差押・参加差押・交付要求（破産・競売）

何度も同じこと入力しなくても、１処分に対し
て引用すればできると思われます。

反映する ●

2397 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2397

滞納 2.8.11. 配当計算書
作成・管理

配当計算書作成上、頻度が高い債権者、
第三債務者（所在・名称）を、随時選択
できること。

第三債務者については、選択ではなく差押登
録時の情報を引用すること。

差押登録時の情報を引用することで、選択
作業による操作時間の省略、選択ミスを防ぐ
ため。

反映する ●

2397 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2397

滞納 2.8.12. 滞納処分処
理

消込用の納付書は発行しなくてもよいと想定 選択式にできる 会計課での収納消込処理にて納付書の読
み込みに必要なため、選択式を希望。

反映する ●

【事務局】備考欄について、選択式だと明示するため、記載
を修正した。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当先期別を自動・手動で選択できること。
また金額欄はいずれも手動で修正ができるこ
と。

充当先や金額に修正や調整が必要になった
場合にシステム上で処理できることにより、事
務処理時間の低減に繋がると思われるため。

反映する ●

【提案】充当額は、手動で修正できるよう、追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
「【提案】充当期別は、年度の古い順に優先的に充当されるよう、追加する。」とありますが、「充当期別は
督促手数料、本税、延滞金の順にそれぞれ納期限の古い順番に・・・」が適当と考えます。
I回答
J回答
K回答

No7541のとおり



滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当先期別を自動・手動で選択できること。
また金額欄はいずれも手動で修正ができるこ
と。

充当先や金額に修正や調整が必要になった
場合にシステム上で処理できることにより、事
務処理時間の低減に繋がると思われるため。

反映する ●

1126 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1126

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当先期別を自動・手動で選択できること。
また金額欄はいずれも手動で修正ができるこ
と。

充当先や金額に修正や調整が必要になった
場合にシステム上で処理できることにより、事
務処理時間の低減に繋がると思われるため。

反映する ●

1126 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1126

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当先期別を自動・手動で選択できること。
また金額欄はいずれも手動で修正ができるこ
と。

充当先や金額に修正や調整が必要になった
場合にシステム上で処理できることにより、事
務処理時間の低減に繋がると思われるため。

反映する ●

1126 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1126

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当先期別を自動・手動で選択できること。
また金額欄はいずれも手動で修正ができるこ
と。

充当先や金額に修正や調整が必要になった
場合にシステム上で処理できることにより、事
務処理時間の低減に繋がると思われるため。

反映する ●

1126 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1126

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当先期別を自動・手動で選択できること。
また金額欄はいずれも手動で修正ができるこ
と。

充当先や金額に修正や調整が必要になった
場合にシステム上で処理できることにより、事
務処理時間の低減に繋がると思われるため。

反映する ●

1126 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1126

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当分として収納側で区別して消込ができる
こと。（例：消込用に充当期別分の納付書
発行、消込データの作成等）

充当分として収納側で区別して消込ができる
こと。また、延滞金計算の起算日となるため
取立日を領収日として管理できること。
（例：消込用に充当期別分の納付書発
行、消込データの作成等）

延滞金を正確に計算するため、取立日＝領
収日で管理する必要があるため

反映する ●

2765 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2765

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当通知書の情報を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。

充当通知書を作成し、出力できること。ま
た、充当期別分の納付書を発行できること。
充当期別分の納付書は、時効の更新が行
われない納付書であること。

充当分として収納側で区別して消込ができる
こと。（例：消込用に充当期別分の納付書
発行、消込データの作成等）

差押財産の一部換価（預金の一部換価
等）についても、充当通知書を作成できるこ
と。

充当通知書の情報を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。

充当通知書を作成し、出力できること。ま
た、充当期別分の納付書を発行できること。
充当期別分の納付書は、時効の更新が行
われない納付書であること。

充当分として収納側で区別して消込ができる
こと。（例：消込用に充当期別分の納付書
発行、消込データの作成等）

差押財産の一部換価（預金の一部換価
等）についても、充当通知書を作成できるこ
と。

充当後の残額を任意で編集できること。

複数の債権差押をするなど、同時に処理す
る必要があり、残額の編集が必要な場合が
ある為。

反映する ●

【提案】充当後の残額は、手動で修正できるよう、追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当通知書の情報を管理（参照、登録、
修正、削除）できること。

充当通知書を作成し、出力できること。ま
た、充当期別分の納付書を発行できること。
充当期別分の納付書は、時効の更新が行
われない納付書であること。

充当処理時に、充当先となる税目・本税・督
促手数料・延滞金を自動計算及び修正がで
きること。
また、充当順位については複数パターンの中
から選択し、自動で反映されること。

自動計算されることにより、操作時間の省
略、入力ミスを防ぐため。

反映する ●

【提案】充当後（本税／延滞金／督促手数料）の残額
は、手動で修正できるよう、追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.8.12. 配当計算書
作成・管理

充当通知書を作成し、出力できること。ま
た、充当期別分の納付書を発行できること。
充当期別分の納付書は、時効の更新が行
われない納付書であること。

充当通知書を作成し、出力できること。配当
計算書と充当通知書を兼ねた、「配
当計算書兼充当通知書」を作成でき
ること。また、充当期別分の納付書
を発行できること。充当期別につい
ては金額を指定するのみで自動で選
択されること。充当期別分の納付書
は、時効の更新が行われない納付書
であること。入金日から充当日の間
に増える延滞金について、全額減免
の制御ができること。

配当と充当の内容を１枚にまとめることで、
作成時間を半減させるため。

充当期別を自動で選択することで、充当先
の指定ミスを防ぎ、事務時間の削減もできる
ため。

納付書に延滞金の制御機能をつけることで、
職員による別途延滞金減免の入力時間を
削減できるため。

反映する ●

【提案】公金日から充当日までの延滞金加算を制御できる
よう追加する。

滞納 2.8.13. 配当計算書
作成・管理

差押解除財産が既存差押財産から反映さ
れ、編集できるようにすること。

自動反映させることで仕事の正確性が担保
されるため。

要検討 ●

2397 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2397

滞納 2.8.14. 滞納処分の解
除書作成

なし 債権現在額申立情報については、該当する
処分データとの連携を行えること。

システム連携させることにより、事務のミスを減
らすことができるため。

要検討 ●

【提案】債権現在額申立てのもととなる滞納処分の内容を
自動で入力し、その内容を編集できる機能を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.15. 滞納処分の解
除書作成

－ 変更後の納期限は時間の管理もできること 競売事件等において、変更した納期限当日
に交付要求を行う場合、その前後関係を明
確にする必要があるため。

反映する ●

【提案】変更後の納期限は時間の管理ができるよう追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.15. 滞納処分処
理

繰上徴収情報情報の管理（参照、登録、
修正、削除）ができること。

繰上徴収情報の管理（参照、登録、修
正、削除）ができ、次の項目が管理できるこ
と。
繰上納期限、時間指定の有無（有りの場
合、その時間）、納付場所、発行日

繰上徴収登録後、同じ画面から「納期限変
更告知書」「繰上徴収告知書」を発行し、宛
名として「本人」を初期設定とするが、修正も
可とする。
繰上徴収変更告知書・徴収告知書の発行
後、対象明細・管理番号が記載された折衝
記録が作成されること。

折衝記録が表示されることで、市民の方を待
たせず、正しい情報を伝えることができるよう
する。

手処理に係る時間・ミスを削減するため。
また、折衝記録が表示されることで、時系列
で正しい情報を取得・理解するための時間短
縮に寄与する。

反映する ●

【提案】繰上徴収等の帳票発行時の自動登録を追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.18. 利害関係者
情報管理

債権者、第三債務者（所在・名称）をマス
タ管理できること。

債権者（所在・名称）、第三債務者（所
在・名称）、執行機関（所在・名
称）、権利者（所在・名称）、破産
管財人（所在・名称）をマスタ管理
できること。
各種帳票作成時に参照、登録できる
こと。

各種帳票作成時にマスタから利害関係人情
報を情報を参照、登録ができることで作成・
発行に係る時間が削減できるため。

反映する ●

【提案】マスタ管理できる項目を追加する。また、帳票作成
時に参照できるような記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.2. 滞納処分管
理

滞納処分の登録の際、執行停止中の期別
を選択した場合はエラーメッセージが表示され
ること。

地方税法第十五条の七により、滞納処分の
執行が停止されるため。

反映する ●

4621 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4621

滞納 2.8.2.
滞納処分の処
分調書等作

成

滞納処分の種類、起案日、決裁日、執行
日、受付日（有効日）、解除の起案日、
解除の決裁日、終了日（処分の自然消滅
日、破産開始決定日）の管理ができること。

各滞納処分の解除情報を管理（参照、登
録、修正、削除）できること。滞納処分執行
した財産について、滞納処分の一部解除
（返金に伴う一部解除等）が可能であるこ
と。

滞納処分の種類（差押、参加差押、国税
徴収法交付要求、滞調法交付要求、破産
事件交付要求）、起案日、決裁日、受付
日（執行日）、解除の起案日、解除の決
裁日、終了日（処分の自然消滅日、破産
開始決定日）の管理ができること。

各滞納処分の解除情報を管理（参照、登
録、修正、削除）できること。滞納処分執行
した財産について、滞納処分の一部解除
（返金に伴う一部解除等）が可能であるこ
と。

処分種類は明記した方が良いと思いますので
追記しました。執行日と受付日は共に当該
処分が有効となる日の意味ですので、同じ括
りで表現した方が良いと思います。

反映する ●

【事務局】滞納処分の種類について、用語の定義を行う。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.8.2. 滞納処分管
理

差押調書は、共有名義、連帯納税等につい
ても名寄せし作成する機能を有すること。合
わせて、帳票上にその旨記載すること。

国税徴収法基本通達第55条関係2 差押調書については、納税者単位で作成す
ることにより、滞納者も差押金額の把握が簡
便になる。

反映する ●

【提案】共有、連帯納税などを名寄せして作成できること。そ
の旨を帳票上に記載できるよう追加。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.2. 滞納処分処
理

滞納処分は、種別（差押・参加差押・交付
要求等）、対象財産（不動産・債権
等）、滞納明細を選択のうえ、登録・管理で
きること。

様々な滞納処分を実施するにあたり、システ
ム処理することで、業務時間短縮に寄与する
ため。

反映する ●

【提案】期別を任意に選択できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.2. 滞納処分処
理

処分（差押・参加差押・交付要求）につい
ては、以下の項目入力ができること。
「文書番号」「発送日」「滞納明細（期別選
択・追加修正可）」「対象財産届出住所」
「対象財産届出氏名」「対象財産（財産記
録より選択できること）」「第三債務者（マス
タより選択・修正も可）」「支店名・支局名
（マスタより選択・修正も可）」「権利者
（複数登録可）」
「処分年月日」「処分金額」「履行期限日」
「事件番号」「破産手続開始決定日」「交付
要求年月日」「破産管財人」「裁判所支部
名」「差押執行機関名」
「先行差押年月日」「差押解除年月日」
「債権種別」「受入債権の名称及び所在」
「配当金額」「受入債権の金額」「市長が確
認した債権」「納付日」「取立日」「残余金交
付者」「残余金額」「換価代金交付期日」
「換価代金交付場所」「残額請求指定期
日」

全て管理する必要がある項目であり、手処
理に係る時間・ミスを削減し、業務時間短縮
に寄与するため。

反映する ●

【提案】2.8.1.に処分財産を基に、滞納処分ができるよう追
加する。
【提案】2.8.6.に破産情報（破産手続き開始決定日、破
産管財人、裁判所、先行差押年月日／解除年月日等）
を管理できるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.2. 滞納処分処
理

差押者名については、市長または徴税吏員
（徴収職員）名の選択形式とする。徴税
吏員（徴収職員）名については修正可とす
る。

手処理に係る時間を削減し、業務時間短縮
に寄与するため。

担当者と臨場差押執行する者が異なる場合
があるため。

反映する ●

6541 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6541

滞納 2.8.2. 滞納処分処
理

延滞金の表示については、即時取立可能な
ものは「延滞金額表示」、そうでないものは
「要す」とし、後に修正も可能とする。

手処理に係る時間・ミスを削減し、業務時間
短縮に寄与するため。

要検討 ●

【確認】財産の差押時、滞納額に延滞金を表示させず、後
に修正する運用はあり得るか。

A回答
想定していない。
B回答
調書作成時（差押時）には、その時点での延滞金の額を表示し、「要す（0,000円）」とし、換価時に
はその日で計算した延滞金の額としている。
C回答
本市ではない。
なお、年金差押時は実際の入金予定日の延滞金明細を同封することがある。
D回答
E回答
要す（ 〇,〇〇〇円）と標記している。
F回答
H回答
I回答
当市で事例はない。差押え時に確定してない延滞金については、「要す○○円」と表記している。
J回答
差押時は「要す」の記載だが、必ず差押時の延滞金も表示している。
K回答

差押時の延滞金額を記載（要す（0,000円））するケースが一般的と思われる。
本意見に対し、特に対応はしない。

滞納 2.8.5. 滞納処分管
理

記載なし （実装すべき機能）
執行機関における差押日を入力できること。

執行機関における差押日を管理するため。
（執行機関における差押において、対象の
差押を特定するうえで必要となるため。）

反映する ●

【提案】差押日の追加を検討 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.8. 滞納処分管
理

執行停止中の期別に対しても交付要求でき
ること。

国税徴収法１５３条　基本通達１０

反映する ●

【提案】執行停止中の期別に対しても交付要求できるよう追
加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答
提案内容に変更することが必要

提案のとおりとする。

滞納 2.8.8. 滞納処分管
理

記載なし （実装すべき機能）処分期別を任意で選
択できること。また、期別の金額変更できるこ
と。

納付済であることが確認できているが、未消
込の状態等で、手動で変更するため。

反映する ●

【提案】金額を修正できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 2.8.8. 滞納処分管
理

処分対象となる期別に関して
・本税及び延滞金の編集及び登録後の修
正ができること。
・自動選択された期別の削除ができること。

適正な金額による処分執行のため
（領収書確認直後の消込に至らない期間
の滞納処分等）

反映する ●

2848 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2848

滞納 2.8.8. 滞納処分管
理

滞納処分要件を満たした期別は、自動で選
択されていること。また、滞納処分要件を満た
さない期別については、手動で滞納処分期
別として選択できること。

滞納処分要件を満たさない期別を選択した
場合、注意喚起のメッセージが表示されるこ
と。

職員による処理ミスを防ぐため。

反映する ●

【提案】滞納処分要件を満たさない期別を選択した場合、
メッセージなどが表示されるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
デフォルトとして処分不可能明細は表示されない、選択できないようにしておく必要があると考える。
また提案のとおりの仕様とする場合選択時に処分要件を満たさない場合にメッセージが出るようであれば、
処分可能明細を選択しなかった場合のメッセージも必要と考える。
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

E回答：デフォルトとして処分不可能明細は表示されない、選択できないようにしておく必要があると考え
る。
また提案のとおりの仕様とする場合選択時に処分要件を満たさない場合にメッセージが出るようであれば、
処分可能明細を選択しなかった場合のメッセージも必要と考える。
【確認】処分不可能明細として、「執行停止分」「納期未到来分」「時効完成分」「不能欠損分」とし、選
択できないようにする対応でよいか。なお、「督促状発布後10日未経過」「督促状発送していない期別
（納期限の変更分は除く）」については、未来日の差押を鑑み、要件から除外する想定。（全構成
員） ●

滞納 2.8.8. 滞納処分管
理

滞納処分要件を満たした期別は、自動で選
択されていること。また、滞納処分要件を満た
さない期別については、手動で滞納処分期
別として選択できること。

（追加および削除）
滞納処分要件を満たした期別は、自動で選
択されていること。また、手動で滞納処分期
別として選択できること。
滞納処分を行う期別の税額及び金額は任
意に変更できること。

例えば、一度滞納処分を行い、システム上そ
の充当が反映がされる前に、更なる滞納処
分を行う場合など、システム上滞納処分要
件を満たす期別であっても滞納処分から外し
たり、充当後の金額に手修正するケースが想
定されるため。

反映する ●

3819 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3819

滞納 2.8.8. 滞納処分管
理

滞納処分要件を満たした期別は、自動で選
択されていること。また、滞納処分要件を満た
さない期別については、手動で滞納処分期
別として選択できること。

滞納処分要件を満たした期別は、自動で選
択されていること。また、滞納処分要件を満た
さない期別については、手動で滞納処分期
別として選択できること。その際、督促状未発
送や、分納中・執行停止・欠損・時効到来
済の明細を選択している場合は、警告を出
し、確認できること。
また、明細の金額変更も可能とすること。

手処理に係る時間・ミスを削減し、業務時間
短縮に寄与するため。

反映する ●

5927/3819 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5927/3819

滞納 2.8.9.
滞納処分の処
分調書等作

成

入力された財産情報や権利者情報をもと
に、滞納処分に係る関連帳票（登記嘱託
書・登記原因証明情報、債権現在額申
立、繰上徴収等を含む）を個別に作成でき
ること。
また、処分年月日は手入力できること。（未
来日付のものを作成できること。）

また、滞納処分調書の文章について、編集
機能を有すること。

入力された財産情報や権利者情報をもと
に、滞納処分に係る関連帳票（登記嘱託
書・登記原因証明情報、債権現在額申
立、繰上徴収等を含む）、送付文（登録
データを参照したもの）を個別に作成できる
こと。
また、処分年月日は手入力できること。（未
来日付のものを作成できること。）
加えて、送付文データについては主たる出力
帳票の性質毎に変更を加えられること。（給
与支払者や銀行宛の送付・差押後の手続
案内文を想定）

また、滞納処分調書の文章について、編集
機能を有すること。

送付文書を統一的なものとすることで、作業
ミスの発生を抑制する。また、情報転記など
のコストを縮減するため。

反映する ●

【提案】デフォルトの文章を複数登録できるよう、追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.8.9.
滞納処分の処
分調書等の作

成

各滞納処分調書に記載される執行者名は、
「徴税吏員名」と「市長名」で選択できるこ
と。

預金の差押時は、実際に徴税吏員が訪問し
た上で執行するため、「徴税吏員名」を記載
した調書で執行する必要があるため。

反映する ●

6541 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6541

滞納 2.8.9.
滞納処分の処
分調書等作

成

預貯金調査等を行い回答入力した財産から
差押えする財産を選択でき、滞納処分をす
る税金に紐づき確認できること。
差押通知書の書式を自由に編集し複数登
録できること。また、債権の種類ごとに書式を
選択できること。

回答入力した財産から差押えする財産を選
択し、この差押え財産に対して滞納処分をす
る税金を紐づけることで、事務処理が安易に
できること、後からの確認作業も安易となるこ
とから業務の効率化につながる。

反映する ●

1857 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1857

滞納 2.8.9.
滞納処分の処
分調書等作

成

差押調書の首長名を担当徴税吏員の氏名
に変更できること。

臨店差押を行う際に、通常は首長名が記載
されている欄に担当徴税吏員の氏名を記載
することになるため必要です。

反映する ●

6541 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6541



滞納 2.8.9.
滞納処分の処
分調書等作

成

滞納処分調書の文書はよく使用する文言記
載のテンプレートを保存できること。

毎回、一から調査書の作成をしなくて済むた
め。1件15分作成に要するのが、テンプレート
を使用すると3分程度で作成が可能となる。
200件作成する場合、40時間の削減とな
る。

調査先の処理も定型文であれば、処理が速
やかに行われる。

反映する ●

1857 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1857

滞納 2.8.9.
滞納処分の処
分調書等作

成

入力された財産情報や権利者情報をもと
に、滞納処分に係る関連帳票（登記嘱託
書・登記原因証明情報、債権現在額申
立、繰上徴収等を含む）を個別に作成でき
ること。
また、処分年月日は手入力できること。（未
来日付のものを作成できること。）

また、滞納処分調書の文章について、編集
機能を有すること。

入力された財産情報や権利者情報をもと
に、滞納処分に係る関連帳票（登記嘱託
書・登記原因証明情報、債権現在額申
立、繰上徴収、封筒等を含む）を個別に作
成できること。
また、処分年月日は手入力できること。（未
来日付のものを作成できること。）
また、滞納処分調書の文章、滞納者の住
所・氏名、法定納期限等について、修正を
可能とすること。
各種処分（差押・交付要求）に応じた分
界紙（滞納処分総括票や、送付文（第三
債務者宛）の出力を可能とする。
また、差押執行後に保存していたデータを呼
出し、支払請求書（別段・郵便振替・税外
の選択を可とする）の出力を可とする。

手処理に係る時間・ミスを削減し、業務時間
短縮に寄与するため。

送付文や支払請求書を送付する運用である
ため。
また書類整理のため、分解紙を使用するた
め。

反映する ●

【提案】滞納者の住所、氏名、金額、法定納期限等につい
て、修正できるよう追加する。（金額については意見にない
が、必要性が高いと思われるため）

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.9.1. 公売管理

仕様書からは、同一公告時の各滞納者にお
いて、複数の物品の公売、及びそれらに対す
る複数の落札者に対応しているか判断できな
い。

同一公告時の各滞納者において、複数の物
品の公売、及びそれらに対する複数の落札
者に対応できるようにする。

公売情報の正確な管理が図られる。

反映する ●

【提案】現在の記載から、同一公告時の各滞納者において
複数の物品の公売や複数の落札者への対応について記載
がないことから、同一公告時の各滞納者において、複数の物
品の公売、及びそれらに対する複数の落札者に対応できる
よう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.9.1. 公売管理

記載なし （実装すべき機能）
「入札」・「競り売り」の区分が選択できるこ
と。公売の参加制限の管理ができること。

国税徴収法第108条に準拠するため。

反映する ●

【提案】「入札」・「競り売り」の区分が選択できるよう追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 2.9.1. 公売管理

公売情報について、指定する情報を入力で
きること。（公売方法・公売場所等）

各市町村で公売に必要な情報を入力したい
ため。

反映する ●

【提案】公売方法、公売場所を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

郵便振替用紙は宛名番号、氏名、住所の
み印字したものが出力できること。

猶予による分割納付中の者などに使用させる
際、毎回の納付額が一定でない場合に金額
欄が空欄の納付書が必要である。システムか
ら出力できない場合は差し込み文書等を別
途作成する必要があり、作成事務が膨大に
なってしまうため。

反映する ●

【提案】払込取扱票については、記載項目を任意で選択で
きるような記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

郵便振替用紙は宛名番号、氏名、住所の
み印字したものが出力できること。

猶予による分割納付中の者などに使用させる
際、毎回の納付額が一定でない場合に金額
欄が空欄の納付書が必要である。システムか
ら出力できない場合は差し込み文書等を別
途作成する必要があり、作成事務が膨大に
なってしまうため。

反映する ●

1128 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1128

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

郵便振替用紙は宛名番号、氏名、住所の
み印字したものが出力できること。

猶予による分割納付中の者などに使用させる
際、毎回の納付額が一定でない場合に金額
欄が空欄の納付書が必要である。システムか
ら出力できない場合は差し込み文書等を別
途作成する必要があり、作成事務が膨大に
なってしまうため。

反映する ●

1128 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1128



滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

郵便振替用紙は宛名番号、氏名、住所の
み印字したものが出力できること。

猶予による分割納付中の者などに使用させる
際、毎回の納付額が一定でない場合に金額
欄が空欄の納付書が必要である。システムか
ら出力できない場合は差し込み文書等を別
途作成する必要があり、作成事務が膨大に
なってしまうため。

反映する ●

1128 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1128

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

郵便振替用紙は宛名番号、氏名、住所の
み印字したものが出力できること。

猶予による分割納付中の者などに使用させる
際、毎回の納付額が一定でない場合に金額
欄が空欄の納付書が必要である。システムか
ら出力できない場合は差し込み文書等を別
途作成する必要があり、作成事務が膨大に
なってしまうため。

反映する ●

1128 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1128

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

郵便振替用紙は宛名番号、氏名、住所の
み印字したものが出力できること。

猶予による分割納付中の者などに使用させる
際、毎回の納付額が一定でない場合に金額
欄が空欄の納付書が必要である。システムか
ら出力できない場合は差し込み文書等を別
途作成する必要があり、作成事務が膨大に
なってしまうため。

反映する ●

1128 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1128

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。

納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。

納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

口座振替登録がある納税義務者に対して納
付書の再発行をする際に、アラートが表示さ
れること。
仮消込情報がある納税義務者に対して納付
書の再発行をする際に、アラートが表示され
ること。
当初賦課処理後、納入通知書が発送され
るまでの間は、現年度の納付書の再発行を
制限できること

収納管理業務の納付書即時発行
（6.1.1）と同様にアラート機能を設定する
ことで、過誤納等の発生を未然に防ぐことが
できるため。

要検討 ●

【提案】口座振替登録税目のある納税義務者／仮消込情
報がある納税義務者／当初納通発送までの間、納付書の
再発行をする際アラートなどが表示されるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
・口座振替登録税目のあるのみでアラートがあると警告の意味が薄れる。納期未到来かつ口座振替デー
タ作成後、振替日前までなどの条件定義が必要。
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

【提案】口座振替登録税目のある納税義務者については、口座登録していても納付する場合が考えら
れるため、削除する。

●

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。
納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。
出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。
納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。
出力の際、未納額を変更して出力できるこ
と。

調定額を変更するのは課税側であるべきで、
滞納としては納付書に出力する金額（未納
額）を変更できればよいと考える。

反映する ●

【提案】「調定額」でなく「未納額」が出力されるべきなので、
修正する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。

納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納付書と郵便振替用紙を納税者の期別単
位で発行/再発行できること。

納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納税者分全て出力する意図では無いと思い
われるため、期別単位と追記。

反映する ●

【提案】納付書は期別で出力されるため、期別単位とする。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
・納付書は期別単位のものと複数の期別をまとめた納付書（まとめ納付書）が出力できると認識してい
た。期別単位でしか納付書を発行できないとすると納付書そのものやコンビニ納付の手数料、納付書の郵
送料に影響するためまとめ納付書は必須。
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

E回答：納付書は期別単位のものと複数の期別をまとめた納付書（まとめ納付書）が出力できると認識
していた。期別単位でしか納付書を発行できないとすると納付書そのものやコンビニ納付の手数料、納付
書の郵送料に影響するためまとめ納付書は必須。
【回答】合算納付書は3.1.3.で対応予定

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

出力の際、納付する額を変更して出力でき
ること。

用語の統一のため。

反映する ●

2015 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2015

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。

納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納付書と郵便振替用紙を納税者の期別単
位で発行/再発行できること。

納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納税者分全て出力する意図では無いと思い
われるため、期別単位と追記。

反映する ●

2015 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2015



滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

・納付書記載の「住所」・「氏名」を非表示で
も出力できること。
・DV/ストーカー支援者案件についてはデフォ
ルトで住所の非表示が可能なこと。

個人情報漏洩の防止。
軽自動車税等で第三者（車検業者等）が
車検証等を持参の上、来庁納付に訪れた場
合、納税者の「住所」を非表示として納付書
を交付するため。

反映する ●

【提案】軽自動車税等で第三者（車検業者等）が車検証
等を持参の上、来庁納付に訪れた場合、納税者の「住所」
を非表示として納付書を交付する場合があるため、納付書
は、住所、氏名について非表示での出力ができる機能をオプ
ションで追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
・第三者納付はどの自治体でも想定されることであり、個人情報保護は税務システムとして当然に備えるべ
きであるため、オプションではなく標準機能とすべき
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

【確認】本機能の必要性は高いか。現行システムでも実装されているか（全構成員）

●

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。
納付書によって納付時に時効延長の有無を
選択できること。
出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。
納付書によって納付時に時効延長の有無を
選択できること。
出力の際、調定額「及び宛名」を変更して出
力できること。

　地方税法第20条の６の規定により、第三
者納付又は納入があった際、納付書(領収
書)に第三者納付又は納入者の氏名又は
名称を記載する必要があるため。
(例)●●　●●様（△△　△△様分)
　・●●　●● … 第三者納付・納入者氏
名・名称
　・△△　△△ … 納税義務者氏名・名称

反映する ●

【提案】住所、宛名を変更する場合があるため、変更機能の
記載をオプションで追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

口座振替登録がある納税義務者に対して納
付書の再発行をする際に、アラートが表示さ
れること。

口座振替と納付書の重複納付による還付・
充当処理の手間を減らすため。

反映する ●

1788 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1788

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。
納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。
出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。
納付書によって納付時に時効延長の無を選
択できること。
出力の際、未納額を変更して出力できるこ
と。

納付書発行時に時効延長の有無を選択す
る場合、都度確認が必要であり、「有」を選
択するべき場面で「無」を選択すた等、誤操
作の要因となる

納付は原則として時効延長要件であり、有
無を選択するのではなく「無」を選択すること
ができる必要があるため。また、変更する額は
未納額と考える。

反映する ●

2015 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2015

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。

納付書によって納付時に時効延長の有無
を、選択できること。

出力の際、調定額を変更して出力できるこ
と。

・期別額を上回る金額での納付書は出力で
きないこと。

・納付書発行時（分割納付書含む）に口
座振替が登録されている場合には警告メッ
セージが表示されること。

・誤った金額での納付書を出力してしまわな
いようにするため。

・口座振替をしているにも関わらず納付書等
を交付してしまわないようにするため。また、必
要に応じ早期に口座振替の停止・廃止処理
が行えるようにするため。 要検討 ●

1788 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1788

滞納 3.1.1. 納付書即時
発行

納付書と郵便振替用紙を納税者単位で発
行/再発行できること。

（変更）
納付書と郵便振替用紙を期別単位で発行/
再発行できること。

同一納税者の一部納付に対応するため。

要検討 ●

3085 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3085

滞納 3.1.10. 発行情報・送
付状況管理

収納仕様書参照
収納の6.1.11の機能を追加する。

ニーズにあった対応がされ、納付しやすくなる
ため

納付書発行を1枚にまとめれば、作業が削減
されるため。

紙の削減がされるため。

要検討 ●

【提案】収納6.1.10.の記載にそろえる A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

※備考欄に有。 法人住民税の納付書も滞納管理システムよ
り出力できること。

法人住民税も他税目と併せて収納管理をし
ている団体が多いと思われ、同一システム内
で処理ができることで事務処理時間の低減に
繋がると思われるため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

【備考】法人住民税の納付書は法人で定義
しており、収滞納では定義しない想定

滞納整理システムからでも、全税目の納付
書を再発行が行えること。

画面の切替を減らすことで業務の短時間化
ができる。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173



滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

※備考欄に有。 法人住民税の納付書も滞納管理システムよ
り出力できること。

法人住民税も他税目と併せて収納管理をし
ている団体が多いと思われ、同一システム内
で処理ができることで事務処理時間の低減に
繋がると思われるため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

【備考】法人住民税の納付書は法人で定義
しており、収滞納では定義しない想定

滞納整理システムからでも、全税目の納付
書を再発行が行えること。

画面の切替を減らすことで業務の短時間化
ができる。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

※備考欄に有。 法人住民税の納付書も滞納管理システムよ
り出力できること。

法人住民税も他税目と併せて収納管理をし
ている団体が多いと思われ、同一システム内
で処理ができることで事務処理時間の低減に
繋がると思われるため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

【備考】法人住民税の納付書は法人で定義
しており、収滞納では定義しない想定

滞納整理システムからでも、全税目の納付
書を再発行が行えること。

画面の切替を減らすことで業務の短時間化
ができる。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

※備考欄に有。 法人住民税の納付書も滞納管理システムよ
り出力できること。

法人住民税も他税目と併せて収納管理をし
ている団体が多いと思われ、同一システム内
で処理ができることで事務処理時間の低減に
繋がると思われるため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

【備考】法人住民税の納付書は法人で定義
しており、収滞納では定義しない想定

滞納整理システムからでも、全税目の納付
書を再発行が行えること。

画面の切替を減らすことで業務の短時間化
ができる。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

※備考欄に有。 法人住民税の納付書も滞納管理システムよ
り出力できること。

法人住民税も他税目と併せて収納管理をし
ている団体が多いと思われ、同一システム内
で処理ができることで事務処理時間の低減に
繋がると思われるため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

【備考】法人住民税の納付書は法人で定義
しており、収滞納では定義しない想定

滞納整理システムからでも、全税目の納付
書を再発行が行えること。

画面の切替を減らすことで業務の短時間化
ができる。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

※備考欄に有。 法人住民税の納付書も滞納管理システムよ
り出力できること。

法人住民税も他税目と併せて収納管理をし
ている団体が多いと思われ、同一システム内
で処理ができることで事務処理時間の低減に
繋がると思われるため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173



滞納 3.1.2. 納付書即時
発行

（備考欄）法人住民税の納付書は法人で
定義しており、収滞納では定義しない想定。

法人住民税についても、その他諸税目と同
様に納付書発行が出力できること。
（備考欄は削除）

法人住民税も、その他諸税目と同様にコンビ
ニ利用可・分割納付用等含めた各種の納付
書発行を出力し、運用中のため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.3. 納付書即時
発行

実装すべき機能として以下を追加する。

複数期別を纏めた納付書を出力できること。
また、本税が完納し、確定延滞金又は督促
手数料のみが未納の場合も複数期を纏めた
納付書を出力できること。

収納業務を行う上で必須の機能であるため。
また、収納管理業務の6.1納付書等発行
(再発行)と仕様を合わせることで、効率的に
事務を行うため。

反映する ●

【提案】納付書の様式は、収納管理システム6.1.シリーズの
仕様と同一であるよう修正する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.3. 納付書即時
発行

・第三者や第二次納税義務者が納付する
際に、第三者等の氏名、住所を入力して、そ
れを明記した納付書が発行できること。

国税通則法施行規則別紙第1号書式備考
7に、第三者等の氏名、住所、所在地を記
入することと定められているため。

第三者等が納付する場合に、第三者等の氏
名、住所等を手書きで納付書に記載する事
務が不要となる場合は、1月の事務に要する
時間がのべ10時間程度低減されるため。

反映する ●

4005 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4005

滞納 3.1.4. 窓口領収

任意の金額で窓口領収したとき、任意の条
件（納期限順・年度税目順含む、本税→
延滞金・本税先行、納付区分）で納付書
が発行できること。

任意の金額で窓口領収したとき、任意の条
件（納期限順・年度税目順含む、本税→
延滞金・本税先行、納付区分）で納付書
が発行できること。

窓口領収した際、滞納明細に領収額が反
映されること。

既に領収済のため、システム上で滞納扱いし
ない対応が必要。

反映する ●

2584 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2584

滞納 3.1.4. 窓口領収

仕様書からは、収滞納システムが仮消し機
能を有しているか判断できない。

納付書再発行画面に、仮消し機能を追加
する。仮納付収納の場合、夜間連携時削
除する処理を追加する。

消込がされていないが、納付済みである期別
について仮消込ができなければ正しい未納金
額を記載した各種帳票を発行することができ
ない。

反映する ●

【提案】収納2.1.6.「窓口で納付があった場合、仮消込の
登録ができること。」と同様の機能を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.4. 窓口領収

任意の金額で窓口領収したとき、任意の条
件（納期限順・年度税目順含む、本税→
延滞金・本税先行、納付区分）で納付書
が発行できること。

任意の金額で窓口領収したとき、任意の条
件（納期限順・年度税目順含む、本税→
延滞金・本税先行、納付区分）で納付書
が発行できること。
窓口領収分は、消込データが反映するまで
入金済として管理ができる事。

既に領収済のため、システム上で滞納扱いし
ない対応が必要。

反映する ●

2584 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2584

滞納 3.1.4. 窓口領収

任意の金額で窓口領収したとき、任意の条
件（納期限順・年度税目順含む、本税→
延滞金・本税先行、納付区分）で納付書
が発行できること。

任意の金額で窓口領収したとき、任意の条
件（納期限順・年度税目順含む、本税→
延滞金・本税先行、納付区分）で納付書
が発行できること。
窓口領収分は、消込データが反映するまで
入金済として管理ができる事。

既に領収済のため、システム上で滞納扱いし
ない対応が必要。

反映する ●

2584 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2584

滞納 3.1.4. 窓口領収

[実装すべき機能]
…任意の条件(納期限順・年度税目順含
む、本税→延滞金・本税先行、納付区分)

[実装すべき機能]
…任意の条件(納期限順・年度税目順含
む、本税→督促手数料→延滞金・本税先
行、納付区分)

督促手数料を条件に含めた方がいいと思い
ます。

反映する ●

【提案】督促手数料についてオプションで追記する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.5. 窓口領収

納付書発行時に仮消し込み対応が可能な
こと。

窓口で領収し、残額の分納も同時に組む場
合や配当計算書に納付書を同封する場合
等、システム上すぐに反映されないが、確実に
反映される収納データを仮消し込みすること
で、お客様にとってわかりやすい処理ができる
と考えています。

反映する ●

2584 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2584



滞納 3.1.6. 納付書仕様

作成する納付書の納付済通知書部分（法
人住民税は除く）について、OCRで読み取
ることができること。

作成する納付書の納付済通知書部分につ
いて、OCRで読み取ることができること。

法人住民税の未納分の納付書を発行する
場合、OCRを印字しているため。

反映する ●

【提案】法人住民税納付書について、OCR出力する形式が
考えられるため、「法人住民税は除く」を削除する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.6. 納付書仕様

作成する納付書の納付済通知書部分（法
人住民税は除く）について、OCRで読み取
ることができること。

作成する納付書の納付済通知書部分につ
いて、OCRで読み取ることができること。

法人市民税についても、滞納案件になれば、
滞納主管課が納付書を再発行することが多
く、OCR対応納付書を発行する必要がある
ため。

反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.6. 納付書仕様

作成する納付書の納付隋通知書部分（法
人住民税は除く）について、OCRで読み取
ることができること

作成する納付書の納付隋通知書部分につ
いて、OCRで読み取ることができること

法人住民税も、その他諸税目と同様にコンビ
ニ利用可・分割納付用等含めた各種の納付
書発行を出力し、運用中のため。申告と同
時提出の法人住民税納付書はOCR読取
対象外でよいが、滞納管理として再発行した
納付書の場合は税目限定せず読み取れるこ
とが必要。 反映する ●

5173 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5173

滞納 3.1.6. 納付書仕様

収納システムから発行するものと同様にマルチ
ペイメントネットワークサービス標準様式に対
応していること。

滞納システムから出力した納付書でもペイ
ジー納付できるようにするため。

反映する ●

2749 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2749

滞納 3.1.8. コンビニバー
コード仕様

コンビニバーコードの出力可否を制御できるこ
と

（実装すべき機能）
コンビニ収納に対応していない税目を設定し
発行制御がかけられること

コンビニ収納に対応していない税目があるた
め。

反映する ●

【提案】自治体によっては法人住民税など、バーコード出力し
ない運用の納付書があるため、コンビニ収納に対応しない税
目の場合は出力制御をかけられるよう追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.8. コンビニバー
コード仕様

以下の場合にはコンビニバーコードの出力可
否を制御できること。コンビニ使用期限はシス
テムで初期設定され、かつ、任意で変更でき
ること。
・30万円を超える場合（出力しないように制
御）
・コンビニ使用期限を経過している場合（出
力しないように制御）

以下の場合にはコンビニバーコードの出力可
否を制御できること。コンビニ使用期限はシス
テムで初期設定され、かつ、任意で変更でき
ること。
・30万円を超える場合（出力しないように制
御）
・コンビニ使用期限を経過している場合（出
力しないように制御）
・コンビニ取扱税目以外（出力しないように
制御）

各自治体によってコンビニ納付が可能な税目
が違うため、制御する必要がある

反映する ●

2855 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
税目を横断した納付書（まとめ納付書）において、
・同時に選択した明細の合計が30万を超える場合は納付書を2つ以上に分け出力されること。
・同時に選択した明細にコンビニ対応税目と非対応税目が混在した場合は別々の納付書で出力されるこ
と。
F回答
H回答
I回答
J回答

回答

2855

滞納 3.1.9. 各種納付書
発行

（実装すべき機能）
本税、延滞金の納付書と郵便振替用紙を
発行できること。
納付書には延滞金及び督促手数料を記載
する／しないを選択できること。また、延滞金
については、納付日を指定することにより自動
計算した金額を記載すること

（実装すべき機能）
本税、延滞金の納付書と郵便振替用紙を
発行できること。
納付書には延滞金及び督促手数料を記載
する／しないを選択できること。また、延滞金
については、納付日を指定することにより自動
計算した金額を記載すること
延滞金，督促手数料についてもそれぞれ１
枚の納付書を出力できること。発行時に本
税，延滞金，督促手数料のいずれを出力
するか選択できること。
延滞金，督促手数料の納付書についても，
本税の発行システム，税目，発行年度毎
の発行通番に応じたバーコードをコンビニバー
コード作成サブシステムで作成すること。バー
コード情報は，本税，延滞金，督促手数
料の消込データに復元できるようサブシステム
に保存すること。
分割納付書，再発行納付書も通番でバー
コードを管理し，同一内容で多数の出力を
可能とすること

延滞金，督促手数料であっても本税と同様
にコンビニで納付ができる。

コンビニ用バーコードの規格“ＪＳ１－１２
８”では，同一のバーコードを複数発行する
ことを禁止していますが，同一の内容のデー
タを複数の納付書として出力するために再発
行区分（１桁）を用意し，最大１０枚ま
で出力できる仕様となっています。
函館市ではコンビニ用バーコードの有効期限
を発行日の５年後の年度末日としており，
有効期間が長いことから分割納付書や再発
行納付書のために１０枚以上の出力ができ
ることが重要と判断し，コンビニ用バーコード
に発行年度・発行システム毎の発行通番を
付番し，同一の税目，年度，期，通知書
番号，金額の納付書を１０枚以上作成で
きるようにしています。
このため，納付書のオンライン出力，バッチ
出力のタイミングでコンビニ用バーコード作成サ
ブシステムと連携してバーコードを生成，取
得，印字し，サブシステム内に納付書出力
履歴が残るようにする。
納付書出力履歴は速報確報から消込情報
を復元する際に使用する。

税目・科目や市内・市外，金融機関納付・
コンビニ納付に関わらず原則としてすべての納
付書を郵便振替払込取扱票とすることで，
納付用紙を共通化し調達コストを軽減させ
る。

反映する ●

【提案】本税、延滞金、督促手数料だけで発行できる記載
を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 3.1.9. 各種納付書
発行

「分納履行状況管理」欄にも記載している
が、「2.4.～分納」の機能から発行される納
付書は分納用の納付書で作成できること。

歴年滞納者は複数の納付書を交付（又は
発送）しているため混乱しやすい、問い合わ
せの時にも納付経緯含めて明確な説明が可
能になるため。

納付書の発行履歴と納付実績の照合が明
確になるため、管理が容易になるため。

反映する ●

4628 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

4628



滞納 3.1.9. 各種納付書
発行

本税、延滞金の納付書と郵便振替用紙を
発行できること。

納付書には延滞金及び督促手数料を記載
する／しないを選択できること。また、延滞金
については、納付日を指定することにより自動
計算した金額を記載すること

延滞金については任意の日付を指定でき、
自動計算できること。
延滞金計算はデフォルトで誓約日が設定さ
れていること。

延滞金計算日を誓約日とすることがあるた
め。

要検討 ●

5782 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

5782

滞納 3.1.9. 各種納付書
発行

本税、延滞金の納付書と郵便振替用紙を
発行できること。

納付書には延滞金及び督促手数料を記載
する／しないを選択できること。また、延滞金
については、納付日を指定することにより自動
計算した金額を記載すること

本税、延滞金の納付書と郵便振替用紙を
発行できること。

納付書には延滞金及び督促手数料を記載
する／しないを選択できること。また、延滞金
については、納付日を指定することにより自動
計算した金額を記載すること

口座振替を設定している場合、警告メッセー
ジなどを表示すること。

　口座振替が設定されている者の納付書発
行について注意が必要なため

要検討 ●

1788 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1788

滞納 3.1.9. 各種納付書
発行

本税、延滞金の納付書と郵便振替用紙を
発行できること。

納付書には延滞金及び督促手数料を記載
する／しないを選択できること。また、延滞金
については、納付日を指定することにより自動
計算した金額を記載すること

本税、延滞金、督促手数料の納付書と郵
便振替用紙を発行できること。

納付書には延滞金及び督促手数料を記載
する／しないを選択できること。また、延滞金
については、納付日を指定することにより自動
計算した金額を記載すること

地方税法により、市町村の条例の定めるとこ
ろによって、地方税の督促手数料を徴収でき
ることとなっており、徴収のために、納付書を
発行する必要があるため。

反映する ●

30 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

30

滞納 4.1.1. 返戻者情報
管理

（追加） 返戻者情報をCSVファイル等から一括取り込
みできること。

時期によって差はあるが、返戻される督促・
催告は数百通に上る。
500通返戻となった際、1通ごとに登録する
場合は2～3時間程度かかるが、一括登録
の場合はリストの作成まで含めて30分程度
で完了する。

反映する ●

【提案】返戻者情報を、バーコード読取でのデータ生成等を
もとに、CSVファイル等から一括取り込みできること。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
【意見】
催告書返戻時におけるNO4765催告による完成猶予との関係はどうなるか？
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

E回答：催告書返戻時におけるNO4765催告による完成猶予との関係はどうなるか？
【回答】返戻となった場合、催告による完成猶予は適用されない想定。
【提案】3.1.1.に、「返戻登録した対象者について、時効の完成猶予が自動で削除されること」と追加す
る。

●

滞納 4.1.1. 返戻者情報
管理

督促状等の返戻者情報（調査状況・結
果、返戻日、入力日、返戻事由）の履歴を
管理（参照、登録、修正）できること。

督促状等の返戻者情報（調査状況・結
果、返戻日、入力日、返戻事由）の履歴を
管理（参照、登録、修正）できること。
納通・督促の返戻・公示情報を未納明細画
面に表示できること。

現行システムで実装しているため。
機能減に伴い、事務の負担が増大する。

要検討 ●

【提案】2.1.14.に「当初納通発送・督促状返戻・公示情
報」を追加する

A回答
滞納整理システムで公示送達の「当初納通発送」管理は不要と考えます。
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
再発送、公示送達の場合は、新規のレコード作成することを想定しているのでしぃうか？
I回答
J回答
K回答

A回答：滞納整理システムで公示送達の「当初納通発送」管理は不要と考えます。
【確認】当初納通が公示送達となった場合、課税データについて、通常通り届いている対象者の賦課
データと同じタイミングで、賦課システムから収滞納システムに連携されるか。同じタイミングで連携される
のであれば、届いたか届いていないかの区別をつけるため、何らかの項目を管理する必要があると思
料。現行の運用と合わせて回答いただきたい。（全構成員）
H回答：再発送、公示送達の場合は、新規のレコード作成することを想定しているのでしぃうか？
【回答】滞納明細の項目として、返戻〇／×、公示送達〇／×　等の追加を想定している。 ●

滞納 4.1.1. 返戻者情報
管理

督促状が返戻された税目・期別がわかるこ
と。

差押できる要件が督促状の送付であり、督
促状の送達状況の確認は必須である。

返戻後の処理が円滑に行われれば、滞納額
が大きくなる前に納付を促すことができる。

督促状が返戻されている税目が明確になれ
ば、送付先の調査や督促状の再送付、公示
送達がスムーズに処理できる。

督促状送付は毎月の業務であり、返戻の有
無の確認作業や送付先の実態調査等が負
担になっている。

反映する ●

3177 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3177

滞納 4.1.1. 返戻者情報
管理

督促状等の返戻者情報（調査状況・結
果、返戻日、入力日、返戻事由）の履歴を
管理（参照、登録、修正）できること。

督促状等の返戻者情報（調査状況・結
果、返戻日、入力日、返戻事由、返戻の
あった住所）の履歴を管理（参照、
登録、修正）できること。

どの住所に送った郵便物が返戻されたかを把
握するため。

反映する ●

【提案】返戻時の住所を履歴として管理できる機能をオプ
ションで追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 6.1. その他

充足減免（預金の100%減免、他財産の
50％減免）の対応が簡易にできること。

国税通則法第63条第5項に適切に対応す
るため。

反映する ●

【提案】充足減免に対応できるよう追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 6.1. その他

（追加） 延滞金年率の変更、休日の変更、役所やそ
の他団体情報のメンテナンスを行えること。

年率や祝日等に変更が生じた場合メンテナン
スが必要なため追加。

反映する ●

【提案】延滞金年率について変更できるよう機能を追加す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする



滞納 6.1. その他

記載なし 延滞金年率の変更、休日の変更、役所やそ
の他団体情報のメンテナンスを行えること。

年率や祝日等に変更が生じた場合メンテナン
スが必要なため追加。

反映する ●

2294 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2294

滞納 6.1. その他

記載なし 延滞金年率の変更、休日の変更、役所やそ
の他団体情報のメンテナンスを行えること。

年率や祝日等に変更が生じた場合メンテナン
スが必要なため追加。

反映する ●

2294 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2294

滞納 6.1. その他

（情報共有）共有した情報について、参照
可能・参照不可・更新可能の切替ができるこ
と。（他の所管課の情報をどこまで取り扱うか
の切替機能）

本市「滞納処分情報の提供に関する要綱」・
「滞納者情報の提供に関する要綱」のとおり
の情報提供を実現するため。

要検討 ●

2586 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2586

滞納 6.1. その他

（情報共有）上記の機能（参照可能・参
照不可・更新可能の切替）は操作者毎に
権限設定できること。

本市「滞納処分情報の提供に関する要綱」・
「滞納者情報の提供に関する要綱」のとおり
の情報提供を実現するため。

要検討 ●

2586 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2586

滞納 6.1. その他

年度・相当年度・課税番号単位で、各期別
の収納状況を表示でき、さらにそれに対応す
る納付履歴が参照できること。

市民の方を待たせず、正しい情報を伝えるこ
とができるようするため。

画面展開にかかる時間を削減し、職員の負
担軽減に寄与するため。

要検討 ●

1791 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

1791

滞納 6.1. その他

（住所検索機能）
住所入力を行う際、郵便番号での住所検索
機能を実装し、該当住所を選択できること。
また、住所入力から郵便番号検索機能（逆
検索）を実装し、該当郵便番号を選択でき
ること。

単純作業にかかる手処理の時間・ミスを削減
し、職員の負担軽減に寄与するため。

反映する ●

3032 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3032

滞納 6.1.1. 権限設定

各税について、担当者・グループ単位で操作
権限を設定できること。

各税について、担当者・グループ単位で操作
権限を設定できること。また，個別機能に操
作権限を設定できること。

適正な運用をするため

反映する ●

2586 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

2586

滞納 6.1.10. 宛名

指定された送付先以外の情報が（納税管
理人が納税義務者名と異なる場合等）宛
名に併記されないこと。

指定された送付先以外の情報が（納税管
理人が納税義務者名と異なる場合等）宛
名に併記されること。

納税管理人に対して送付しているということを
示さないと、受け取った住民が困惑する恐れ
があるため。

要検討 ●

【提案】現行記載「併記されない」を「併記できる」に修正す
る。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 6.1.2 その他

各担当者のスケジュールについて，カレンダー
式に管理（参照、登録，修正，削除）で
きること。

また、期間を指定したスケジュールを閲覧でき
ること。

納付約束情報、分納計画を基に、スケ
ジュールに反映されること。

各担当者のスケジュールについて，カレンダー
式に管理（参照、登録，修正，削除）で
きること。

また、期間を指定したスケジュールを他の共
有者からも閲覧できること。

納付約束情報、分納計画を基に、スケ
ジュールに反映されること。

業務の進捗管理を円滑にするため。また、そ
れを職員同士で共有するため。

反映する ●

3056 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3056



滞納 6.1.2. 担当者スケ
ジュール管理

記載なし （実装すべき機能）
催告発送時、催告期限がスケジュールに反
映されること。

スケジュール管理の効率化のため。

反映する ●

【提案】催告期限を管理できるよう、スケジュールへの自動反
映機能を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 6.1.2. 担当者スケ
ジュール管理

他の担当者の予定を別の担当者が確認でき
ること。

市民対応の履行忘れ防止のため。
（担当の予定外休暇や長期休暇、管理職
のマネジメント等、市民対応の履行忘れの防
止）。

反映する ●

3056 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

3056

滞納 6.1.4. 起案文書等

文書番号が自動で連番で付番できること。
手動でも設定できること。

年間45000件以上起案しているため（自
動付番されない場合管理表等への登録をす
る必要がある。その場合45000件×1分）

反映する ●

【提案】出力される帳票について、文書番号が自動付番さ
れ、番号は手動で修正できるような記載を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
自動付番する帳票と空白で出力する帳票を選択できるように幅を持たせてほしい。
J回答
K回答

【事務局】文書番号については、共通要件での対応とする

滞納 6.1.5. ＥＵＣ

宛名番号と紐づいたマイナンバー（個人番
号）、法人番号を抽出できること。

滞納整理の現場では他の自治体に転出した
後の住所把握が困難であり、文書返戻等が
多数生じている。（中野区では、区外転出
者のうち転出先に現住していない者が約2割
いる）
住民基本情報ネットワークの統合端末で一
括して現在の住所を取得できるので、宛名
番号とマイナンバー（個人番号）の紐づけ
情報を出力できることを希望する。
法人番号についても、法人番号データベース
を活用可能。

反映する ●

【提案】2.1.8.に個人番号を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
【回答】
・「マイナンバー法」により安全管理措置の関係で取扱いが難しくなることが考えられる。
当市においてはマイナンバーの情報連携はしているが業務上しないこことしているため、滞納管理システム上
は非表示としている。番号の表示に対して制御が必要。
F回答
H回答
I回答
J回答

回答

3033

滞納 6.2.1. 収納システムと
の連携

滞納システムから収納システムへ、以下の情
報を連携できること。

充配当データ（充当額、充当先の税データ
（税目、期別、金額等）等）、繰上徴収、
差押等の情報、異動情報(処分情報、不納
欠損情報等)、滞納側で変更した納期限、
変更した本税、延滞金情報

滞納システムから収納システムへ、以下の情
報を連携できること。

充配当データ（充当額、充当先の税データ
（税目、期別、金額等）等）、繰上徴収、
換価の猶予、徴収猶予、差押等の情報、異
動情報(処分情報、不納欠損情報等)、滞
納側で変更した納期限、変更した本税、延
滞金情報

　換価の猶予、徴収猶予について、データの
連携が行われない場合、収納システムにも同
じ情報を入力することになるため、入力ミスや
入力漏れを防ぐためにも自動連携が望まし
い。

　「03_01_収滞納管理（収納）_標準仕
様書（案）_01_機能要件」の「4.1.7.処
分との連動」に、「差押え・徴収猶予・換価の
猶予・執行停止に連動して延滞金を計算で
きること。」と記載があるが、連携するデータの
中には、徴収猶予、換価の猶予がない。

反映する ●

6750 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6750

滞納 6.2.1. 【滞納】収納シ
ステムとの連携

督促状の入力日、督促状の公示日、収納
システムの異動情報（調定情報、納付情
報、延滞金等）、督促発付履歴・削除履
歴・返戻履歴・公示送達履歴、宛名情報
（納税管理人、口座情報、送付先情報）

督促状の入力日、督促状の公示日、収納
システムの異動情報（調定情報、納付情
報、延滞金等）、督促発付履歴・削除履
歴・返戻履歴・公示送達履歴、宛名情報
（納税管理人、口座情報、送付先情
報）・電話番号（複数あればその全て）

催告架電等に使用する必要がある。

反映する ●

【提案】収納側の電話番号を滞納システムに連携する機能
を追加する。

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
・電話催告のため課税側、収納側からの電話連携は必要。しかし滞納整理に必要な電話番号と異なる
可能性(本人以外の家族等)があるため電話情報の保持として各税目、収納、滞納と複数の税目に対し
て電話番号を持てるようにした方がいい。
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

E回答：電話催告のため課税側、収納側からの電話連携は必要。しかし滞納整理に必要な電話番号と
異なる可能性(本人以外の家族等)があるため電話情報の保持として各税目、収納、滞納と複数の税目
に対して電話番号を持てるようにした方がいい。
【提案】電話番号を各税目からの連携分を持てるよう、2.1.1.に追加する

●

滞納 6.2.1. 収納システムと
の連携

仕様書からはコンビニエンスストアにて納付し
た場合に、速報情報を参照できるのか判断
できない。

コンビニエンスストアにて納付した場合に、速
報情報を参照できるようにする。

速報情報を参照することで、入れ違いでの催
告や差押等を防ぐことができる。

入れ違いでの催告および差押を防ぐことがで
き、無駄な業務を省くことができる。

反映する ●

【提案】2.1.1.【収納情報】に、「コンビニ速報情報」を追加
する

A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする

滞納 6.2.1. 収納システムと
の連携

収納システムから、以下の情報を連携できる
こと。
督促状の入力日、督促状の公示日、収納
システムの異動情報（調定情報、納付情
報、延滞金等）、督促発付履歴・削除履
歴・返戻履歴・公示送達履歴、宛名情報
（納税管理人、口座情報、送付先情報）

滞納システムから収納システムへ、以下の情
報を連携できること。
充配当データ（充当額、充当先の税データ
（税目、期別、金額等）等）、繰上徴収、
差押等の情報、異動情報(処分情報、不納
欠損情報等)、滞納側で変更した納期限、
変更した本税、延滞金情報

収納システムから、以下の情報を連携できる
こと。
督促状の入力日、督促状の公示日、収納
システムの異動情報（調定情報、納付情
報、延滞金等）、督促発付履歴・削除履
歴・返戻履歴・公示送達履歴、延滞金通知
発付履歴・削除履歴、宛名情報（納税管
理人、口座情報、送付先情報）

滞納システムから収納システムへ、以下の情
報を連携できること。
抽出条件：前回処理日時分～今回処理
日時分
充配当データ（充当額、充当先の税データ
（税目、期別、金額等）等）、繰上徴収、
差押等の情報、異動情報(処分情報、執行
停止出力（執行停止整理番号○○以
降）、欠損出力（不納欠損整理番号○○
以降）等)、滞納側で変更した納期限、変
更した本税、延滞金情報（延滞金減免出
力（前回処理以降のもの）等）、猶予分
納情報

延滞金通知書発送情報について、瞬時に正
しい情報を取得し、業務時間短縮に寄与す
るため。

収納システムで、督促状等の帳票出力時に
必要な情報を連携するにあたり、システム管
理することで、職員の負担軽減に寄与するた
め。

反映する ●

6750 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6750



滞納 6.2.1. 収納システムと
の連携

（略）滞納システムから収納システムへ、以
下の情報を連携できること。　　　　　充配当
データ（略）、延滞金情報

（略）滞納システムから収納システムへ、以
下の情報を連携できること。　　　　　充配当
データ（略）、延滞金情報、徴収猶予設定
に伴う督促状発行停止

地方税法第15条の2の3第1項、及び同第
329条第2項により、徴収猶予を許可した場
合督促をすることができないため。

滞納管理システムで徴収猶予について入力
されたにもかかわらず、収納システムから督促
状が発行されるという不具合を防ぐことで、納
税者の混乱を避けることができるため。

滞納システムと収納システムそれぞれのシステ
ム入力・連絡および確認・督促状発行停止
に係る20名の作業を延べ40時間低減出来
るため。

別府市総合計画が目指す「市民に信頼され
る効率的で持続可能な質の高い行政経営
の実現」を実施する上で、効率性を高めつつ
信頼されるため。

現在連携がないシステムで行っており、担当
者間の連絡および確認漏れによるヒューマン
エラーで、徴収猶予を許可したにもかかわらず
督促状が発行され、送達した事例が2件発
生したため。

反映する ●

6750 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

6750

滞納 6.2.3. その他サブシス
テムとの連携

収納データが各システムに連携可能なこと。 徴収員が徴収した収納は、暫定的な収納
データとして保持され、重複納入がないよう各
システムに暫定的な収納データが連携される
ようになっています。

要検討 ●

【提案】仮消込情報の連携機能を追加する。 A回答
B回答
C回答
D回答
E回答
F回答
H回答
I回答
J回答
K回答

提案の通りとする
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